
令和７年度（Ｒ６実績値）総合戦戦略・評価検証シート

取組・指標（PLAN）

R3
年度

R4
年度

R5
年度

R6
年度

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

市内観光施設入込客
数（国内客及び国外
客含む）

観光課 人/年
単
年

6,025,000 5,480,269 5,752,635 6,025,000 6,025,000 1,653,392 2,169,263 3,141,894 3,996,363 27.4% 39.6% 54.6% 66.3% E D D C

 令和６年度目標値には届きませんでしたが、観光産業の発展に資する取組みとし
て、観光協会、商工会、市内事業者等と連携し、名護市観光プロモーション推進事
業、スポーツコンベンションの推進等、また、観光協会主体による、観光客誘致プロ
モーション事業等を実施したことにより、年々、観光施設入込客数が増加していると
考えております。

 令和６年度に策定した第３次名護市観光振興基本計画に基づき、観光協会、市内観
光事業者、商工会、高等教育機関等、行政が地域一体となり、本計画に定めた各施策
を実施することで、観光施設入込客数増加に繋げてまいります。

 新型コロナウイルス感染症の影響も起因し、令和４年度～令和６年度にかけて目標
値を上回ることはできませんでしたが、年々、市内観光施設入込客数は増加していま
す。KPI・ランクについても、ランクが上昇していることもあり、令和７年度以降は更
なる市内観光施設入込客数が増加すると考えております。
 また、第３次名護市観光振興基本計画において、新たに目標値を設定したため、目
標達成に向けて各施策に取り組んでまいります。

市内宿泊施設入込客
数 （国内客及び国外
客含む）

観光課 人/年 
単
年

1,366,000 1,323,542 1,344,771 1,366,000 1,366,000 440,926 537,068 815,493 1,017,039 32.3% 40.6% 60.6% 74.5% D D C C

 令和６年度目標値には届きませんでしたが、観光産業の発展に資する取組みとし
て、観光協会、商工会、市内事業者等と連携し、名護市観光プロモーション推進事
業、スポーツコンベンションの推進等、また、観光協会主体による、観光客誘致プロ
モーション事業等を実施したことにより、年々、宿泊施設入込客数が増加していると
考えております。

 令和６年度に策定した第３次名護市観光振興基本計画に基づき、観光協会、市内観
光事業者、商工会、高等教育機関等、行政が地域一体となり、本計画に定めた各施策
を実施することで、宿泊施設入込客数増加に繋げてまいります。

 新型コロナウイルス感染症の影響も起因し、令和４年度～令和６年度にかけて目標
値を上回ることはできませんでしたが、年々、市内宿泊施設入込客数は増加していま
す。KPI・ランクについても、ランクが上昇していることもあり、令和７年度以降は更
なる市内宿泊施設入込客数が増加すると考えております。
 また、第３次名護市観光振興基本計画において、新たに目標値を設定したため、目
標達成に向けて各施策に取り組んでまいります。

市域内一人当たりの
観光消費額

観光課 円/年
単
年

14,400 13,853 14,127 14,400 29,000 0 0 28,616 20,996 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% E E A A

 令和６年度名護市魅力情報発信ラジオ放送業務の中で、約１カ月間、イベント会場
及びオンラインを活用し、名護市観光資源認知度調査を実施いたしました。宿泊費、
交通費、買い物代、飲食費、娯楽サービス、その他の項目で638人（日本人）に回答
いただき、各項目の金額の多い額を足し20,996円と算出しております。
※日本人客の宿泊客、日帰り客を含む。
 令和５年度より、額が下がっておりますが、調査方法や時期等が違うことも起因し
ていると考えております。

 市域内一人当たりの観光消費額について、今後の調査方法として、インターネット
上にアンケート調査QRコードの設置、市内観光施設へのアンケート調査に関するチラ
シの掲出を行い、経年で調査できるよう調査方法を統一していくと共に回答率向上に
努めます。
 また、観光消費額向上に資する取組みとして、第３次名護市観光振興基本計画を基
に観光客を市内に滞在周遊させる施策を検討してまいります。

 令和４年度は調査未実施、令和５年度～令和６年度は調査方法に相違があります
が、目標値を達成することができました。KPI・ランクについてもAとなっているた
め、今後は、調査方法を統一化しアンケート調査を実施してまいります。
 また、第３次名護市観光振興基本計画において、新たに目標値を設定したため、目
標達成に向けて各施策に取り組んでまいります。

名護自然動植物公園
施設利用者数

観光課 人/年
単
年

280,000 186,523 233,261 280,000 280,000 145,031 175,535 208,214 221,059 51.8% 94.1% 89.3% 78.9% D B B C

・R6年度目標値には届きませんでしたが、新型コロナウイルス感染症の５類移行によ
り、施設利用者数は増加しております。
R7年度は、集客に繋がるようなイベントの開催や施設ガイドなど、コンテンツの充実
を図り、施設利用者数の増加を目指します。

・施設利用者数の増加を図るため、施設の機能強化を図り、広報活動や周知について
も、指定管理者と協働し、更なる効果的なPRを検討・実施や、テーマパークの開業に
よる宿泊客や周遊客をターゲットとした新たなコンテンツの検討・計画を行います。

 新型コロナウイルス感染症の５類移行後、施設利用者数を増加させております。一
方で、令和４年度は前年比で約121％、令和５年度は前年比約119％の増加でありまし
たが、令和６年度については、約106％となっており過去２年間に比べ増加率が減少し
ていることが目標値に届かない要因となっていることから引き続き取組を検討し、施
設利用者の増加を図ることが必要となると考えます。

修学旅行宿泊者数 観光課 人/年
単
年

78,940 77,978 78,459 78,940 78,940 41,352 35,850 53,296 93,284 52.4% 46.0% 67.9% 100.0% D D C A

 観光協会では、修学旅行誘致委員会と連携し、教育旅行用のプロモーションツール
を活用し県外の修学旅行相談会のイベントへの参加、当協会ホームページでの教育旅
行情報の発信等のプロモーションを実施していることも起因し、目標値を達成できた
と考えております。

 観光協会と修学旅行誘致委員会の連携による、県外イベントの参加、当協会ホーム
ページを活用した情報発信を行い、修学旅行宿泊者数の増加に繋げてまいります。

 令和４年度～令和５年度は目標値を達成できませんでしたが、令和６年度において
は、観光協会や修学旅行誘致委員会の継続した取組みにより、目標値を達成できまし
た。

外国人市内観光施設
入込客数 

観光課 人/年
単
年

2,032,339 1,643,318 1,837,828 2,032,339 2,032,339 17,587 23,624 213,800 261,948 0.9% 1.4% 11.6% 12.9% E E E E

 令和６年度目標値には届きませんでしたが、観光産業の発展に資する取組みとし
て、観光協会、商工会、市内事業者等と連携し、名護市観光プロモーション推進事
業、スポーツコンベンションの推進等、また、観光協会主体による、観光客誘致プロ
モーション事業等を実施したことにより、昨年度よりは、外国人市内観光施設入込客
数が増加したと考えております。

 令和６年度に策定した第３次名護市観光振興基本計画に基づき、観光協会、市内観
光事業者、商工会、高等教育機関等、行政が地域一体となり、本計画に定めた各施策
を実施することで、外国人市内観光施設入込客数増加に繋げてまいります。

 令和４年度～令和６年度にかけて目標値を達成することができませんでしたが、
年々、外国人市内観光施設入込客数は増加しております。今後、外国人の受け入れ体
制充実に取り組むことで、外国人市内観光施設入込客数増加に繋げる必要があると考
えております。

外国人市内宿泊施設
入込客数

観光課 人/年
単
年

276,709 273,335 275,022 276,709 276,709 2,729 4,938 77,771 133,578 1.0% 1.8% 28.3% 48.3% E E E D

 令和６年度目標値には届きませんでしたが、観光産業の発展に資する取組みとし
て、観光協会、商工会、市内事業者等と連携し、名護市観光プロモーション推進事
業、スポーツコンベンションの推進等、また、観光協会主体による、観光客誘致プロ
モーション事業等を実施したことにより、年々、外国人市内宿泊施設入込客数が増加
したと考えております。

 令和６年度に策定した第３次名護市観光振興基本計画に基づき、観光協会、市内観
光事業者、商工会、高等教育機関等、行政が地域一体となり、本計画に定めた各施策
を実施することで、外国人市内宿泊施設入込客数増加に繋げてまいります。

 令和４年度～令和６年度にかけて目標値を達成することができませんでしたが、
年々、外国人市内宿泊施設入込客数は増加しております。今後、外国人の受け入れ体
制充実に取り組むことで、外国人市内宿泊施設入込客数増加に繋げる必要があると考
えております。

羽地の駅レジ通過者
数

羽地支所 人/年
単
年

86,905 83,485 85,195 86,905 86,905 85,166 82,333 77,510 78,622 98.0% 98.6% 91.0% 90.5% B B B B

 多様なツーリストの受入体制の充実について、羽地の駅を訪れる客の人数把握は指
標としては妥当であり、具体的な人数の把握としてレジ通過者数は、統計的にも比較
しやすい指標になっています。前年度比で1,112名増加しており、要因として、コロナ
禍の影響が薄れ、外国人観光客の増加や県外からの観光客の増加が見込まれます。

 引続き、羽地の駅周辺機能強化事業（担当部署：観光課）を進めるとともに、出張
出店・移動販売等への積極的な参加を行うことで、施設の知名度向上や直接来店に繋
がる取り組みを強化します。地域資源を活かしたイベント・企画など、観光客や地元
客の受入体制の充実及び観光客や地元客のニーズ把握を目的にアンケートを行い、目
標達成を目指します。

 令和4年度から地域拠点施設施設を所管している課等（園芸畜産課・羽地支所・久志
支所・屋我地支所）と連携会議を年に数回実施し、各施設の運営状況や施設管理につ
いて情報交換を実施しています。令和7年度に10周年を記念した事業を実施する予定で
す。令和7年開業予定の大型テーマパークの動向に注視します。

 令和6年度の実績としては、目標値の9割を超えており、概ね成果を得られたと考え
られます。

名護市やがじ農業体
験施設体験者数 

屋我地支所 人/年
単
年

2,000 1,019 1,509 2,000 2,000 4 155 210 257 0.2% 15.2% 13.9% 12.9% E E E E

 農業体験について、県外の修学旅行生を対象とし屋我地地域や近隣地域の民泊経営
者へ施設の利用の推進を図ってきましたが、目標値に至っておらず目標未達成となっ
ています。しかし、近隣の農家とも連携が取れるような体制ができ、既設の施設で栽
培されていない品目での体験できるようになりました。

 民泊経営者だけでなく修学旅行を誘致している業者に農業体験施設での体験プログ
ラムを取り入れてもらえるよう調整をするとともに、体験学習の位置付けを図るた
め、施設・露地での年間計画を作成し、市内小学校のなどの体験プログラムにかなう
ようにし、目標達成を目指します。（土づくり、植付け、管理作業、収穫体験など）

  第二期（令和4～6年度）については、農業体験施設としての取組みが指定管理者の
みでは、厳しい結果となりましたが、来期からは、指定管理者と共に、年間計画を見
直し学習目的を持った農業体験学習をＣＳ（コミニュティ・スクール、学校運営協議
会制度）や民泊事業者に提案します。観光農園とは違う視点での学習目的を持った農
業体験施設として、土づくりから農産物加工に至る過程を年間計画をもって積極的に
プランの提案を行っていきたいです。

北海道日本ハムファ
イターズ春季キャン
プ来場者数 

観光課 人/年
単
年

30,000 29,475 29,738 30,000 30,000 25,226 22,552 29,345 23,286 84.1% 76.5% 98.7% 77.6% B C B C

 令和６年度の目標値未達成及び令和５年度の実績値を下回った要因として、春季
キャンプ期間中を通して天候に恵まれず、観戦客数の増加が見込まれる練習試合の中
止、また、昨年2日間本市において開催されたオープン戦が1日のみの開催であったこ
とも起因し、減少に繋がったと考えております。

 北海道日本ハムファイターズ春季キャンプ来場者数 については、春季キャンプ期間
中の天候等の影響により左右されますが、引き続き、球団の本拠地におけるイベント
の開催やSNS等を活用したプロモーションを通して、来場者数の増加に繋げてまいり
ます。

 令和４年度～令和６年度において、目標値を達成できませんでしたが、令和４年度
と比較し令和５年度は増加、令和６年度は天候の影響、練習試合の中止により、令和
５年度と比較し減少しております。３年間継続して、球団の本拠地にてイベントを開
催していることもあり、チームファンによる本市の認知度は向上していると考えてお
ります。

観光協会ホームペー
ジアクセス数

観光課 回/年 
単
年

301,400 298,435 299,918 301,400 301,400 221,471 379,822 299,629 0 73.5% 100.0% 99.9% 0.0% C A B E

 令和６年度において、当協会ホームページがリニューアルしたことに伴い、これま
でのアクセス数調査から、セッション数調査へと効果測定の手法が異なったため、数
値未記入となっております。
 当協会ホームページリニューアル後、ホームページセッション数を確認すると、令
和７年３月のセッション数は前年度月より増加しているため、今後、数値が増加する
と見込んでおります。

 当協会ホームページのリニューアルにより、これまでの数値（アクセス数）調査か
ら変更となりました。
 引き続き、当協会ホームページを活用し、本市観光関連の情報発信強化に取り組
み、観光誘客に繋げる必要があると考えております。

 令和４年度～令和５年度にかけて、当協会ホームページアクセス数は減少している
状況であります。しかし、令和６年度において、観光客や事業者向け情報発信内容の
強化のため、当協会ホームページをリニューアルしたことで、今後、閲覧数が増加す
ると見込んでおります。引き続き、当協会ホームページを活用し、本市観光関連の情
報発信強化に取り組んでまいります。

国内外のプロモー
ション活動実績

観光課 件/年
単
年

10.0 9.0 9.5 10.0 11.0 7.0 10.0 11 9 70.0% 100.0% 100.0% 90.0% C A A B

 国内外のプロモーション活動として、９件実施いたしました。令和６年度の目標値
未達成及び令和５年度の実績値は下回りましたが、市内入込客数は増加しており、要
因として、当課のみではなく他課においても国内外のプロモーション活動を実施して
いることが起因していると考えております。

 令和６年度に策定した第３次名護市観光振興基本計画に基づき、観光協会、市内観
光事業者、商工会、高等教育機関等、行政が地域一体となり、本計画に定めた各施策
として、国内外のプロモーション活動に取り組み、市内入込客数増加に繋げてまいり
ます。

 令和４年度～令和５年度にかけて、国内外のプロモーション活動の実績件数は増加
しており目標値も達成できましたが、令和６年度においては目標値を達成することが
できませんでした。しかし、当課のみではなく他課においても国内外のプロモーション
活動を実施していることもあり、年々市内入込客数 は増加しております。他課も合わ
せたプロモーションの実施により、観光客数の増加に寄与すると考えております。

名護市観光客の満足
度調査

観光課 ％
単
年

90.0 88.7 89.4 90.0 94.0 0.0 0.0 94 0 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% E E A E

 令和５年度は、第３次名護市観光振興基本計画策定に係る調査にて、観光客を対象
にアンケート調査を実施しましたが、令和６年度は調査を実施できなかったため、数
値未記入となります。

 名護市観光客の満足度調査について、市域内一人当たりの観光消費額調査と同様に
インターネット上にアンケート調査QRコードの設置、市内観光施設へのアンケート調
査に関するチラシの掲出を行い、経年で調査できるよう調査方法を統一していくと共
に回答率向上に努めます。
 また、観光客の満足度向上に資する取組みとして、第３次名護市観光振興基本計画
を基に各施策を実施してまいります。

 令和５年度は、第３次名護市観光振興基本計画に係る調査により数値を取得できま
したが、令和４年度及び令和６年度は調査未実施により数値を取得しておりません。
令和７年度以降は、調査方法を統一化し、経年でデータを取得する必要があると考え
ております。

④
観光振興の推進体
制の確立・強化
【観光課】

E A A A
産学官連携による観
光振興に向けた取組 

観光課 件/年
単
年

2.0 1.5 1.8 2.0 2.5 0.0 2.0 2.0 2.0 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% E A A A

 名護市観光プロモーション推進事業の広報トレーニングセミナーにおいては、名桜
大学生、さくら開花促進プロジェクトにおいては、北部農林高校生と連携し取組みを
実施いたしました。
 両取組みにおいて、事業者、学生、行政等と連携し取り組むことができ、行政のみ
ではなく産学においても、観光振興に向けた連携が見受けられます。

 令和６年度に策定した第３次名護市観光振興基本計画に基づき、観光協会、市内観
光事業者、商工会、高等教育機関等、行政が地域一体となり、産官学連携の取組みを
実施し市内入込客数増加に繋げてまいります。

 令和４年度～令和６年度にかけて、産官学連携による観光振興に向けた取り組みを
実施しており、目標値を達成できました。また、産官学連携の取り組みについて、市
民、事業者等の参画する団体が増えており、引き続き、観光振興の発展に資するよう
取り組む必要があると考えております。

スポーツ合宿等実施
件数

観光課 件/年
単
年

25.0 15.0 20.0 25.0 45.0 12.0 23.0 25 28 48.0% 100.0% 100.0% 100.0% D A A A

令和6年度の目標値を上回ることはでき、令和５年度の実績値を上回ることができた要
因として、スポーツキャンプ受け入れ体制の構築として、スポーツ合宿助成金の取り
組みや、ファイターズキャンプ支援事業における取り組みによるものであると考えて
おります

引き続き、スポーツキャンプ受け入れ体制の構築として、スポーツ合宿助成金の取り
組みやスポーツキャンプ支援事業を通し、スポーツコンベンションの推進に取り組ん
でまいります。
また、スポーツコンベンションをフックとした、イベントの開催等を通して、観光客
誘致に取り組んでまいります。

 令和４年度～令和５年度において、スポーツ合宿等実施件数は増加しており、本市
として合宿助成金の取組みや、スポーツキャンプ受入れ等に継続して取り組んだこと
が起因していると考えております。引き続き、関係各所連携しスポーツコンベンショ
ンの推進に取り組んでまいりたいと考えております。

実績（DO）ランク
総括 目標値 実績値 KPI・達成率 ＫＰＩ・ランク

基本
目標

基本
方針

総合計画
との対応

具体
的取
組

No.

具体的取組 KPI 担当課 関係課 単位 評価
R6年度

KPI・個別事業の関係性・妥当性
R6年度

今後の対応
R6年度

その他・特記事項
第２期総合戦略

全体評価

①

市内への滞在促進
【観光課】【振興
対策室】【各支
所】

E D C C

わんさか大浦パーク
訪問数

久志支所 人/年
単
年

121,966 101,912 111,939 121,966 121,966 88,611 81,394 17,000 104,008 72.7% 79.9% 15.2% 85.3% C C E B

令和6年度KPI目標値を達成できた要因はハード面とソフト面から機能強化を図ったこ
とがあげられます。
【ハード面】
令和6年4月に施設の機能強化工事が完了し、コミュニティ棟及びトイレ・シャワー棟
の新設、大型遊具の設置、駐車場の再整備（駐車台数増）、既存の物販棟の部屋割り
の変更を行ったことで、観光満足度を高め、利便性の向上が図られたことで集客数の
増加に寄与できました。
【ソフト面】
過疎地域等集落ネットワーク補助金を活用し、「コミュニティキッチン（食堂）を核
とした地域の食文化発信」、「オープンスペースを利用した関係人口創出」、「事業
開発力・推進力を高める組織開発」の３つを軸に、機能強化を図りました。主な内容
として、地域特産を活かした新たなメニューの開発やコワーキングスペースの試行、
ワークショップや企画展の開催、SNS等による情報発信の強化、組織内部から変革を
起こすためのチームビルディング研修など、事業を複合的に展開することで集客数の
増加に寄与できました。

令和6年度は、ハード面とソフト面から機能強化を図り、訪問者数を向上することがで
きました。令和7年度は、新たに機能強化した部分を活かしつつ、既存事業の拡充を基
本に「訪問者数」の増加に向けて、以下の取り組みを進めていきます。
・レストラン事業の質的・量的拡充（新メニュー開発、営業時間延長等）
・各種メディアとの連携強化による広報宣伝活動の拡充
・ニーズが高まる電気自動車（EV）向け充電設備の設置
・SNS等デジタルツールを活用した魅力的なコンテンツ発信強化
・人気のあるカヤック体験等の観光事業の拡充（提携先拡大、ツアー内容充実等）
・ストアの拡充（ニーズに合わせたイベントの開催、商品ディスプレイの模様替え、
酒類・海産物販売等）
・新たなイベントの開催（グランドゴルフ大会等）

令和6年度に「二見以北10区地域活性化基本計画」を策定しました。基本計画では「交
流」「観光」「農林水産」「移住・定住」4つに関して柱取り組むべき重点課題を設定
されています。わんさか大浦パークの役割は、「観光の振興」を基軸とししている
が、単に集客を求めるだけではなく、「集客」を起爆剤にその他分野の課題解決に繋
げることが求められてきています。

和3年度から令和5年度までの3年間、目標未達（目標値の80％）の状況が続いていま
した。
 令和3年度 実績： 88,611人 （達成率：72.7％）
 令和4年度 実績： 81,394人 （達成率：79.9％）
 令和5年度 実績： 17,000人 （達成率：15.2％）
 わんさか大浦パークは、「重点改善分野」として位置づけられており、地域からの
期待も高い重要な施設である一方、その期待に十分に応えられていない状況が課題と
なっていました。その主な要因として、施設の老朽化や利便性の課題（ハード面）、
及び提供サービスや情報発信等の既存の取り組みの硬直化や魅力の低下（ソフト面）
が複合的に影響していたものと考えられます。
 特に、令和5年度については、5月から翌年4月にかけて大規模な機能強化工事を実
施したため、施設の大部分が利用制限下にあり、訪問者数が大幅に落ち込む結果と
なっていました。これは、将来的な飛躍に向けた必要な投資期間であったと認識して
います。
 上記の課題認識に基づき、令和5年度から令和6年度にかけて、わんさか大浦パーク
の魅力を再生し、持続的な賑わいを創出するため、ハード・ソフト両面からの抜本的
な機能強化を集中的に実施しました。
 その結果、令和6年度は、訪問者数実績が104,008人となり、目標値121,966人に対
する達成基準（目標値の80％：97,573人）を上回り、計画期間で初めてKPI目標を達
成することができました。
 これは、課題を的確に捉え、集中的な投資と改善努力を行った結果が、具体的な集
客増という成果に繋がったことを示すものであり、リニューアルによる施設魅力の向
上と、それを活かした新たな事業展開や情報発信が相乗効果を生み、地域内外からの
集客に繋がったものと評価しています。

③
マーケティングプロ
モーションの充実
【観光課】

C C B A

⑤
スポーツコンベン
ションの推進 E B A A
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②

多様なツーリスト
の受入体制の充実
【観光課】【各支
所】

D D D C
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令和７年度（Ｒ６実績値）総合戦戦略・評価検証シート

取組・指標（PLAN）

R3
年度

R4
年度

R5
年度

R6
年度

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績（DO）ランク
総括 目標値 実績値 KPI・達成率 ＫＰＩ・ランク

基本
目標

基本
方針

総合計画
との対応

具体
的取
組

No.

具体的取組 KPI 担当課 関係課 単位 評価
R6年度

KPI・個別事業の関係性・妥当性
R6年度

今後の対応
R6年度

その他・特記事項
第２期総合戦略

全体評価

スポーツ合宿等実施
人数

観光課 人/年
単
年

1000.0 600.0 800.0 1000.0 1000.0 89.0 591.0 836 1,072 8.9% 98.5% 100.0% 100.0% E B A A

 合宿等実施人数において、令和６年度の目標値達成、令和５年度の実績値を上回る
ことができました。継続的に、スポーツキャンプ受け入れ体制の構築として、スポー
ツ合宿助成金の取り組みや、ファイターズキャンプ支援事業における取り組みによる
ものであると考えております。

 引き続き、スポーツキャンプ受け入れ体制の構築として、スポーツ合宿助成金の取
り組みやスポーツキャンプ支援事業を通し、スポーツコンベンションの推進に取り組
んでまいります。
 また、スポーツコンベンションをフックとした、イベントの開催等を通して、観光
客誘致に取り組んでまいります。

 令和４年度～令和５年度において、スポーツ合宿等実施人数は増加しており、本市
として合宿助成金の取組みや、スポーツキャンプ受入れ等に継続して取り組んだこと
が起因していると考えております。引き続き、関係各所連携しスポーツコンベンショ
ンの推進に取り組んでまいりたいと考えております。

①

農業振興に向けた支援体制の
強化
【農業政策課】【園芸畜産
課】

A A A A
土地改良区内におけ
る遊休農地の面積

農業政策課 園芸畜産課 ha  
総
計

120.0 124.0 122.0 120.0 70.0 92.0 80.5 72.6 78.0 139.1% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 耕作が再開された農地が継続的に活用されていますが、遊休地面積が微増となりま
した。

 今後も継続的な農地利用が図られるよう、事業活用や地域での継続的な話し合いに
より、農地の出し手と担い手の確保に務めます。

 目標値を達成することができましたが、農業の重要度を知らしめる必要があるた
め、引き続き継続的な農地利用が図られるよう、事業活用や地域での継続的な話し合
いにより、農地の出し手と担い手の確保に務めます。

②
農家の担い手育成
【農業政策課】

E A A A
青年等就農計画の策
定者数

農業政策課 人/年
単
年

3.0 3 3 3 4 0 5 6 5 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% E A A A

 新規就農希望者に対し、制度・事業内容について懇切丁寧な説明を行うことで理解
促進を図るとともに伴走的な計画作成支援に取り組んだことから、新規の青年等就農
計画策定（認定）者についてはKPIを上回る５名創出することができました。

 引き続き新規就農支援制度及び国の補助事業を活用して新規就農者の経営確立に向
けた支援に取り組み、本市農業の次世代を担う新規就農者の更なる創出を図ります。

 新規就農支援事業を実施している15名の新規就農者に対し、関係機関と連携してサ
ポートチームによる営農指導等を行い、経営確立に向けた支援に取り組むことができ
ました。

 計画期間中の全ての年度において目標値を達成しており、総合戦略策定前と比べ発
現効果を増大することができました。農業の高齢化・担い手不足といった課題に対
し、引き続き新規就農支援制度及び国の補助事業を活用して新規就農者の経営確立に
向けた支援を講じ、本市農業の次世代を担う新規就農者の更なる創出に取り組みま
す。

③
自然環境に配慮した農業生
産基盤の整備
【農林水産課】

E D B B
令和3～6年度 農道
整備延長（累計） 

農林水産課 ｍ
累
計

2,060 1,030 1,545 2,060 2,060 52 588 1,328 1,840 2.5% 57.1% 86.0% 89.3% E D B B

 令和6年度に2,060ｍの農道整備を実施する目標でしたが、農道整備予定箇所におい
て用地取得（2筆中1筆R6に解決済）が一部滞った為、工事発注に影響したことから
1,840ｍの整備となりました。また、安部農道に関しては、入札不調等の影響により工
事期間を延長していることから、R7年度に残延長280ｍの農道整備を完了し目標値を
達成する予定です。

 各整備予定路線の課題を把握し、整備に支障を来すような課題について早期解決を
図るとともに、受益者及び地域の合意形成を踏まえ今後の計画の見直しについても検
討します。

 農道整備予定箇所での用地取得・補償等にて、用地交渉や相続問題等により関係者
との調整期間が長期になる場合があることから、整備区間の見直しや農道幅員の調整
及び線形の変更について検討を行う必要があります。

 計画期間R3～R6年度の全体評価につきましては、農道整備延長を概ね達成できR7年
度には目標数値以上を見込める予定となっております。
 今後の計画としては、R7年度以降についても農道整備の予定路線があることから、
新たな計画と目標値を定め取り組んで行きたいと考えております。

④

農業の多様性を活かす活動
の促進
【農業政策課・園芸畜産
課】

E E A B 畜産まつり来客数 園芸畜産課 農業政策課 人/年
単
年

1,800.0 1,600.0 1,700.0 1,800.0 1,800.0 0.0 0.0 2,109 1,626 0.0% 0.0% 100.0% 90.3% E E A B

 R６年度は、これまでの「畜産まつり」を改め、名護市の農業全般を対象とした「ま
んぷく！なご産フェスティバル」を開催しました。
 これまでの畜産関連だけのまつり内容が、畜産、園芸、林業及びスマート農業に至
るまで対象範囲を拡大し、子供向け農業関連イベントや名護産農業関連商品の無償配
布など幅広いイベントを企画、実施し内容が充実しました。
 出店については、「名護産農産物を使った商品を１つ以上販売すること」を条件に
募集し、23店舗が出店。大幅に出店店舗が増加したことで名護産農産物等の消費拡大
の効果も得られました。
 これらの取組みについて、会場アンケートの結果、「満足」と「やや満足」を選ん
だ方が91％となり、多くの来場者の満足度の向上に繋がりました。
 以上のことから、市民が農業に親しむ機会の創出に貢献できたものの、第１回目の
開催であることや、周知不足、人数のカウント方法を変更したこと等の影響もあり、
目標来客数を達成できませんでした。

 これまで畜産共進会との関連で8月末頃に開催していた名護市畜産まつりを、畜産共
進会とまつりイベント部分を完全に分けることで、イベントの開催時期について制約
がなくなりました。今後は、市内の農林水産物の生産状況等も確認しながら、来場者
が集まりやすい時期などを検討し、十分な周知対策等を行いながら実施していきたい
です。なお、令和７年度から「まんぷく！なご産フェスティバル」の業務は、園芸畜
産課から農業政策課へ移管しています（畜産共進会は引き続き園芸畜産課で担当）。

まんぷく！なご産フェスティバルイベント内容
・地元保育園児によるオープニング
・スマート農業関連のパネルディスカッション
・農林水産クイズ大会、コマ回し大会、たまご重さあてゲーム、宝さがしゲーム
・しいたけ菌床無償配布、堆肥１ｋｇ無償配布、卵、アグーハンバーグ格安販売、
シークヮ－サーつかみ取り
・屋台、キッチンカー等によるなご産使用飲食物等の出店
・ヒージャーオーラセ－ 等

 「畜産共進会」と「まつりイベント」を同時に開催する「名護市畜産まつり」は、
コロナ禍の影響でR3年度及びR4年度中止となりました。R5年度は４年振りに開催した
ところ、多くの来場者が訪れたものの、「畜産共進会」における農家や家畜動物
（牛、山羊）への負担や、「まつりイベント」の魅力不足などこれまでの課題が改め
て浮き彫りとなりました。
 R６年度は、課題解決のため、「畜産共進会」と「まつりイベント」を試験的に分散
開催したところ、いずれのイベントも課題が一定程度解消されました。
 特にまつりイベントについては、これまでの畜産関連だけの内容から、農林水産業
全体の内容としたことで、内容が充実し、多くの来場者から高い評価が得られまし
た。
 今後は、今回開催した農林水産業全体のまつりイベントを継続し、主体的に連携し
てまつりイベントを実施する市内外の関係者を増やしながら、本イベントを盛り上げ
るとともに、本イベントを通して、本市の農林水産物の消費拡大や、市民等が農業に
親しむ機会の創出について促進していく必要があります。

①
自然と調和した森林資源の
保全
【農林水産課】

E A B B

市有林において森林
の持つ様々な機能を
発揮するための継続
的な森林整備（令和3
年～6年度・累計）

農林水産課 ha  
累
計

4.0 2.0 3.0 4.0 5.0 1.0 2.0 2.9 3.9 25.0% 100.0% 96.7% 97.5% E A B B

 本市では、本市所有林において、毎年、林齢50年以上となっている森林の更新を
行っています。令和６年度は1.0haの森林において収穫を行い、収穫地で造林を実施し
ました。
 森林病害虫が確認されたリュウキュウマツについては、沖縄型森林環境保全事業
（一括交付金）を活用し、補助金の範囲内で対応可能な防除を実施しました。
 今後も引き続き、計画どおりに事業を進め、地球温暖化対策等につなげていきま
す。

 今後も計画どおり整備を継続します。 令和４年度～令和６年度まで３年間全体の達成率は97.5％で、Ｂランクとなり、目標
は概ね達成できたと評価しています。本整備事業は、収穫伐採予定地1.0haの選定から
伐採施業完了まで単年度で完結させなければならないタイトなスケジュール管理が必
要とされています。さらに、林業の担い手不足も重なり、令和５年度は惜しくも0.1ha
の施業を残してしまうこともありましたが、今後の林業の振興を図るためにも、来期
も引きつづき同設定で目標設定を行い、継続していくことを検討しています。

②
新たな林産物の研究・開発
の促進
【農林水産課】

B D D C
林業事業者によるキ
ノコ生産用オガ粉の
生産量

農林水産課 ｔ/年
単
年

350.0 274.0 312.0 350.0 350.0 287.5 114.0 121.0 261.9 82.1% 41.6% 38.8% 74.8% B D D C

 本市所有林において、森林事業者と連携し、持続可能な森林資源循環型林業を行う
ため、効率的な収穫伐採を目指し、収穫に要する経費と、木材販売で採算がとれるよ
う実証を行っています。現在、林産物は建築用材とキノコ菌床に使用するオガ粉への
利用が主となっていますが、今年度の収穫伐採計画地を選定するにあたり、当初、搬
出材積600t以上を見込んでいたが、573tにとどまりました。そのうちオガ粉生産量は
261.9tで、目標値である350tに達しませんでした。
 本市森林から算出されるオガ粉は、北部地域のキノコ生産には必要不可欠なものと
なっており、今後も供給ができるよう取り組む必要があります。
 1haの収穫伐採計画地を選定する際に、最低でも搬出材積600ｔ以上確保できるよう
に努めます。

 材齢50年以上の天然林が植生する山林の中から、600ｔ以上の材を収穫することを
目標に、1haの広大な面積を目視調査にて収穫伐採予定地を選定してい るます。山林奥
地まで細かい調査を目視調査で行うには限界があり、推測に頼っていることもあり、
施業後、収穫目標値との誤差が生じることがあります。ドローンを活用するなど、調
査方法を工夫することも必要です。

令和４年度～令和６年度まで３年間全体の達成率は74.8％で、Cランクとなり、目標達
成に至りませんでした。北部の住民に多く見られる肥満に伴う脂肪肝、糖尿病の予防
や治療の観点からもキノコ類を多く摂取することはとても良いことが知られていて、
この点から本事業は長い目で見て意義のある取り組みであると外部評価をいただいて
いることから、林業の振興を図るため、来期も引きつづき同設定で継続していくこと
を検討しています。

③
水産基盤の整備・保全
【農林水産課】

A A A A

名護市 管理5漁港の
うち長寿命化及び拡
充基本構想策定実施
数 （再整備・累計）

農林水産課 漁港
累
計

3.0 2.5 2.8 3.0 3.0 3.0 3.0 3 3 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 市管理５漁港のうち、補助事業で対応可能な市管理漁港の老朽化調査に基づく再整
備及び機能拡充を考慮した３漁港の整備計画を策定しました（仲尾次漁港、汀間漁
港、辺野古漁港）。仲尾次漁港と汀間漁港は、実施した老朽化調査に基づく再整備計
画に基づき、令和3年度までに老朽化対策工事を完了しました。
 汀間漁港は、機能拡充整備計画に基づき、令和4年度から令和14年度にかけて整備
を行う計画で、令和4年度に着手しました。

 汀間漁港については、継続して年度計画に基づき事業を推進します。辺野古漁港に
ついては、財源確保並びに執行体制が確立できた段階で、整備事業に着手していく予
定とします。

令和４年度～令和６年度まで３年間全体の達成率は100％で、Ａランクとなり、目標
は達成できたと評価しています。水産基盤の整備・保全の取り組みとして、令和３年
度から、漁港施設の長寿命化や再整備、機能拡充を掲げ、令和６年度までに、汀間漁
港、仲尾次漁港、辺野古漁港の３漁港の長寿命化と機能拡充基本構想策定を完了させ
ました。来期からは、汀間漁港の機能拡充実施設計について重点的に取り組む予定で
ありますが、実施設計の目標設定を数値化することができないため、来期から構想の
対象から外すことを検討しています。

④
漁家の経営の安定化及び担い
手の育成
【農林水産課】 

B A B A
名護漁港水産物直販
所の来客数

農林水産課 人/年
単
年

100,000 93,947 96,973 100,000 100,000 85,371 94,419 89,792 116,009 85.4% 100.0% 92.6% 100.0% B A B A

 漁業者の所得向上を目的に、漁業集落に対し補助を行い、R6年度はイカ産卵床30基
設置、浮魚礁製作設置１基、サメ駆除３回実施、魚食普及イベント（マグロの解体
ショー１回、市内小学校で水産教室２回（魚のさばき方・料理））、体験漁業３回、
高付加価値化によるイルカの加工品開発を実施しました。
 また、漁協が購入するフォークリフト購入に対する助成や、漁業者が漁船建造等を
行う際に支援を行いました。
 名護漁港水産物直販所においては、市内漁業者が水揚げした水産物について、魚価
が低迷しないよう一定の価格以上で仕入れ、漁業者の所得向上に寄与することができ
ました。

 水産業振興を目的に、市内漁業集落（漁業者）への補助や、市内漁協等への漁業関
係者に対し、引き続き支援を行っていきます。
 名護漁港水産物直販所においては、本市の水産振興の拠点として、衛生面の対策を
図りつつ、顧客増加に向け、SNS等で情報を発信していきます。

令和４年度～令和６年度まで３年間全体の達成率は100％で、Ａランクとなり、目標
は達成できたと評価しています。令和３年度から漁家の経営の安定化及び担い手の育
成の取り組みとして様々な支援を行い、水産振興に寄与してきました。なかでも、名
護漁港水産物直販所の来客数については、コロナや物価高騰の影響を受けながら、大
きく変動がありましたが、水産業の振興を図るため、来期も引きつづき同設定で継続
していくことを検討しています。沖縄県により名護漁港の基盤整備事業が令和１１年
度にかけて実施されようとしているため、整備工事に影響を受けてしまうハードルは
ありますが、目標を達成できるよう取り組んでいきたいです。

⑤
漁港の利活用
【農林水産課】【振興対策
室】【企画政策課】

B A B A
名護漁港水産物直販
所の来客数（再掲）

農林水産課
まちなか再
開発・公共
交通課

人/年
単
年

100,000 93,947 96,973 100,000 100,000 85,371 94,419 89,792 116,009 85.4% 100.0% 92.6% 100.0% B A B A

 漁業者の所得向上を目的に、漁業集落に対し補助を行い、R6年度はイカ産卵床30基
設置、浮魚礁製作設置１基、サメ駆除３回実施、魚食普及イベント（マグロの解体
ショー１回、市内小学校で水産教室２回（魚のさばき方・料理））、体験漁業３回、
高付加価値化によるイルカの加工品開発を実施しました。
 また、漁協が購入するフォークリフト購入に対する助成や、漁業者が漁船建造等を
行う際に支援を行いました。
 名護漁港水産物直販所においては、市内漁業者が水揚げした水産物について、魚価
が低迷しないよう一定の価格以上で仕入れ、漁業者の所得向上に寄与することができ
ました。

 水産業振興を目的に、市内漁業集落（漁業者）への補助や、市内漁協等への漁業関
係者に対し、引き続き支援を行っていきます。
 名護漁港水産物直販所においては、本市の水産振興の拠点として、衛生面の対策を
図りつつ、顧客増加に向け、SNS等で情報を発信していきます。

 漁港の利活用については、まちなか再開発・公共交通課とコラボで目標設定として
いましたが、漁家の経営の安定化及び担い手の育成と目標設定が重複していることか
ら、来期から構想の対象から外すことを検討しています。

①
中小企業・小規模企業等への
支援・育成の充実
【商工・企業誘致課】

A A A A

名護市中小企業・小
規模企業振興補助金  
  採択事業の継続件数
  （年平均）

商工・企業
誘致課

件
総
計

15.0 7.5 11.3 15.0 20.0 28.0 22.0 24 26 186.7% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 市内の中小企業・小規模企業者に対し、商品開発支援、新規創業雇用支援、店舗改
装、物産展等への出展に係る補助を実施しました。その中でも、物産展等への出展支
援を一部補助する販路拡大支援事業を活用する事業者が多く、商品の運搬費や交通費
等の費用負担が軽減され、商品の売上拡大に繋がった等の声がありました。

 令和３年度に改定した「第２次名護市中小企業・小規模企業振興ビジョン」の進捗
管理・事業効果の評価・検証を行い、事業メニューの見直しを検討しながら、中小企
業・小規模企業に対して継続した支援を実施していきます。

 計画期間を通してKPI目標値を達成しております。事業者から事業継続の要望がある
ことから、事業効果の評価・検証を行いながら、市内の中小企業・小規模企業者に対
する支援を実施していきます。

名護 市営市場を活用
したイベントの開催
数

商工・企業
誘致課

回/年
単
年

6.0 5.5 5.8 6.0 11.0 3.0 9.0 11 18 50.0% 100.0% 100.0% 100.0% D A A A

 市営市場の広場において、物産販売に関するイベントやスポーツ、ダンス等、様々
なイベントが開催され、目標達成となりました。また、市場に入居している店舗だけ
ではなく、周辺の飲食店舗も一体となったイベントも開催され、中心市街地の活性化
と集客に繋がりました。

 市営市場の店舗及び周辺の飲食店等の店舗の利用を促進するためにも、引き続き商
工会や観光協会等の関係機関と連携し、中心市街地活性化に繋げるための取組みを推
進していきます。

 令和３年度はKPI目標値が未達でしたが、令和４年度以降は目標値を達成しており、
引き続き商工会や観光協会等の関係機関と連携し、集客に繋げるための取組みを推進
していきます。

名護市営市場及び産
業支援センターの入
居率

商工・企業
誘致課

％/年
単
年

95.0 93.8 94.4 95.0 96.4 78.6 89.2 96.4 96.5 82.7% 95.1% 100.0% 100.0% B B A A

 令和５年度より産業支援センターの入居企業が２件増えたことで、昨年度より実績
値が増となりました。産業支援センターは現在満室となっております。

 引き続き、商工会等の関係機関と連携し、創業・起業者への相談窓口や創業支援計
画実施に係る支援等を実施していきます。

 入居企業数が増えている理由として、名護市産業支援センターにおいて、会議室と
して使用していた場所を２部屋オフィスにしたことに加え、北部テーマパーク「ジャン
グリア」の事業実施主体である企業が３部屋のオフィスを使用しており、入居率が増
になっております。
 引き続き、商工会等の関係機関と連携しながら、名護市営市場及び産業支援セン
ターの入居率増に向けて取り組んでいきます。

名護市営市場及び産
業支援センター入居
企業雇用者数（累
計）

商工・企業
誘致課

人
単
年

343.0 335.5 339.3 343.0 343.0 279.0 254.0 324.0 507.0 81.3% 75.7% 95.5% 100.0% B C B A

 産業支援センターにおいて、北部テーマパーク「ジャングリア」の事業実施主体で
ある企業が昨年度より180名程雇用者数が増となり、目標達成に繋がっております。

 市営市場については、雇用者数が横ばいとなっておりますが、空き店舗もあること
から、引き続き入居募集を行いながら雇用者の増につなげていきたいと考えておりま
す。
 名護市産業支援センターにおいて、令和５年度より満室の状態が続いており、入居
に関する問い合わせもあることから、引き続き、商工会等と連携し、雇用者増に向け
て取り組んでいきます。

 R６年度は北部テーマパーク「ジャングリア」の開業に伴う雇用者の増により、目
標値に対し実績値が増となりましたが、開業に向けてパーク内オフィスへ随時移動す
る予定となっており、今後雇用者数が減になる見込です。今後の雇用状況を注視しな
がら、入居に関することや雇用関連の相談に対する支援を継続していきます。

事業で開発したふる
さと納税登録商品の
売上高

商工・企業
誘致課

万円/
年

単
年

20.0 10.5 15.3 20.0 20.0 33.5 23.0 15.7 127.90 167.5% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 令和６年度も市内事業者に対し、市産品を活用した既存商品のブラッシュアップ及
び販路拡大支援を実施し、事業で開発したふるさと納税登録商品の売上実績におい
て、昨年度２商品から令和６年度は６商品となり、目標達成となりました。
 また、令和４年度より商工会や観光協会等と連携し、ふるさと納税のシェア拡大に
向けた取組みを実施し、寄付額は昨年度より約1.5倍増となり、地域事業者の販路拡大
にも繋がりました。

 引き続き、商工会や観光協会等と連携し、新たな返礼品の開発支援や、県内外でプ
ロモーション活動を行う等、ふるさと納税の寄付額増に向けた取組みを実施し、市内
事業者の販路拡大に向けた取組みを推進していきます。

 市内事業者に対し、商品開発・販路拡大を支援を継続していることに加え、ふるさ
と納税の寄付額増に向けた取組みも強化していることから、売上高の増に繋がってい
るものと考えております。引き続き、市内事業者の販路拡大に向けた取組みを推進し
ていきます。

認証制度登録商品
（累計） 

商工・企業
誘致課

品 
累
計

84.0 80.0 82.0 84.0 84.0 76.0 95.0 100 106 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% E A A A

 令和６年度も名護市特産品認証制度「くくるナゴstory」の募集が行われ、工芸品や
市産品を活用した加工品等、６件の商品が認証されたことから、目標達成となりまし
た。

 引き続き、商工会等と連携しながら名護市の特産品を県内外にPRするなど、販路拡
大の支援を実施していきます。

 令和６年度の認証商品の中で、令和5年度に本市の商品開発・販路拡大を支援するた
めの事業で開発された商品が認証されております。

 令和３年度はKPI目標値が未達でしたが、令和４年度以降は目標値を達成しており、
引き続き商工会等と連携し、名護市の特産品を県内外にPRするなど、販路拡大の支援
を実施していきます。

販路拡大プロモー
ション回数

商工・企業
誘致課

回/年
単
年

5.0 5.0 5.0 5.0 7.0 2.0 7.0 11 12 40.0% 100.0% 100.0% 100.0% D A A A

 名護市の友好都市に加え、その他の県内外イベントにおいて、物産展、観光、ふる
さと納税のPRをあわせたプロモーション活動を行い、イベントに出展した事業者の販
路拡大に繋がる支援を実施しました。

 観光課や商工会、観光協会等の関係機関と連携し、シティプロモーションやふるさ
と納税のPRとあわせながら、特産品の物産販売を展開し、市内事業者の販路拡大に繋
がる支援を実施していきます。

 令和３年度はKPI目標値が未達でしたが、令和４年度以降は目標値を達成しており、
引き続き商工会や観光協会等の関係機関と連携し、観光協会等の関係機関と連携し、
市内事業者の販路拡大に繋げるための取組みを推進していきます。

⑤ ションの推進
【観光課】

E B A A
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②
中心市街地への商業の集積・
活性化と機能の拡充
【商工・企業誘致課】

C B B A

③
地域資源を活用した地産品開
発と販路拡大
【商工・企業誘致課】

B A A A

（
４
）
商
工
業
の
振
興

4
-
4
　
商
工
業
の
振
興
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令和７年度（Ｒ６実績値）総合戦戦略・評価検証シート

取組・指標（PLAN）

R3
年度

R4
年度

R5
年度

R6
年度

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績（DO）ランク
総括 目標値 実績値 KPI・達成率 ＫＰＩ・ランク

基本
目標

基本
方針

総合計画
との対応

具体
的取
組

No.

具体的取組 KPI 担当課 関係課 単位 評価
R6年度

KPI・個別事業の関係性・妥当性
R6年度

今後の対応
R6年度

その他・特記事項
第２期総合戦略

全体評価

金融・IT人材育成講
座の参加者数

商工・企業
誘致課

人/年
単
年

668 531 600 668 737 897 985 730 843 134.3% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 名桜大学や名護商工高等学校などの生徒を対象とした金融・IT人材育成講座を開催
し、前年度に引き続き、KPIを達成しました。なお、令和６年度は、令和５年度に実施
できなかった商工高校に対する講座を再開したほか、新たに北部農林高等学校を対象
とした講座（企業見学）を実施しました。

 令和６年度に未実施となった沖縄工業高等専門学校や、新たに名護高等学校などで
の実施を検討するとともに、特区内企業への就職促進が図れるような取組を検討して
まいります。

 計画期間を通してKPI目標値を達成しており、事業の効果が表れています。しかしな
がら、講座受講後の効果が見えないため、今後の課題となっています。

ハローワークとの連
携により、特区へ就
職した人数

商工・企業
誘致課

人/年
単
年

51.0 51.0 51.0 51.0 55.0 40.0 52.0 55.0 32 78.4% 100.0% 100.0% 62.7% C A A C

 令和6年度の実績値は目標を達成できませんでしたが、求人自体が減少したためで
す。ハローワークとの連携により就職した割合は、R5：49.5%（求人件数111件に対し
就職者数55名）から、R6：47%（求人件数68件に対し就職者数32名）と大きな変化は
ないため、特区企業における人材が充足してきた可能性があります。

 特区企業の人材が充足している可能性がありますが、引き続き、ハローワークとの
連携による就職支援を行い、特区企業への就職を促します。また、雇用の創出の観点
からは、新たな企業の誘致に取り組みます。

令和３年度はKPI目標値が未達でしたが、令和４年度以降は目標値を達成しており、特
区施設の雇用者数の増加に寄与しています。引き続き、ハローワークと連携してまい
ります。

②
金融・情報通信関連企業の
立地促進
【商工・企業誘致課】

D C D D
金融・情報通信産業
推進事業における立
地企業雇用者数

商工・企業
誘致課

人/年
単
年

2,500.0 1,851.0 2,175.5 2,500.0 2500.0 1,233.0 1,221.0 1218.0 1209.0 49.3% 66.0% 56.0% 48.4% D C D D

 令和６年度は、昨年度に引き続き、県内外の誘致対象企業へ本市に対する興味関心
の喚起を図ることなどを目的としたTSUNAGU CITY 2025 in NAGOを開催しました。
また、県内外にて本市の周知を行った他、県外から本市への進出に興味のある企業を
招聘し、特区施設の案内や意見交換等を実施しました。
 直近のKPIは実績値が微減傾向となっていますが、問い合わせ等は減少していないた
め、遅れて効果が発現するものと思われます。

 雇用人数が微減傾向にある理由の一つとして、テレワークなどの働き方の変化が考
えられ、これまでのような大規模なオフィスルームのニーズが減少しています。その
ため、オフィスルームのスモール化を図るとともに、ワーケーション施設を活用した
短期滞在をきっかけとした企業進出を促す取組も並行して進めてまいります。

 KPIは令和13年度までの達成目標であることに注意が必要です。（経済金融・情報
通信業企業誘致推進計画）

 計画期間中に企業誘致に関するビッグイベントTSUNAGU CITY in NAGOを開催する
ことができました。本イベントの効果は、徐々に表れてきてはいるものの、大きな効
果は後年度に現れるものと考えています。
 また、長年継続している県内外での広報活動は、確実に効果を上げているため、令
和13年度のKPI達成に向けて引き続き取り組んでまいります。

③
新たな起業への支援
【商工・企業誘致課】

D A A A
市内創業者数（累
計）

商工・企業
誘致課

件
累
計

345.0 275.0 310.0 345.0 433.0 254.0 309.0 385 435 35.0% 100.0% 100.0% 100.0% D A A A

 商工会やインキュベーションマネージャーと連携し、産業支援センターや市営市場
への入居に係る相談や、融資・認定に係る計画作成等の支援を実施し、202件の相談が
あり50件が創業に繋がりました。

 引き続き、商工会やインキュベーションマネージャーと連携し、創業に関する相談
や事業計画の作成支援等を実施していきます。

 令和３年度はKPI目標値が未達でしたが、令和４年度以降は目標値を達成しており、
引き続き商工会やインキュベーションマネージャーと連携し、創業に関する相談や事
業計画の作成支援等を実施していきます。

①
自然環境と調和した土地利用
の適正な規制・誘導
【都市計画課】

－ － － － KPIの設定なし 都市計画課 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

 令和4年度に改定した都市計画マスタープランにより都市計画の方針を明らかにし、
各種法令等に基づき適正な土地利用の規制・誘導に努めました。

 引続き自然環境と調和した適正な土地利用の規制・誘導を図ります。  都市将来像の実現に向けては相当の期間を要するものであり、都市計画マスタープ
ランに基づき定めた土地利用の規制・誘導に係る都市計画について、継続的して適正
に運用を行ってまいりました。

特定外来生物ツルヒ
ヨドリの生育面積

環境対策課 ㎡
総
計

48,996.0 65,328.5 57,162.3 48,996.0 48,996.0 89,985.0 91,055.0 90,756.0 91,482.0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% E E E E

 市のホームページ、市民のひろば、各支部区長会において管理者による防除及び除
草剤の無償提供について周知したことにより、防除作業を実施する区及び市民が増え
ましたが、それ以上に生育範囲も拡大していることから目標未達成となりました。

 名護市管理地以外の土地において繁茂が多く見られるため、引き続き管理者への防
除依頼を行います。

 R４～６年度において、全て目標値を大幅に上回っていることから目標未達成とな
ります。本事業は、全体的な生育状況が把握できていないことから、実際の生育面積
との大きな差異があるものと推察されます。また、土地管理者による防除を原則とす
ることから、総合戦略の指標にはそぐわない事業であると考えます。
※本件の指標は目標値より実績値が低ければ目標達成。

海岸漂着物等の処理
量

環境対策課
トン/

年
単
年

18.0 19.0 18.5 18.0 9.0 204.0 4.7 0.81 22.18 -9537.3% 100.0% 100.0% 0.0% E A A E

 真喜屋海岸及び屋我海岸において海岸の清掃、漂着物等の回収及び処理にかかる業
務を実施しました。漂着物等の量が予測より多かった理由は、記録的な大雨により名
護市、国頭村及び大宜味村から流木が流れ着いて堆積したことによるものと考えられ
ます。

 R6年度は記録的な大雨の影響で、予測より回収及び処理量が増加したものの、近年
は減少傾向にあることから、令和８年度以降は本来の管理者である沖縄県に対応して
いただく方向で検討していきたいと考えております。

 R6年度は記録的な大雨の影響で目標値を上回ったものの、R４～５年度は目標値を
大幅に下回っており、全体的には概ね目標を達成しています。近年は対象物の処理量
が減少傾向にあることから、R８年度以降は本来の管理者である沖縄県に対応していた
だく方向で検討していきたいと考えております。
※本件の指標は目標値より実績値が低ければ目標達成。

河川整備計画延長に
対する河川整備済み
延長の割合（令和3年
度～令和6年度実施）

建設土木課 ％
単
年

70.08 9.31 18.63 70.08 17.65 0.00 4.66 4.66 4.66 0.0% 50.1% 25.0% 6.6% E D E E

 喜知留川整備について、過年度において事前調査の際に想定よりも地盤が軟弱なこ
とが判明したことから、護岸工事の設計変更が必要となり、事業進捗に遅れが生じて
おり目標値が達成できませんでした。
＊令和6年度実績 累計整備延長 28.5ｍ/612ｍ=4.7％

 河川整備の早期発注を行い事業進捗を図ります。また、現時点の進捗を勘案し、個
別事業の目標値の見直しを行います。

 護岸工事の設計変更に伴い、事業進捗が遅れたことから実績値が上がらず、KPIがE
評価となりました。市民評価としては維持分野であることから、引き続き取り組みを
維持していきたいです。

名護市道路整備プロ
グラム内で計画され
た都市計画道路整備
済み延長の割合

都市計画課 ％
総
計

42.73 38.55 40.64 42.73 50.20 39.31 42.10 44.5 46.1 59.1% 100.0% 100.0% 100.0% D A A A

北部振興事業費の中で計画的かつ効率的に整備を行っています。 引き続き事業計画どおり整備を推進していきます。  北部振興事業費や沖縄県街路事業で、R４年からR６年度まで、街路４路線を約２８
ｍ整備しました。
 事業中である４路線（６９号線、宮里大南線、山手線、山田原線、北農線）のう
ち、北農線は令和５年度に完了しました。

名護市道路整備プロ
グラム内で計画され
た道路整備済み延長
の割合

建設土木課 ％
総
計

45.56 36.10 40.14 45.56 42.10 34.82 36.90 38.02 40.75 25.8% 100.0% 76.6% 66.8% E A C C

 個別事業について、要望額に対する予算配分額の減などにより計画通りの整備進捗
が図れず、目標値が達成できませんでした。
＊令和6年度実績 累計整備延長 5,862ｍ/14,386ｍ=40.8％

 道路整備の早期発注を行い事業進捗を図ります。また、現時点の進捗を勘案し、個
別事業の目標値の見直しを行います。

 予算確保等の影響もあり、年度毎に達成率が下がり、KPIがC評価となりました。市
民評価としては維持分野であることから、個別事業の進捗を図るよう引き続き取り組
みを維持していきたいです。

国道５８号名護喜瀬
幸喜地区の電線共同
工事に伴う宅地引き
込み件数 （令和3年
度～令和6年度実施）

都市計画課 件
総
計

26.0 0.0 0.0 26.0 26.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0% 0.0% 0.0% E E E E

 令和6年度において電線共同溝工事が完了したことから、電線管理者による工事実績
は0件でした。

 令和7年度において、電線管理者にて工事施工予定です。  電線管理者と市で費用を分担することとしていましたが、令和5年度中において、電
線管理者にて全額費用負担することで調整しました。

 引続き、電柱又は電線の撤去を推進する必要はあるものの、令和5年度の費用負担に
関する調整を受け、KPIの見直しが必要と思慮します。

道路整備計画延長に
対する整備済み延長
の割合（令和3年度～
令和6年度実施）

建設土木課
％

単
年

50.48 25.24 37.86 50.48 50.48 3.00 6.60 20.28 38.10 5.9% 26.1% 53.6% 75.5% E E D C

 東江原線災害防除事業は、計画通り事業完了しています。名護100号線については、
要望額に対する予算配分額の減などにより計画通りの整備進捗が図れず、目標値が達
成できませんでした。
＊令和6年度実績 累計整備延長 434ｍ/1,139ｍ=38.1％

 名護100号線については、早期発注を行うとともに、他事業との施工調整を円滑に
行い事業進捗を図ります。なお、令和7年度完了時には、目標達成できる見込みです。

 予算確保等の影響もあり、事業進捗に遅れは生じたものの、年度毎に達成率は上が
り、KPIがC評価となりました。市民評価としては維持分野であることから、個別事業
の進捗を図るよう引き続き取り組みを維持していきたいです。

市内公共バス路線の
再編 （令和3年度～
令和6年度実施）

まちなか再
開発・公共
交通課

路線
総
計

2.0 1.0 1.5 2.0 2.0 0.0 0.0 0.0 2.0 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% E E E A

 市内バス路線である屋我地線と名護東部線を、運行事業者や地域と協議・意見交換
を行い、年度内で再編することができました。

 再編した運行ルート・ダイヤがより利便性の高いものとなっているか、利用状況や
地域と協議・意見交換を行いながら、場合によっては改正を行い、利便性の向上に繋
げるものとします。

 目標値を達成することができましたが、今後も状況に応じて利便性の高い公共交通
の導入を検討していきます。また、市内路線だけでなく、市を跨ぐ路線との繋がりも
考慮し、市民だけでなく来訪者も利用できる公共交通の導入を展開していきます。

市内公共バス路線の
再編準備件数 （令和
3年度～令和6年度実
施）

まちなか再
開発・公共
交通課

路線
総
計

7.0 3.5 5.3 7.0 9.0 0.0 4.0 5.0 5.0 0.0% 100.0% 95.2% 71.4% E A B C

 目標を達成することはできませんでしたが、これまで再編準備を経て、再編できた
路線もあります。民間が独自で運行している路線は、社会情勢の変化や環境の変化に
対応することを念頭に置きつつ、事業者が抱える運転手不足や2024年問題も考慮しな
がら再編の準備を行う必要があります。

 市のコミュニティバスである循環線、二見以北線、羽地・屋我地線を導入し、運行
を開始していますが、本部半島線、辺士名線、備瀬線、瀬底線やコミュニティバスで
の観光路線はバス事業者との協議や運転手不足による今後の動向を注視しながら検討
を行う必要があります。

 目標値を達成することはできませんでしたが、一部路線は準備から本格運行若しく
は本格運行前の実証実験を実施している状況です。引き続き、路線の再編に向けて
は、運行事業者や沖総局・沖縄県など関係機関とも協議・連携を図りながら、準備を
進めていきます。

①
都市基盤の整備
【都市計画課】【企画政策
課】 

－ － － － KPIの設定なし 都市計画課 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

 都市計画決定された長期未整備の公共施設の問合せ対応等にあたりました。  引続き都市計画決定された長期未整備の公共施設の必要性を検討します。  都市計画決定された公共施設（道路、公園等）は相互に組み合わさって総体として
機能を発揮するものであることから、他の公共施設の整備状況や市街化等の状況を考
慮しつ検討を行っております。

②
景観行政の推進
【都市計画課】【建築住宅
課】 

－ － － － KPIの設定なし 都市計画課 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

 関係課と連携し景観まちづくりに取り組みました。  引続き景観行政に取組むとともに、景観まちづくりに関する情報提供に努めます。  景観まちづくりの推進に向けては相当の期間を要するものであり、景観計画及び景
観条例等に基づき、関係課と連携し継続して適切に運用を行ってまいりました。

③
公園の整備推進と維持管理の
充実
【都市計画課】

E A E E
都市計画区域人口当
たり都市公園面積

都市計画課 ㎡/人
総
計

20 20 20 20 20 19.55 19.68 19.61 19.57 -30.8% 100.0% 20.5% 0.0% E A E E

 都市公園事業の採択要件である、人口一人当たりの公園面積10㎡/人未満の要件を名
護市は超えている状況です。都市公園事業では新規公園整備ができない状況であり、
他事業において新規事業を実施する計画としてR３年度より取り組んでいます。

 都市公園事業で取り組めない新規公園事業を他事業を活用し整備を進めます。
R７年度末には、１公園の完了を予定しています。

 令和７年度のKPIが、令和６年度と比べて低くなっている理由については、下記のと
おりです。
 KPIIの算出式として、都市公園面積÷都市計画区域人口となっており、R７年度は、
１公園を整備済ですが、人口が増えたため、R6よりKPIが減少しました。

 新規公園については、令和６年度に１公園を整備し、令和７年度に１公園を整備す
る予定です。
 老朽化した遊戯施設等については、令和４年度から令和６年度の間に、８公園９施
設の遊具の更新整備を実施しました。
 今後KPIの見直しが必要と思慮します。

住宅整備戸数（累
計）

建築住宅課 戸数
累
計

891 885 888 891 891 879 891 891 891 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% E A A A

 当初KPI設定としては、R6年度までに整備完了するものが「891件」となっていたた
め、この数値を設定しています。

 令和4年度について改定した名護市営住宅長寿命化計画に基づき整備を実施していき
ます。
 今後の対応につきましては、いさがわ市営住宅建替事業はR1年度からR10年度の事
業期間で実施しており、2棟55戸の市営住宅整備を行っていく予定となっています。ま
た、やが市営住宅建替事業はR4～R7年度の事業期間で実施しており、2棟16戸の市営
住宅整備を行っていく予定となっています。

第２期総合戦略については、目標達成となっております。
今後も継続事業に取組み市営住宅の更新を図ります。

名護市空き家住宅改
修支援事業（累計）

建築住宅課 件数  
累
計

20.0 13.0 16.5 20.0 20.0 8.0 10.0 11.0 15.0 14.3% 57.1% 47.6% 64.3% E D D C

 令和6年度4件という結果となり、昨年より改修件数を上回る結果となりましたが目
標達成とはなりませんでした。

 令和５年12月より空家特別措置法の一部が改正され、今後は空家解消に向けた動き
や取組が活発になることが予想されることから、「名護市空家等対策計画」に基づき
空家等対策に係る取組を強化するほか、新たな周知活動等を検討して実施することに
より、目標達成を目指します。

 平成30年度に名護市空家等対策計画を定め取り組んできましたが、令和5年に行った
空家等実態把握調査結果において全ての地区で空家等が増加傾向でした。対策計画を
運用する中で空家等の解消件数が一定数あったことから空家等の抑制になったと考え
るますが新たな空家等も生じることから今後も継続的に空家等対策に取組んでいきま
す。

（下水道）経費回収
率  

経営課 ％
総
計

92.5 80.3 86.4 92.5 92.5 65.2 65.4 66.2 77.06 -12.0% 0.0% 0.0% 36.7% E E E D

 令和６年６月分から下水道使用料を改定したことにより、経費回収率が向上しまし
た。ただし、名護市の下水道使用料は国が示す3,000円/20㎥（1カ月）に至っていない
状況にあり、全国平均を大きく下回る水準となっています。下水道サービスを維持す
るためには、安定経営が欠かせないため、経費回収率の改善は必要となります。

 近年の物価高により維持管理費の増加等により厳しい経営状況が続いています。今
後は、令和６年度に改正された経営戦略に基づき、３～５年を目途に使用料改定を行
うことを目標とします。

 Ｒ６年度６月分から下水道使用料を改定しており、Ｒ６年度の経費回収率は改善さ
れました。しかし、新型コロナウイルス流行時の収益の落ち込みや近年の物価高等の影
響をうけ、当初の目標には至っていません。今後も３年から５年を目途に適正な使用
料水準を目指して段階的に増額改定を行うことが必要となっています。
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成
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②

自然環境の保全・回復に向
けた取組 の推進
【建設土木課】【環境対策
課】
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①

計画的かつ効率的・効果的な
道路整備及び適切な維持管理
の推進
【都市計画課】【建設土木
課】【維持課】

D A B B

②

安心・快適な道路環境の整
備
【都市計画課】【建設土木
課】

E E D C

③
公共交通の利便性の向上
【企画政策課】【屋我地支
所】

E B C C
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④
総合的・計画的な住宅政策の
推進
【建築住宅課】
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令和７年度（Ｒ６実績値）総合戦戦略・評価検証シート

取組・指標（PLAN）

R3
年度

R4
年度

R5
年度

R6
年度

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績（DO）ランク
総括 目標値 実績値 KPI・達成率 ＫＰＩ・ランク

基本
目標

基本
方針

総合計画
との対応

具体
的取
組

No.

具体的取組 KPI 担当課 関係課 単位 評価
R6年度

KPI・個別事業の関係性・妥当性
R6年度

今後の対応
R6年度

その他・特記事項
第２期総合戦略

全体評価

定期水質検査回数
（上水道）

経営課 回/年
単
年

12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 水質検査計画書に基づき、水質検査業務委託(上水道)を実施し、目標どおりの結果
となりました。

 水質検査計画書に基づいた水質検査業務委託(上水道)を継続します。  水質検査計画書に基づき、水質検査業務委託(上水道)を実施し、目標どおりの結果
となりました。水道施設の適切な運転維持管理の結果、安全・安心な水の安定供給が
できたと考えます。

定期水質検査回数
（下水道）

経営課 回/年
単
年

4.0 4.0 4.0 4.0 4.0 4.0 4.0 4.0 4.0 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 公共用水域の快適な生活環境の確保を図るため、下水道整備区域から排出される汚
水を下水処理場にて関係法令に定める水質項目・水質環境基準内に処理し放流できま
した。

 関係法令に定める水質項目・水質環境基準内に処理し放流することを確認するため
水質検査業務委託（下水道）を継続します。

 流入汚水を関係法令に定める水質項目・水質環境基準内に処理し放流したことで公
共用水域の水質保全できたと考えております。

（水道）基幹管路耐
震適合率

工務課 ％
総
計

18.96 17.88 18.42 18.96 18.96 16.8 17.54 18.18 18.53 0.0% 68.5% 85.2% 80.1% E C B B

 基幹管路の耐震化適合率は、緩やかではあるが、上昇傾向にあります。  今後は新規で敷設する管きょよりも老朽化した管きょを耐震適合管きょへと更新す
る頻度が多くなると想定しているため、今後もKPIの指標としたいと考えています。

 緩やかではありますが、耐震適合率は上がっています。今後は老朽化した既設管の
耐震適合管きょへの入替が増加してくると想定しているので、今後は、年間計画に対
する実績をKPIの指標として、事業を推進して行きたいです。

（水道）有収率 工務課 ％
総
計

93.23 92.49 92.86 93.23 93.23 91.3 90.88 92.94 92.54 -30.4% 0.0% 100.0% 53.4% E E A D

 R6年度はR5年度に引き続き、漏水防止のため、日常点検や漏水を発券した際には速
やかな対応等を実施しており、有収率が上昇していると考えています。

 水道事業の経営の面から見ると、重要な指標であることから、今後も継続して有収
率を指標としていきたいです。

 有収率は増減がありますが、水道事業にとって、重要な指標であり、今後も継続し
て経年変化を確認する必要があると考えます。また、既設管の老朽化が市民生活に影
響しないよう引き続き、有収率は指標として行きたいです。

（下水道）普及率 工務課 ％
総
計

71.34 70.62 70.98 71.34 71.34 70.1 70.10 70.10 70.70 13.9% 27.8% 18.5% 55.6% E E E D

 KPI値が伸び率で設定されており、し尿受入施設や農業集落排水施設の施工時期と重
なったため、施設整備に注力しており、結果として低い伸び率となりました。

 次回からは上位計画である沖縄県の汚水処理構想に記載のある目標数値から年度毎
の目標値を設定し、その数値に対して達成率を評価としたいと考えています。

 KPIの設定が伸び率で計算されており、結果として低い伸び率となりました。
 次回からは上位計画である沖縄県汚水処理構想に記載の目標値から年度毎の目標値
を設定し、その数値に対する達成率を評価としたいと考えます。

（下水道）整備率 工務課 ％
総
計

64.09 62.50 63.29 64.09 64.09 60.9 60.90 60.90 62.20 0.0% 0.0% 0.0% 40.8% E E E D

 昨年度に【内部会議】で「施設整備（改修）率を目標として設定する方法もある」
とのご指摘の通り、本来であれば管路整備率と施設整備率を併せて検討するべきで
あったと考えます。
 次期KPIの設定の際は、今回の経験を活かし、管路に絞らずに下水道施設全体を考慮
して、KPIの設定に取り組んでいきたいです。

 次回のKPIの設定につきましては、下水道管きょの「整備率」若しくは下水道の主要
な幹線の「改修率」を実施することも検討しております。

※今後5－10年の改修が必要な管路をストックマネジメント計画より抽出し、それを分
母（若しくは毎年の改修計画を分母）とし、改修実績に対して、達成率を評価指標とし
たい。
※ストックマネジメント計画（改修率）とする場合も、管路と施設を合わせて、年度
毎の実績の達成率を評価としたい。

 R3年度～R8年度はし尿受入施設や農業集落排水施設の整備及び老朽化した既設管の
改修に注力しているため、管路の整備率の達成率が低い結果となりました。
 ご指摘いただいたとおり、本来であれば、管路整備率と施設整備率を合算し、整備
率を算出するべきであったと考えます。（R7年度：し尿受入施設の工事が完了予
定。）次回のKPIの設定につきましては、普及率と同様に、年度計画（目標）に対する
実績の達成率を評価としたいです。

③
国際協力の推進
【工務課】【経営課】

－ － － － KPIの設定なし 工務課 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

 研修生の受け入れを年に２回（大洋州諸国からの研修生とサモア水道公社からの研
修生）実施しており、国際協力と研修を担当する職員のステップアップに寄与するも
のと考えています。
 また、R６年度は短期専門家派遣の最終年度であり、短期専門家として期待された派
遣内容を遂行できたものと考えます。

今後は、研修生などの受入れを継続して行い、研修生のスキルアップと研修を担当す
る職員のスキルアップを目的に、国際協力に取り組んでいきたいと考えています。

「沖縄連携によるサモア水道公社維持管理能力強化プロジェクト・フェーズ２
（CEPSO2）」への短期専門家派遣（職員等のサモア水道公社への派遣）等や、サモ
ア水道公社からの研修生の受け入れや大洋州諸国からの研修生の受け入れを行ってき
ました。ＪＩＣＡやサモア水道公社等からは、概ね良好な評価を得ており、今年度以
降も引き続き、研修生の受け入れを行い、国際協力に寄与したいと考えています。

①
交通安全対策の推進
【総務部総務課】

C A A B

沖縄県警 交通白書
より
人身事故件数（現状
値H28-R1までの平
均）

総務部総務
課

件/年
単
年

132.33 169.29 150.81 132.33 118.14 148.00 109.00 102 143 78.8% 100.0% 100.0% 85.6% C A A B

 事故件数について、昨年度と比較して増加しましたが、個別事業に対するKPIの設定
が妥当であるか疑問です。

 KPIの設定が適切か検討及び見直しが必要です。  交通安全対策の取り組みとして、全国交通安全運動の街頭活動を、年４回実施して
おり、次期総合戦略における個別事業のKPI設定とするよう検討しています。

 令和３年から令和５年度の事故件数については年々減少しましたが、令和６年度は
再び増加しています。
 年４回の全国交通安全運動の街頭活動等を実施し交通安全対策に取り組んでいます
が、交通事故件数との因果関係を把握することが難しいと感じています。交通事故防
止に向けての啓蒙活動は大切で、これまでの取り組みを引き続き行う必要はあります
が、個別事業に対するKPIの設定については検討する必要があると考えています。

②
防犯対策の強化
【総務部総務課】【地域力推
進課】

B E E E

沖縄県警 犯罪統計
書より
刑法犯認知件数（現
状値H28-R1までの平
均）  

総務部総務
課

地域力推進
課

件/年
単
年

274.33 301.04 287.69 274.33 262.21 282.00 408.00 491.00 378.80 85.6% 0.0% 0.0% 0.0% B E E E

 犯罪認知件数について、目標値は下回りましたが、個別事業に対するKPIの設定が妥
当であるか疑問です。

 KPIの設定が適切か検討及び見直しが必要です。  防犯対策の取り組みとして、名護地区安全なまちづくり協議会への出席、ちゅらさ
ん運動の推進、各種団体の活動支援行っており、時期総合戦略における個別事業のKPI
設定とするよう検討しています。

 名護地区安全なまちづくり協議会など各種団体の活動支援や、ちゅらさん運動の推
進、各種防犯に関する取組みを行っていますが、刑法犯認知件数は増加傾向にありま
す。
 各種防犯に関する取組や啓蒙活動について、引き続き行う必要がある一方、刑法犯
認知件数との因果関係について把握することが難しく、個別事業に対するKPIの設定に
ついて検討する必要があると考えています。

ハブの捕獲数（年平
均）

環境対策課 匹
単
年

1,200.0 1,243.0 1,221.5 1,200.0 1,200.0 1,765.0 1,151.0 1,089 1,027 147.1% 92.6% 89.2% 85.6% A B B B

 これまでの捕獲圧の効果が現れている影響なのか、R6年度の実績値は目標値を少し
下回っていることから、生活圏内におけるハブの数も徐々に減ってきている可能性が
あります。しかし、依然として未だ多くのハブが名護市内に生息しています。

 年度によって捕獲数に増減が出るものなので、特に実施方法等の変更はありませ
ん。

 R４～６年度において、全て目標値を少し下回っていますが、毎年徐々に減少してい
ることから、捕獲によって生活圏内に生息するハブの数が減少してきているというこ
とが考えられます。しかしながら、生活圏外のハブは増加していることも予想されるた
め、今後もハブ罠設置の需要はあり続けるものと考えております。

ハチの巣の駆除件数
（年平均）

環境対策課 件
単
年

100.0 108.0 104.0 100.0 200.0 245.0 216.0 252 145 245.0% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 明確な要因は不明ですが目標値を大きく上回っています。市民への認知度が高く
なってきているのも要因の一つであると考えられます。

 年度によって巣の数の増減が出るものなので、特に実施方法等の変更はありませ
ん。

 R４～６年度において、全て目標値を上回っていることから目標達成となります。
今後もハチの巣駆除の需要はあり続けるものと考えております。

野犬の捕獲数   環境対策課 頭/年
単
年

100.0 98.5 99.3 100.0 100.0 55.0 113.0 70 45 55.0% 100.0% 70.5% 45.0% D A C D

 原因は不明ですが目標値を下回っています。しかし、捕獲数が減ったという事は、
全体的な野犬の数が減っているということも言えることから、結果については是とし
ます。

 年度によって捕獲数の増減が出るものなので、特に実施方法等の変更はありませ
ん。

 R５年度以降は目標値を下回っていますが、毎年徐々に減少していることから、捕獲
によって野犬の数が減少しているということが考えられます。

避妊去勢した野良猫
の件数

環境対策課 匹/年
単
年

200.0 194.5 197.3 200.0 600.0 592.0 437.0 867 443 296.0% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 TNR活動が市民に幅広く浸透した結果、R５年度は目標値を大幅に上回る件数の避妊
去勢が実施されたことにより、未実施の野良猫が減少したものと考えられます。R６年
度は前年度より件数は減少したものの目標値を上回っているため目標達成となりま
す。

 避妊去勢がなされていない野良猫が減少していると考えられることから、特に実施
方法等の変更はありません。

 R４～６年度において、全て目標値を上回っていることから目標達成となります。
本事業はどうぶつ基金によるチケット配分数によって件数が左右されるため、総合戦
略の指標にはそぐわない事業であると考えます。

①
消防・防災体制の整備・充実
【消防本部警防課】【総務部
総務課】 

D A A A 消防水利整備率
消防本部警
防課

％
総
計

64.3 63.2 63.7 64.3 64.8 63.0 64.3 64.8 65.1 43.5% 100.0% 100.0% 100.0% D A A A

 消防水利設置事業が隔年実施となっているため、令和６年度の消防水利整備率に変
動はありませんでした。
 既存の消防水利については、年間を通し点検を行い、不備があった消防水利につい
ては、修繕を行っています。

 令和７年度については、消防水利未整備箇所に消火栓を設置します。また、既存の
消防水利については、消防本部及び消防団にて消防水利点検を継続して行い、不良箇
所が確認された場合は適宜修繕を行います。

 消防水利設置事業にて計画的に整備を進めており、微増ではありますが整備率は上
昇しています。

バイスタンダーによ
る一次救命処置実施
率

消防本部警
防課

％
単
年

80.0 69.0 74.5 80.0 80.0 60.0 63.6 70.9 68.8 75.0% 92.2% 95.2% 86.0% C B B B

 救命講習が140件、受講者数2,165名となっており、コンビニエンスストアへのAED
設置店舗数（設置率）は、50店舗（96％）となっております。
 前年度に比べ講習回数19回、受講者数185名の増加、コンビニエンスストアへの
AED設置店舗数は２店舗増加（４％増）となっております。市民等における救命処置
実施率は68.8％（前年比2.1％減）となっております。

 令和７年度においても感染対策を行い、市民、市内事業所を対象に応急手当の普及
啓発活動を行っていきます。

 患者等搬送事業の認定に係る「適任者講習」を実施しました。  一次救命処置の実施率については、令和６年度は若干実施率は下がりましたが、令
和２年度から継続してみれば実施率は上昇していると考えており、救命講習を開催して
一次救命処置の重要性が徐々にですが市民のみなさんが理解している考えます。その
ことが、一次救命処置実施向上につながっています。

消防関係車両充足率
消防本部警
防課

％
総
計

100.0 94.0 97.0 100.0 100.0 92.0 96.4 100 100 33.3% 100.0% 100.0% 100.0% D A A A

 令和５年度に消防関係車両の充足率が100％となったため、保有している消防車両の
適正な維持管理に努めています。

 今後も消防活動に支障がでないよう保有している消防関係車両の適正な維持管理に
努めます。また、車両更新計画を基に整備を継続します。

 消防本部車両及び船艇更新計画に基づき計画通りに更新を行っており、保有する消
防関係車両等の維持管理も適正に行われています。

③
地域防災力の向上
【総務部総務課】

E E D C
自主防災組織の設立
数

総務部総務
課

区
総
計

28.0 20.0 24.0 28.0 21.0 13.0 14.0 17.0 22.0 6.3% 25.0% 41.7% 62.5% E E D C

 各区長会において、自主防災組織の結成に向けて説明化を実施しました。自主防災
組織結成に繋げる事業展開を実施し、喜瀬区、安部区、豊原区、底仁屋区、嘉陽区の
5ヵ所が結成しましたが、目標未達成となりました。
 結成に向け相談のある区があることから、今後の結成向け取り取り組んでまいりま
す。

 今後も継続して自主防災組織の重要性や必要な事項の説明会を各区長会等で実施
し、興味を示している区に対して、積極的に調整を図り結成に向け支援を実施します。
補助事業の活用を図りながら組織の育成支援を行い防災力向上を図ります。
 自主防災組織に対しては、自主防災組織代表者の会議の場を設け、横の繋がり、情
報交換、共有することで更なる地域防災力向上を図り、図上訓練、避難所開設訓練を
実施し地域防災力の向上を図ります。

 令和6年度コミュニティ助成事業を活用（大西区自主防災会)
 ※防災資機材の整備(1,900千円補助)

 自主防災組織については、多発する自然災害を背景に地域・市民においてもその必
要性について認識も高まっているものと思われます。ＫＰＩ目標値である自主防災組
織の設立数において現時点で２2団体の設立です。複数の区で設立に向けての動きも見
られます。今後すべての区において設立が見込めるかは未知数であり、少子高齢化に
伴うの課題等、設立後の運営についても課題は生じるものと思われます。今後は各区
単位での構成に拘らず、隣接の区との合同等も視野にいれ結成の支援を実施したいと
考えています。

乳児健康診査受診率 健康増進課 ％
単
年

90.0 88.5 89.2 90.0 92.0 86.2 87.1 91.2 90.1 95.8% 98.5% 100.0% 100.0% B B A A

 令和5年度から導入している母子モアプリを活用して健診の予約を開始しました。現
在は、アプリを活用しての予約をして健診を受診しています。未受診者に対し、地区担
当保健師による電話勧奨や、受診勧奨のお知らせの送付、母子保健推進員による訪問
等を行いましたが、目標達成には至りませんでした。

 今後も、受診勧奨方法を検討のうえ、継続して勧奨を行っていきます。  コロナ渦以降、受診人数を30分区切りで分け、未受診者は電話予約してもらい、人
数制限をしていました。受診人数の把握が難しかったですが、令和５年から、母子モ
アプリを導入する事により、受診人数の把握が出来、健診もスムーズに行えるように
なりましたが、未受診者も多数いるため、未受診勧奨の方法を検討していく必要があ
ります。

１歳６ヶ月健康診査
受診率

健康増進課 ％
単
年

92.0 91.4 91.7 92.0 96.0 85.3 92.5 93.5 92.0 92.7% 100.0% 100.0% 100.0% B A A A

 令和5年度から導入している母子モアプリを活用して健診の予約を開始しました。現
在は、アプリを活用しての予約をして健診を受診しています。未受診者に対し、地区担
当保健師による電話勧奨や、受診勧奨のお知らせの送付、母子保健推進員による訪問
等を行いましたが、目標達成には至りませんでした。

 今後も、受診勧奨方法を検討のうえ、継続して勧奨を行っていきます。  コロナ渦以降、受診人数を30分区切りで分け、未受診者は電話予約してもらい、人
数制限をしていました。受診人数の把握が難しかったですが、令和５年から、母子モ
アプリを導入する事により、受診人数の把握が出来、健診もスムーズに行えるように
なりましたが、未受診者も多数いるため、未受診勧奨の方法を検討していく必要があ
ります。

３歳健康診査受診率 健康増進課 ％
単
年

90.0 88.0 89.0 90.0 90.0 83.2 87.8 85.6 82.1 92.4% 99.8% 96.2% 91.2% B B B B

 令和5年度から導入している母子モアプリを活用して健診の予約を開始しました。現
在は、アプリを活用しての予約をして健診を受診しています。未受診者に対し、地区担
当保健師による電話勧奨や、受診勧奨のお知らせの送付、母子保健推進員による訪問
等を行いましたが、目標達成には至りませんでした。

 今後も、受診勧奨方法を検討のうえ、継続して勧奨を行っていきます。  コロナ渦以降、受診人数を30分区切りで分け、未受診者は電話予約してもらい、人
数制限をしていました。受診人数の把握が難しかったですが、令和５年から、母子モ
アプリを導入する事により、受診人数の把握が出来、健診もスムーズに行えるように
なりましたが、未受診者も多数いるため、未受診勧奨の方法を検討していく必要があ
ります。

①
上・下水道の健全な運営
【経営課】【施設課】

D D D C

②
計画的な拡充整備及び施設更
新
【工務課】

E E D D
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③
野犬・野良猫・ハブ・害虫等
の対策強化
【環境対策課】

A B B B
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②
救急救助体制の充実
【消防本部警防課】【総務部
総務課】

D B B B
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令和７年度（Ｒ６実績値）総合戦戦略・評価検証シート

取組・指標（PLAN）

R3
年度

R4
年度

R5
年度

R6
年度

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績（DO）ランク
総括 目標値 実績値 KPI・達成率 ＫＰＩ・ランク

基本
目標

基本
方針

総合計画
との対応

具体
的取
組

No.

具体的取組 KPI 担当課 関係課 単位 評価
R6年度

KPI・個別事業の関係性・妥当性
R6年度

今後の対応
R6年度

その他・特記事項
第２期総合戦略

全体評価

特定健康診査受診率 健康増進課 ％
単
年

41.5 40.6 41.1 41.5 45.0 34.3 37.7 38.3 36.9 82.6% 92.9% 93.3% 88.9% B B B B

 集団健診受診率が低下傾向にあり、要因として健診日の１日減やクーラーのない公
民館での暑さ等によるものが考えられます。また、個別医療機関健診についても感染
症流行時期など受診率が低下する傾向にあり、目標値達成へは至りませんでした。

 今年度より名桜大学との連携を図り「健康ポイント事業」のｲﾝｾﾃｨﾌﾞを拡大しまし
た。今後もSNS等を活用し更なる周知を図っていきます。
 公民館での暑さ対策についても関係機関と調整を図り、引き続き特定健診案内ハガ
キや保健推進員による健診未受診者勧奨に努めていきます。

受診率は年々増加傾向にあり受診率向上のための活動が結果を出していますが、目標
値に達していないので更なる受診勧奨を検討していく必要があります。

保健指導実施率 健康増進課 ％
単
年

63.1 64.1 65.1 63.1 71.0 55.7 68.2 67.4 72.9 88.3% 100.0% 100.0% 100.0% B A A A

 集団健診では現場相談における初回面談を実施し、特定保健指導の対象となる方へ
結果説明会の案内など特定保健指導の利用を勧めるチラシを配布しました。また、個
別健診においても各医療機関よりチラシ配布へご協力いただき、対象者へ対しても特
定保健指導の利用を勧めるはがき送付などを行いました。加えて、2～3月の駆け込み
受診者への結果説明会なども実施したことで目標を達成することができました。

 集団健診における初回面談の実施を継続、その後の結果説明会や継続支援まで実施
できるようチラシの配布を継続していきます。また、個別健診を実施している医療機
関へもチラシの配布依頼を継続、駆け込み受診の多い2～3月受診者へ対する結果説明
会なども継続していきます。さらに、保健指導スタッフへの進捗（介入状況）モニタ
リングも継続し、保健指導実施率向上に努めます。

 保健指導実施率は目標値には届かなかったため、現在実施している集団健診におけ
る初回面談の実施を継続、また、その後の健診結果説明会や継続支援に繋がるよう、
医療機関とも連携しながら保健指導実施率向上に向けて努めます。

予防接種率(麻しん・
風しん混合ワクチン
１期) 

健康増進課 ％
単
年

93.2 93.0 93.1 93.2 93.2 90.6 88.5 90.43 83.0 97.2% 95.2% 97.1% 89.1% B B B B

 令和６年度は、ワクチンを作成している企業１社のＭＲワクチンの供給停止にな
り、接種者のもとにワクチンが届くまでの供給の接続が上手くいっておらず、局地的
かつ一時的に大幅なワクチンの偏在等が生じていました。それに起因して、接種が各
年代とも後ろ倒しになっている現状があり、他方で、接種体制には限界があることか
ら、一定程度、年度内に接種を受けられない者がおり、接種率の影響しました。

 規則第２条の８第４号に規定する「災害、令第３条第２項に規定する特定疾病に係
るワクチンの大幅な供給不足その他これに類する事由」に該当するものとし、当該事
由により接種対象期間内に定期接種を受けられなかった者については、令第３条第１
項に規定する時期を超えた場合であっても、麻しん及び風しんの定期接種を実施するこ
ととなりました。

 当該ワクチンの接種率は目標値に届かなかったため、個別通知による勧奨、就学時
前健診等での対面による勧奨、対象年齢へのチラシの配布などを継続する一方、医療
機関とも連携しながら接種率の向上に向けて努めます。

予防接種率(麻しん・
風しん混合ワクチン
２期)

健康増進課 ％
単
年

92.2 92.0 92.1 92.2 92.2 86.9 86.0 83.38 83.0 94.3% 93.5% 90.5% 90.0% B B B B

 令和６年度は、ワクチンを作成している企業１社のＭＲワクチンの供給停止にな
り、接種者のもとにワクチンが届くまでの供給の接続が上手くいっておらず、局地的
かつ一時的に大幅なワクチンの偏在等が生じていました。それに起因して、接種が各
年代とも後ろ倒しになっている現状があり、他方で、接種体制には限界があることか
ら、一定程度、年度内に接種を受けられない者がおり、接種率の影響しました。

 規則第２条の８第４号に規定する「災害、令第３条第２項に規定する特定疾病に係
るワクチンの大幅な供給不足その他これに類する事由」に該当するものとし、当該事
由により接種対象期間内に定期接種を受けられなかった者については、令第３条第１
項に規定する時期を超えた場合であっても、麻しん及び風しんの定期接種を実施するこ
ととなりました。

 当該ワクチンの接種率は目標値に届かなかったため、個別通知による勧奨、就学時
前健診等での対面による勧奨、対象年齢へのチラシの配布などを継続する一方、医療
機関とも連携しながら接種率の向上に向けて努めます。

食生活改善推進協議
会の地区活動回数

健康増進課 回/年 
単
年

15.0 14.0 14.5 15.0 26.0 12.0 19.0 25.0 27.0 80.0% 100.0% 100.0% 100.0% B A A A

 例年同様、名護市民の健康づくりに寄与するため食改の会員が中心となって活動を
実施できました。特に、沖縄県の受託事業について目的等をしっかりと理解を深めな
がら主体的に活動できていました。名護市の地域イベントにも協力し、市民の健康意
識向上の一助となるような活動ができました。

 地区活動や受託事業がこれまで通り主体的に円滑に進むよう、会員の勉強会等を継
続していきます。また、食改養成講座開催に向けて事務局と会員が協力して実施でき
る体制を整備します。

 目標値はクリアできているため、今後は目標値だけでなく質を高めていけるような
目標設定が重要だと考えられます。市民の健康づくりに寄与できるよう、今後も活動
の継続に努めます。

妊娠・出産包括支援
事業における支援件
数

健康増進課 件/年
単
年

240.0 120.0 180.0 240.0 108.0 32.0 37.0 31.0 42.0 13.3% 30.8% 17.2% 17.5% E D E E

 妊娠期から地域とのつながりをもてるよう、全6回子育て支援センターでの開催とし
ました。妊婦やその家族、母子保健推進員や子育て支援センター職員からも好評を得
ることができました。しかし、各子育て支援センター収容人数に限りがあったため多
くの妊婦を受け入れることが難しく、目標値に達しませんでした。

 子育て支援センターでの開催は好評でしたが収容人数に限りがあることから、今後
は中央公民館等の大きい施設での開催を検討しています。より多くの妊婦さんが参加
できるよう周知方法も検討しながら、目標達成を目指し取り組んでいきます。

開催場所や周知方法等の課題があり目標値には届きませんでしたが、全体を通して妊
婦とその家族のニーズにあった教室開催ができており、参加者の不安解消や地域との
つながりをもつという目的はおおむね達成できたと思われます。今後は場所や周知方
法を検討し、より充実した内容での教室開催に努めます。

保健推進員の受診勧
奨率

健康増進課 ％
単
年

56.0 59.0 62.0 65.0 65.0 61.0 68.2 67.4 72.2 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 前年度特定健診を受診した者の内、過去３年間一度でも健診未受診の者で当該年度
集団健診前の未受診者及び今年度40歳になる者に対して、保健推進員による受診勧奨
訪問または電話を行っています。
 しかし、受診勧奨対象者及び保健推進員不在地区の増加により実施率が減少、目標
達成へは至りませんでした。

 保健推進員による未受診者対策の課題として、各地区の受診勧奨実績にバラつきが
あることや保健推進員不在地区の受診勧奨ができていないことがあげられます。引き
続き、保健推進員の全地区配置にむけた取り組みを強化する必要があります。

 受診勧奨率は不在が多く、特に新40歳の受診勧奨率が低いです。保健推進員配置数
や対象者数にバラつきがあり、保健推進員によって負担感や実施率に差があります。
これらの課題を解決する必要があります。

母子保健推進員の乳
児全戸訪問件数
※R5評価踏まえR6評
価より廃止

健康増進課 件/年
単
年

200.0 156.0 ― 200.0 ― 69.0 61.0 ― 34.5% 39.1% ― - D D ― -

母子保健推進員の健
診受診勧奨率
※R5評価踏まえR6評
価より新設

健康増進課 ％
単
年

― ― 60.0 62.5 65.0 ― ― 54.5 56.2 ― ― 85.6% 84.6% ― ― B B

実績値内訳：受診勧奨者64名中 訪問できた数36名
 母子保健推進員が行う受診勧奨の対象者が｢健診日に都合が悪かった｣｢こどもの体調
不良｣が多く、訪問に数回行きましたが、不在のため会えなかった等の理由で勧奨出来
ない事もあり、目標達成に至っていません。

 今後も、受診勧奨方法を検討のうえ、継続していきます。  訪問を数回するが会えなかった、電話をかけても繋がらない等、受診勧奨につなが
らない事があります。訪問する時間帯や、電話をかける時間帯の検討の必要性があり
ます。

①
①地域包括ケアシステム体
制の充実
【介護長寿課】

B B B B

重度要介護（要介護
３以上）の高齢者の
居宅介護、在宅介護
サービスの利用率

介護長寿課 ％/年
単
年

63.7 61.1 62.4 63.7 63.7 58.3 60.3 59.9 60.9 91.5% 98.8% 96.0% 95.6% B B B B

・自立支援型地域ケア個別会議：10回 ・地域ケア個別会議：63回 ・圏域別地域ケ
ア会議：2回 ・地域ケア推進会議：1回
 高齢者個人の生活課題への対応から地域課題をふまえた対応策の検討に至るまで多
職種、関係機関との連携の場となる地域ケア会議の開催を積上げ、地域での支え合い
体制の充実に向け取組みを進める事ができました。
 DVD視聴によるシニア支援者養成講座を開催し、シルバー人材センターのお助け会
員を９名養成しました。

 地域ケア会議を開催することで個別課題からみえる地域課題について検討を進め、
地域での介護予防や見守り活動等を行う地域人材の確保を図り、高齢者が住み慣れた
地域で、自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、地域の包括的
な支援・サービス提供体制の構築を目指します。

 徐々に地域での地域包括支援センターの機能が認識されるようになっており、地域
ケア会議の開催数も増加しています。会議開催により地域とのネットワーク強化が図
れるようになり、生活課題から地域課題を捉え住み慣れた地域での安定した生活が継
続できるよう取組を進めることができました。

②
高齢者の生きがいづくりの支
援
【介護長寿課】

E A A A
市老連の主要イベン
ト参加者数

介護長寿課 人/年
単
年

780.0 779.0 779.5 780.0 990.0 174.0 989.0 953 949 22.3% 100.0% 100.0% 100.0% E A A A

 令和５年５月より新型コロナの感染症法上の位置付けが、５類に移行したことによ
り老人クラブ団体が参加するイベントが再開してきています。その影響により参加す
る高齢者が増え目標達成となりました。

 今後も引き続き、高齢期においても、様々な分野で生きがいを持って生き活きと生
活していくことができるよう取り組みを継続していきたいと考えております。

 新型コロナウイルス感染症の影響も落ち着き、高齢者が参加するイベントの開催
や、イベントに参加する高齢者が増えてきています。しかし、全国的に老人クラブ会
員数が減少傾向にあり、本市も同様な状態が見られます。今後も継続して、高齢者の
主体的な活動が継続的に行われるよう取り組みを支援していきたいと考えておりま
す。

③
適切な介護保険事業の運営
【介護長寿課】

E C E D
介護事業所への実地
指導件数

介護長寿課 件/年
単
年

10.0 6.5 8.3 10.0 10.0 1.0 5.0 2.0 3.0 10.0% 76.9% 24.2% 30.0% E C E D

 令和６年度報酬改定等の対応で前半は指導を進めることが出来ませんでした。事業
所の指導は、「介護サービスの実施状況指導」「最低基準等運営体制指導」「報酬請
求指導」の3種類を実施する必要がありますが、指導１種類の実施や虐待対応指導１件
を実施しました。

 職員不足のためなかなか目標達成が厳しい状況です。運営指導について業務委託を
検討します。また職員の配置要求を関係課と今後も調整していきます。

今後時期計画時にＫＰＩの見直しを行います。  介護事業所の実地指導は、各年度の状況によって指導出来る件数が左右されている
状況のため、安定的な指導ができるよう指導方法を検討する必要があります。

要介護度の維持・改
善率

介護長寿課 ％/年
単
年

66.0 59.0 62.5 66.0 66.0 37.0 45.7 62.5 56.9 56.1% 77.5% 100.0% 86.2% D C A B

 介護予防把握事業については、新75歳到達者672名に基本チェックリストを送付。
回答者558件のうち、基本チェックリスト該当者は281名でした。
 介護予防の普及啓発については、「フレイル予防」をテーマに福祉まつりに出店
し、パネル展示や体力測定、いきいき百歳体操体験会を行うなど、介護予防の必要性
について周知を図りました。ブースへの来場者数は、77名でした。
 いきいき百歳体操教室については、普及と継続支援のため、実施区フォローを48回
実施し、参加者は延480人でした。
 介護予防出前講座について、全25回実施し、参加者数は延べ247人でした。
 もの忘れ予防教室について、全20回実施し、参加者数は実79人（延べ233人）でし
た。

 介護予防把握事業について、75歳到達者へ基本チェックリストを送付する際、介護
予防パンフレットや介護予防教室の年間予定表等を同封し、介護予防に関する知識や
情報、介護予防の必要性の普及を目指します。また、各種教室やパンフレット、福祉
まつり等のイベントを通じて、高齢者や住民の介護予防への関心を高め、目標達成を
目指します。

 介護予防事業の推進のために、介護予防の知識の普及する方法は高齢層のニーズに
は対応しています。今後は若年層（40～65歳）へのアプローチを検討し周知を図る必
要があります。それとあわせて、介入することで改善が見込めると言われている要支
援１・２の対象者へのアプローチが必要です。

いきいき健康長寿教
室参加者数（年間）

介護長寿課 人/年
単
年

90.0 51.0 70.5 90.0 90.0 57.0 46.0 46 74 63.3% 90.2% 65.2% 82.2% C B C B

 令和６年度より事業名をあけみお活塾に変更、教室実施回数増、参加定員数の幅を
広げるとともに、送迎業務も事業に取り入れ、送迎が必要な高齢者については送迎を
行ったことで、KPI向上に寄与しましたが、事業の周知などに時間を要したことや参加
者の自立度にあわせて教室の定員を決定したため目標値達成には至っていません。

 個別事業（いきいき健康長寿教室）の実施内容を見直し、令和６年度より事業名を
あけみお活塾に変更、教室実施回数増、参加定員数の幅を広げるとともに、送迎業務
も事業に取り入れ、送迎が必要な高齢者については送迎を行いました。結果的に昨年
度よりも大幅に参加者数が増加し、おおむね目標達成となりました。R6年度は事業内
容（対象者基準等）の変更に伴い、開始時の事業周知に時間がかかったことや事業を
安全に行えるよう委託業者の体制等も踏まえて定員を調整するなどの課題もみられま
した。今後は事業周知にあたり事業受講条件などを明記し、安全に教室運営を行いつ
つ継続した目標達成を目指します。

 当該KPIについては、個別事業（いきいき健康長寿教室）の実施内容を見直し個別事
業（あけみお活塾）へ変更しました。主に事業対象者や定員・開催回数、送迎をもう
ける等の事業方法の変更を行いました。そのため、R6年度からは当初設定したKPIの事
業実績と一概に比較できないことに留意が必要です。

 R3～の事業実績を踏まえR6年度より個別事業（いきいき健康長寿教室）の実施内容
を見直し、令和６年度より事業名をあけみお活塾に変更、教室実施回数増、参加定員
数の幅を広げるとともに、送迎業務も事業に取り入れ、送迎が必要な高齢者について
は送迎を行ったこと等でおおむね目標達成となりました。
 今後はさらなる介護予防事業の推進を効果的に実施するために、KPI指標をアウト
プット指標ではなくアウトカム指標（事業参加者の維持改善率、社会参加率率）の設
定を検討します。

いきいき健康長寿教
室実施箇所数（年
間）

介護長寿課
箇所/

年
単
年

2.0 1.5 1.8 2.0 2.0 3.0 3.0 3 1 150.0% 100.0% 100.0% 50.0% A A A D

 令和６年度より事業名をあけみお活塾に変更、実施箇所数は1カ所としましたが、送
迎業務を取り入れ市内全域から参加できるように変更しました。そのため実施箇所数
は目標に達しませんでした。

 個別事業（いきいき健康長寿教室）の実施内容を見直し、令和６年度より事業名を
あけみお活塾に変更、教室実施回数増、参加定員数の幅を広げるとともに、送迎業務
も事業に取り入れ、送迎が必要な高齢者については送迎を行ったことで、結果的に昨
年度よりも大幅に参加者数が増加しおおむね目標達成となりました。今後は事業のア
ウトプット評価が実施できるよう本KPI指標の廃止し、事業のアウトカム評価（教室参
加後の社会参加率）をKPIと設定することを検討します。

上記同 上記同

介護支援連携指導実
施者数 （人口10万人
に対する数値 ）
※R5評価踏まえR6評
価より廃止

介護長寿課 人/年
単
年

470.0 314.0 392.0 470.0 470.0 246.1 246.1 52.4% 78.4% - - D C - -

多職種研修会参加事
業所数
※R5評価踏まえR6評
価より新設

介護長寿課 事業所
単
年

― ― 29.0 70.0 70.0 ― ― 29.0 44.0 ― ― ― 36.6% ― ― A D

 昨年度は研修開催は2回でしたがR6年度は3回多職種研修会の開催ができました。目
標値には達していませんが昨年度より多くの医療機関、介護事業所、高齢者施設など
医療・介護関係者等の参加をいただき、在宅医療・介護連携に必要な知識の習得及び
知識の向上在宅医療を図ることができました。

 令和７年度も引き続き、多職種連携研修会を開催し在宅医療を支える関係者との情
報共有や連携を深め、切れ目のない在宅医療と在宅介護の充実が図れるよう提供体制
の強化を目指します。（予定開催：3回/年）

 令和3～4年度まで「介護支援連携指導実施者数」をKPIとしていましたが、「介護支
援連携指導者数」について、国（見える化システム）の指標の更新がなく、適切な評
価の実施ができないため、令和6年度より通年継続して開催している多職種連携研修会
への参加事業所数について、新たにKPIを設定しました。

①
障がい者(児)への理解の促進
【社会福祉課】

D A A A
市民手話教室の参加
者数

社会福祉課 人/年
単
年

40.0 33.0 36.5 40.0 50.0 15.0 43.0 50 41 37.5% 100.0% 100.0% 100.0% D A A A

 R5年度よりR6年度は教室開催数を５回→３回に減らした（その代わりに各回の参加
定員を増やした）こともあり、R5年度に比べ参加者数は減少したものの、目標値は何
とかクリアできました。この要因の一つとして、以前に実施した申込方法のオンライ
ン化に加え、公式SNSによる周知発信の効果と思われます。
例年同様、毎回の参加者アンケートによれば、参加者自身の満足度は高いものと見受
けられます。
参加者数内訳＝６月教室５名、８月親子教室12組、10月教室24名

 左記の評価コメントにもあるように「自治体としてやめることができない領域」と
も考えられるため、R07年度も教室開催を継続しつつ、実施内容について、よりブラッ
シュアップ（教室内容の中でろう者との交流機会を設けるなど）していきたいと思い
ます。

①R6年度は市民手話教室の開催以外に、名桜大学にて手話サークルが創設されたこと
に伴い、当該サークルからの依頼で、設置手話通訳者により指導に入ることとなりま
した。これを契機に、学生への手話普及・啓発に繋げたいです。
②R6年度から「合理的配慮」（障害者差別解消法）について、民間事業者も義務化さ
れたこともあるため、今後は、市民手話教室の開催を計画しつつ、事業者向け（役所
内含む）の出張講座も取り組んでいきたいです。
③市民手話教室の運営にあたって、ろう講師の確保が課題となっています。

 KPI達成率も含め、当該取組の担当課側としての全体評価はまずまず（悪くない）と
評価です。また、当該取組は共生社会実現のため、やる意義はあると考える。
 ただし、当該取組の実施から５年以上を経過しているため、ただ"こなす"だけではな
く、当該取組の意義や、今後の具体的な将来像（目指すところ）を定めることも含め
て、取組内容を見直し検討も必要な時期と感じています。

②
地域と一体となった健康づ
くりの支援
【健康増進課】

D D A C

④
介護予防事業の推進
【介護長寿課】

C B B B

⑤
在宅医療・介護の連携
【介護長寿課】

D C A D
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令和７年度（Ｒ６実績値）総合戦戦略・評価検証シート

取組・指標（PLAN）

R3
年度

R4
年度

R5
年度

R6
年度

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績（DO）ランク
総括 目標値 実績値 KPI・達成率 ＫＰＩ・ランク

基本
目標

基本
方針

総合計画
との対応

具体
的取
組

No.

具体的取組 KPI 担当課 関係課 単位 評価
R6年度

KPI・個別事業の関係性・妥当性
R6年度

今後の対応
R6年度

その他・特記事項
第２期総合戦略

全体評価

②
社会参加・交流促進
【社会福祉課】

E D C C
名護市障がい者ス
ポーツ大会の参加者
数

社会福祉課 人/年
単
年

160.0 159.0 159.5 160.0 160.0 0.0 82.0 103.0 122.0 0.0% 51.6% 64.6% 76.3% E D C C

 依然として感染症リスクを懸念し参加を控える方もいたと思われます。事業所への
周知を増やしたことによりR5年度103人からR6年度122人と、参加者が増加していま
す。このイベントを開催することで、障がい者児の社会参加、交流促進を後押しする
機会となっていると考えます。障がいのある人もない人も、スポーツ・レクリエー
ションを通して交流することができました。

 R6年度は障害福祉サービス事業所への周知を増やし、個人だけでなく事業所からの
申込みを促したこともあり、まとめて申込みする件数が増え、その結果参加者数も増
加しています。多くの方に参加してもらい社会参加・交流促進の場となるよう、周
知・広報について引き続き工夫していきます。
 各スポーツ・レクリエーション内容についてもおおむね好評でした。今後の開催に
ついても文化スポーツ振興課などの庁内連携や参加者のご意見を取り入れ多くの方に
興味をもってもらい、自ら参加したくなるようなプログラムを検討します。

 R7年度の開催時期について、２月から７月変更予定があります。（感染症リスクを
懸念し、参加をためらう方がいます。夏場の開催変更に伴い熱中症対策も取り入れ
る）
 周知・広報の方法はＦＭやんばるやSNSの活用なども検討していきます。

 障がい者スポーツ・レクリエーション大会の実施、手話通訳者等の派遣などによ
り、障がい者の社会参加や交流促進に取り組んでいます。障がい者スポーツ・レクリ
エーション大会参加者数は指標の一つであるが、今後も工夫しながら継続的に取り組
んでいきたいです。

民生委員数 社会福祉課 人
総
計

92.0 90.0 91.0 92.0 92.0 93.0 81.0 82 81 101.1% 90.0% 90.1% 88.0% A B B B

 民生委員の役割や活動に対して、責任や負担が大きいイメージがあり、区長から地
域の方を説得して民生委員として推薦することが難しい状況であることや、民生委員
の高齢化やこれまで民生委員を担ってきた主婦や定年後の方が、近年の働き手の不足
により新規就労したり定年後も継続して働くことを選択することが増えたことによ
り、民生委員の候補者が見つからず目標を達成することができませんでした。

 民生委員児童委員協議会と連携して民生委員活動の負担軽減の取り組みを行いま
す。
 広報誌や公共施設での民生委員児童委員の活動内容を周知するとともに、募集を行
います。
 名護市民生委員児童委員協議会と連携し、民生委員がいない地域を優先に、定数に
満たない地域の区への新任委員候補者用のパンフレットを配布し、区長への候補者の
推薦依頼を行います。
 名護市民生委員児童委員協議会と連携し、民生委員児童委員への応募を検討してい
る方への活動内容等の説明を行います。

 社会状況の変化により、地域を良くしていきたいと思う気持ちはあっても、自身の
生活、仕事や家族などの事情により、地域のために活動する余裕が作れない方が増え
ているとことから、民生委員に寄せられる様々な要望に対して、民生委員の役割を明
確にし、それを関係者（機関）が理解して、民生委員の時間的、精神的な負担の軽減
につながる取り組みが、民生委員のなり手の確保に必要と考えます。

民生委員充足率 社会福祉課 ％
単
年

84.4 82.6 83.5 84.4 84.4 85.3 74.3 75.2 74.3 101.1% 90.0% 90.1% 88.0% A B B B

同上 同上 同上

民生委員相談件数 社会福祉課 件
単
年

4,260 4,169 4,215 4,260 6,000 5,151 5,148 5,828 6,271 120.9% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 名護市民生委員児童委員協議会事業補助金にて、地域福祉において重要となる民生
委員の活動を支援しており、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための制限が無く
なり、対面での相談等が出来るようになったことから、目標値を上回ました。

 名護市民生委員児童委員協議会への事業補助金を継続し、民生委員児童委員への研
修等の実施し、スキルアップや能力向上を図ります。

 新型コロナウイルス感染症の影響が減少したことで、各民生委員の活動がしやすい
状況が相談件数の増に繋がっている考えます。
 民生委員を長く続けている方が増えたことで、地域との信頼関係が深まっており、
民生委員自身も経験を積んだことで、さまざまなケースに地域の相談役や専門機関へ
のつなぎ役として対応できていると考えます。

②
福祉に関する支援体制の充実
【社会福祉課】

A A A A
地域福祉コーディ
ネーター相談対応件
数

社会福祉課 件
単
年

170.0 169.0 169.5 170.0 942.0 528.0 540.0 901 790 310.6% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 名護市社会福祉協議会運営補助金にて社会福祉協議会で地域福祉コーディネーター
を担当する職員を雇用しております。前年度より「電話(50件減)」、「来所(80件減)」
の相談対応件数が減少となりました。また、新型コロナウイルス感染症が5類感染症へ
移行してから2年経過し、コロナの影響を受けたことによる困窮相談が減っていること
と、他機関でも独自で食糧支援活動を実施したり、他制度を活用していることから、
社協フードバンクの利用相談が減少したことなどにより、目標値を下回りました。

 名護市社会福祉協議会へ運営補助金を継続し、地域福祉コーディネーターとなる職
員を確保するとともに、研修等による担当職員のスキルアップや能力向上を図りま
す。

 社会福祉協議会として、令和6年11月に発生した北部地区豪雨災害では、被災地域の
社会福祉協議会と連携してボランティア活動（被災地域2村、市内2区）を行いまし
た。市内の被災した方に対して社会福祉協議会独自の見舞金について、コーディネー
ターが対応することで、被災世帯のニーズも聞き取りながら、支援を行うことができ
ました。

 新型コロナウイルス感染症が要因の困窮相談が減少したことや困窮する方を支援す
るために、民間企業や団体が主体となって行っている取り組みも増えていることな
ど、ポジティブな要因で相談件数が減っています。

①

国民健康保険事業の健全な運
営と後期高齢者医療保険制度
の円滑な運営
【国民健康保険課】

B B A A
後発医薬品利用率
（国保一般）

国民健康保
険課

％
単
年

91.85 91.45 91.65 91.85 91.85 90.00 90.98 91.94 94.19 98.0% 99.5% 100.0% 100.0% B B A A

 後発医薬品についての理解の促進を図るための取組(後発医薬品を利用した場合の軽
減見込額が記載された通知書の発送や被保険者証の切替発送時にジェネリック医薬品
希望シールを同封)を継続し、目標を達成することができました。

 左記取組を継続し、目標値に近い値を維持したいです。  後発医薬品についての理解の促進を図るための取組(後発医薬品を利用した場合の軽
減見込額が記載された通知書の発送や被保険者証の切替発送時にジェネリック医薬品
希望シールを同封)を継続して実施してきました。令和６年度は、沖縄県内43の保険者
（自治体・健康保険組合）の中で後発医薬品利用率の順位は12位と上位に位置し、取
組が実績に繋がったと考えられます。

②
困窮世帯等への自立支援
【生活支援課】

A A B A

学習支援教室（ぴゅ
あ）による高校進学
率（経常的に学習支
援教室に通所できて
いる児童を対象）

生活支援課 ％/年
単
年

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 98 91 100.0% 100.0% 98.0% 91.0% A A B B

 令和7年3月末時点では36名中33名の高校進学が決定しており、目標数値である
100％に達成しませんでした。高校進学に至らなかった3名については学習支援教室へ
の参加率が低く、定着とならなかったことが要因の一つと考えます。
事業の実施状況については、令和5年度に引き続き屋部中学校・東江中学校でアウト
リーチ型の学習支援教室を開催したほか、個人宅で大宮中学校地域を対象とした学習
支援教室を試験的に開催し、前年度よりも充実した学習支援を実施することができま
した。

 令和7年度は目標数値を達成できるよう名桜大学と連携を図りながら引き続き学習支
援をいます。また、東京学芸大学との支援に関する連携協定を締結しているため、学
生同士の交流による情報交換、東京学芸大学講師を招聘し講演会など、学生や支援員
のスキル向上を図り、生徒の参加定着に結び付けられる支援を行います。その他、名
桜大学の学生ボランティア協力のもと、アウトリーチ型の学習支援教室の継続と、新
たなアウトリーチ型の学習支援教室を開拓し、学習支援を必要とする生徒への支援体
制強化を図ります。

 学習支援教室（ぴゅあ）について、高校進学率が年々減少していますが、名桜大学
との連携による事業として、地域貢献、社会貢献として表彰される等、広く周知され
ているため、事業の継続は必要です。事業を継続する中で、高校進学率等の減少につ
いて分析し、参加者の定着や支援方法の見直し等を図り、目標達成を目指したいで
す。また、高校進学とならなかった子のフォローアップも視野に入れ、事業を継続し
ていきたいと考えています。

放課後児童健全育成
事業・定員数  

子育て支援
課域力推進
課

人/年
単
年

905.0 831.5 868.3 905.0 1047.0 813.0 896.0 929 1,028 89.8% 100.0% 100.0% 100.0% B A A A

 放課後児童健全育成事業について、２クラブの増、既存施設の定員数の増により、
目標が達成されました。

 放課後児童健全育成事業について、クラブの安定的な運営、経営ができるよう、巡
回支援事業を行い、定員数の増加を目指す。また、令和７年度以降についても新規開
設を目指します。

登録児童数の増加に伴い、年々定員数は増加しており、目標を達成する成果が得られ
ました。

学習支援教室（くに
むとぅや～）の延べ
参加人数

生活支援課 人/年
単
年

754.0 754.0 754.0 754.0 1,915.0 2,323.0 1,565.0 1,809 2,725 308.1% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

令和6年度は、令和5年度を大きく上回る参加がありました。 令和7年度も児童が安心・安全に過ごせる居場所を確保するため、引き続き支援を行い
ます。

児童の参加人数は年々増加しているため、引き続き、児童の安全・安心な居場所を確
保できるよう支援を行っていきます。

こどもの居場所の箇
所数

生活支援課
箇所/

年 
単
年

8.0 6.5 7.3 8.0 9.0 6.0 7.0 8 10 75.0% 100.0% 100.0% 100.0% C A A A

 令和5年度は８箇所だったこどもの居場所が、令和6年度は地域住民や学校等の協力
もあり、2箇所増え、計10箇所の居場所を確保することができました。

 令和7年度も児童の安心・安全に過ごせる居場所を継続して確保し、新たな居場所の
設置を進めます。

 こどもの居場所の箇所は年々増加しているが、名護市は総面積が広範囲にまたがる
ため、名護市全域の子どもに学習等の機会を平等に与えることができるよう、こども
の居場所の箇所数を今後も増やしていく必要があります。

子どもの家箇所数
（累計）   

地域力推進
課

箇所
単
年

20.0 17.0 18.5 20.0 18.0 12.0 13.0 15.0 17.0 60.0% 76.5% 81.1% 85.0% C C B B

 当事業は、地域の子育て支援サポーターの協力のもと、放課後に児童の居場所を確
保し、見守りを行う事業です。今年度は、以前より開設の要望のあった、瀬喜田小学
校区や真喜屋小学校区で新たな子どもの家を開設することができました。また、安和
小学校区においては、新年度の開設に向けて調整を行っています。
 引き続き地域の要望に沿った子どもの家の運営について、取り組んでいきます。

 令和７年度より、主管課が子育て支援課に変更となります。学童や放課後児童クラ
ブ等との施策連携が行いやすくなるため、包括的に子育て支援に寄り添った取り組み
が期待されます。
 新規開設した子どもの家の運営支援や子育て支援サポーターの確保など、引き続き
取り組む必要があります。

 本事業の趣旨は、地域の子どもを地域で見守ることであり、地域の子育て支援サ
ポーターの協力のもとに事業を実施しています。委託先である子育て支援塾と連携し
ながら、地域の要望に沿った子どもの家の運営が出来ているため、引き続き地域の要
望に沿った子どもの家の運営に取り組みたいです。

②
②子育て家庭、児童への支援
【健康増進課】  

B A B A
こども家庭センター
（母子保健機能）相
談支援件数

子育て支援
課

件/年
単
年

1,000.0 724.5 862.3 1,000.0 1,000.0 842.0 1,013.0 852 1,204 84.2% 100.0% 98.8% 100.0% B A B A

・相談件数内訳：電話499件、来所88件、訪問11件、個別ケース会議51件、妊娠届出
時面接533件、合計1,180件
・関係機関との連絡調整について、令和５年８月より、市内の産婦人科１箇所と毎月
連絡調整会を開催しました。
・サポートプランについて、特定妊婦となった妊婦106人中91人に作成しました。
・産後ケア事業について、令和６年度利用者は延1,615人でした。
・子育て家庭への支援について、妊産婦等の実情把握を継続的に行い、妊娠・出産・
育児に関する相談に応じ、必要な情報提供や助言、保健指導を実施しました。KPIは現
状値と比べて403件増加しましたが、目標未達成となりました。

 引き続ぎ、妊産婦等の実情把握を継続的に行い、妊娠・出産・育児に関する相談に
応じ、必要な情報提供や助言、保健指導を実施し、目標達成を目指します。
 また、こども家庭センター（母子保健機能）は、母子健康包括センターの機能を引
き継ぎ、一体的な組織として子育て家庭に対する相談支援を実施することにより、母
子保健・児童福祉の両機能の連携・協働を深め、子育てに困難を抱える家庭に対し
て、切れ目ない支援を目指していきます。

令和７年度から組織編成に伴い、母子保健機能と児童福祉機能が同課となったため、
担当課を変更しました。

昨年度からこども家庭センターを設置し、一体的な組織として子育て家庭に対する相
談支援を実施することにより、母子保健・児童福祉の両機能の連携・協働を深め、合
同ケース会議を開催し、虐待への予防的な対応に取り組んできました。

延長保育促進事業
（延長保育事業利用
者見込み）

保育・幼稚
園課

人/年
単
年

1,035.0 1,176.0 1,105.5 1,035.0 1,035.0 1,164.0 1,306.0 1,253 1,101 112.5% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 勤務形態の多様化や共働き世帯からの延長保育の需要があり、目標を達成すること
ができましたが、一定数の利用ニーズがあるにもかかわらず、利用人数の減少や保育
士不足等により、延長保育の実施を取りやめる園がありました。

 継続的な保育士確保策の実施と併せて、延長保育事業を実施していない園や取りや
めた園に対して、延長保育事業の実施を働きかける必要があります。

 利用実績に関わらず、「第３期名護市子ども・子育て支援事業計画」における量の
見込やニーズ調査報告書なども参考にしながら目標に反映する必要があります。

 全体的に目標を達成することができましたが、一定数の利用ニーズがあるにもかか
わらず延長保育事業を実施していない園や、実施を取りやめた園があったため、今後
は、市民評価の結果も踏まえ、第３期名護市子ども・子育て支援事業計画（令和７年
３月策定）との整合を図りつつ目標値の設定を行う必要があります。

一時保育延べ利用者
数（幼稚園含む）

保育・幼稚
園課

人/年
単
年

42,938 34,596 38,767 42,938 42,938 26,263 30,276 29,877 34,248 61.2% 87.5% 77.1% 79.8% C B C C

 一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ）について、私立認定こども園及び公立幼稚園の一時
預かり利用定員の100％利用を見込んでいましたが、一時預かりを利用せずに児童デイ
サービスを活用するなど事業を利用しない児童が増え、目標が未達成となりました。
 一時預かり事業（一般型）について、公立認定こども園のみでの事業実施となって
おり、私立保育施設では補助額が少ないことから実施する園がなく、目標が未達成と
なりました。

 一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ）については、事業の周知を図り、目標達成を目指し
ます。
 一時預かり事業（一般型）については、私立保育園や認定こども園、小規模保育園
などでの事業実施募集を継続するとともに、関係機関へ補助基準額の見直しを求める
ことで園負担の軽減を図り、目標達成を目指します。

 一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ）は保護者ニーズを把握し、利用定員の変更などを行
い、よりニーズの高い3歳児の受け皿としての保育の提供も検討したいです。
 一時預かり事業（一般型）については、事業実施を希望する小規模保育園があり、
市街地で1カ所増える可能性があ るります。

 一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ在園児の午後預かり）及び一般型（入園してない児童
の預かり）については、利用増の状況ではあ るりますが、通常は家庭保育が可能な世
帯からの一定のニーズはあるため、今後は市民評価の結果も踏まえた上で需給バラン
スを調整していきたいです。

④
児童虐待やDVの防止と適切
な支援
【子育て支援課】

B A A B
こども家庭センター
（児童福祉機能） 
対応件数

子育て支援
課

件/年
単
年

8,500 7,750 8,125 8,500 8,500 8,449 8,172 8,569 8,158 99.4% 100.0% 100.0% 96.0% B A A B

 相談支援を実施しましたが、目標値には届きませんでした。  当該業務については、対応件数といった「量」だけでは評価が難しく、例えば一つ
の事例に対して少ない対応件数（延べ）で効果的な支援が提供された場合に、評価が
難しい場合があります。
 上記を踏まえ、目標値を維持しつつ対応の「質」を重視しながら業務遂行していきた
いと考えています。

 昨年度からこども家庭センターを設置し、一体的な組織として子育て家庭に対する
相談支援を実施することにより、母子保健・児童福祉の両機能の連携・協働を深め、
合同ケース会議を開催し、虐待への予防的な対応に取り組んできました。

地域家庭教育支援
チーム設置数（累
計）

学校教育課 チーム
累
計

13.0 7.0 10.0 13.0 13.0 2.0 2.0 2.0 4.0 8.3% 16.7% 11.1% 25.0% E E E E

  家庭教育支援事業において、児童生徒保護者へ家庭教育のニーズ調査や各学校への
出前講座を実施し地域家庭教育支援員の掘り起こしを行い２チーム増となりました。し
かし、人材育成（家庭教育支援員）講座では名護市SNSでの広報や各学校での周知、
各校PTA（家庭教育関連部）への声掛けを実施しましたが、講座参加者が伸びず目標
値が達成できませんでした。

 引き続き、各学校保護者のニーズに応じた出前講座を実施し、地域家庭教育支援員
の掘り起こしを行います。また、家庭教育は、各校区コミュニティ・スクール（以下
CS）のビジョンや活動と重なりがあるため、名護市CS推進委員会や各校区学校運営協
議会にてチーム設置について説明を行います。講座の時期や回数等やり方の見直しを
行い、家庭教育支援員を増やし、チーム増につなげます。

・家庭教育支援員・サポーター32人
・親の学びの場及び交流の場等11回参加者のべ122人
・家庭教育支援チーム研修会４回
・名護市CS推進委員会学校家庭地域協働部会にて家庭教育支援について協議
・子育て支援課や名護青少年の家と講座の連携

 チームの設置数の伸び悩みがありますが、令和４年２月に名護市家庭教育支援チー
ムが主体的な活動が認められ、文部科学大臣から表彰をうけています。市民評価につ
いては、名護市CS推進委員会においても諸団体のメンバーが重複しており会議等の負
担が困り感として出ているため、チーム設置数をKPIとするのかは検討が必要です。
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①

地域での支え合いによる福祉
の推進
【社会福祉課】【介護長寿
課】【生活支援課】

A B B B
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①
子どもの居場所づくり
【生活支援課】【子育て支援
課】【地域力推進課】

A B B B

③
保育サービス及び保育環境の
充実
【保育・幼稚園課】

B B B B
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令和７年度（Ｒ６実績値）総合戦戦略・評価検証シート

取組・指標（PLAN）

R3
年度

R4
年度

R5
年度

R6
年度

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績（DO）ランク
総括 目標値 実績値 KPI・達成率 ＫＰＩ・ランク

基本
目標

基本
方針

総合計画
との対応

具体
的取
組

No.

具体的取組 KPI 担当課 関係課 単位 評価
R6年度

KPI・個別事業の関係性・妥当性
R6年度

今後の対応
R6年度

その他・特記事項
第２期総合戦略

全体評価

教育の日関連イベン
トの参加者数

教育委員会
総務課

学校教育課 人/年
単
年

600.0 426.5 513.3 600.0 300.0 0.0 114.0 243.0 199.0 0.0% 26.7% 47.3% 33.2% E E D D

 令和６年度は、イベントの在り方について、学校や教職員の負担軽減を図る開催の
仕方に見直しを行いながら内容については、更なる充実を図っています。具体的に
は、学校にある既存資料を活用した発表にすることで、教職員等の負担軽減を図りま
す。また参加者数については、授業の一環として参加を呼びかけていたのを自由参加
という形式に見直したたこともあり、目標未達成となっています。

 令和５年度からイベントのあり方や内容について、学校や教職員の負担軽減が図る
開催の仕方に見直したこともあり、目標値の見直しも必要となっています。

来場者内訳
R６・一般（来場者含む）151名・小中学校教諭37名・協賛団体11団体
R５・一般（来場者含む）103名・小中学校教諭96名・協賛団体44団体
H28・一般（来場者含む）148名・小中学校教諭353名・協賛団体56団体

 新型コロナウイルス感染症の影響により、イベントの縮小又は中止、また、イベン
トの実施内容を変更し、教職員の負担軽減を図ったことにより、目標未達成となって
います。しかしながら、教育月間及び教育の日における関連事業の取組を行うこと
で、概ね教育の日について周知は実施できていると考えますが、今後、イベントの基
本的なあり方や実施方法の見直しを行い、地域家庭教育支援チームの参画も含め教育
の日関連イベントの全体的な見直しを行う必要があります。

就学前施設の研修へ
の参加率

保育・幼稚
園課

％
単
年

100.0 92.0 96.0 100.0 100.0 78.0 84.0 84.0 93 78.0% 91.3% 87.5% 93.0% C B B B

 市内の全保育者向けの特別支援に関することや保育の実践的な手法に関する研修会
を年5回実施していますが、研修内容によって参加率に差があり、年間を通しての参加
率で目標が未達成となりました。

 研修内容について、事後アンケートから要望のある研修内容に変更していくこと
で、保育士などが参加したいと思われる研修を開催し、目標達成を目指します。

・保育者向け研修以外にも、屋外活動の安全講習やアレルギー研修など多岐にわたる
研修内容を実施しています。
・現在、公立幼稚園及び私立保育園、認定こども園で参加率を集計しています。（年
間1回以上の参加）

 市内の保育者向けの研修会については、徐々に浸透してきており、参加率も年々上
がってきています。しかし、市民評価コメントにあるように、KPI評価が低い要因とし
て保育士不足などの理由で研修に参加しない保育園があり、100％という目標値設定に
困難さを感じています。

幼児ことばの教室 
実施箇所数

子育て支援
課

箇所
総
計

1 1 1 1 1 1 1 1 1 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 幼児ことばの教室事業について、名護市の委託を受けて名護市社会福祉協議会が実
施する事業であるため、安定的に事業が実施され目標が達成されました。

 幼児ことばの教室事業について、名護市の委託を受けて、名護市社会福祉協議会が
実施する事業であるため、個所数の増減ではなく、継続的な運営を目指します。

 委託先の名護市社会福祉協議会において、安定的、継続的な運営がなされました。

①
青少年の健全育成に向けた取
組 の充実
【地域力推進課】【各支所】

D B A B

青少年健全育成市民
一斉行動意識啓発動
画視聴回数（累計）  
  

地域力推進
課

屋部支所 回/年
単
年

1,459.0 859.0 1,159.0 1,459.0 1,823.0 527.0 828.0 1535.0 1412.0 36.1% 96.4% 100.0% 96.8% D B A B

 青少年へ直接的に広く広報周知を図るため、ラジオドラマの制作と市内全中学校、
高校への配布を行いました。実績値は、配布を行った学校の内、校内で放送を実施し
たと報告を受けた学校のみの数値となっており、実際はより多くの学校が放送を実施
して頂いているものと考えています。
 対象の年代に直接的に意識啓蒙活動を実施することが出来るため、効果的と考えま
す。ただし、実績値については、もう少し正確に把握する方法を検討する必要があり
ます。

 令和７年度も同様に、テーマに沿ったラジオドラマを制作し、対象の年代へ広報周
知を行います。実績値に把握については、一斉行動の対象期間後に、放送の有無につ
いて直接聞き取りを実施し、正確な数値の把握に努めたいと思います。

 期間当初は、啓発動画を作成し、その動画の再生数を実績値としていましたが、再
生数を延ばす取組みが想定以上に困難であり、効果が得られませんでした。
 令和５年度より、より直接的に対象年代へ周知できるようラジオドラマを制作し、
対象小中高校において、放送して頂く方法に変更しました。これにより、効果的な意
識啓発活動が実施出来ています。青少年に関わる問題は多種多様であり、テーマを変
えながら引き続き取り組んでいきたいです。

②
地域の子どもは地域で育て
る
【地域力推進課】

C C B B
子どもの家箇所数
（累計）（再掲）

地域力推進
課

箇所
単
年

20.0 17.0 18.5 20.0 18.0 12.0 13.0 15.0 17.0 60.0% 76.5% 81.1% 85.0% C C B B

 当事業は、地域の子育て支援サポーターの協力のもと、放課後に児童の居場所を確
保し、見守りを行う事業です。今年度は、以前より開設の要望のあった、瀬喜田小学
校区や真喜屋小学校区で新たな子どもの家を開設することができました。また、安和
小学校区においては、新年度の開設に向けて調整を行っています。
 引き続き地域の要望に沿った子どもの家の運営について、取り組んでいきます。

 令和７年度より、主管課が子育て支援課に変更となります。学童や放課後児童クラ
ブ等との施策連携が行いやすくなるため、包括的に子育て支援に寄り添った取り組み
が期待されます。
 新規開設した子どもの家の運営支援や子育て支援サポーターの確保など、引き続き
取り組む必要があります。

 本事業の趣旨は、地域の子どもを地域で見守ることであり、地域の子育て支援サ
ポーターの協力のもとに事業を実施しています。委託先である子育て支援塾と連携し
ながら、地域の要望に沿った子どもの家の運営が出来ているため、引き続き地域の要
望に沿った子どもの家の運営に取り組みたいです。

③

体験学習等の推進による人
材育成事業の充実
【地域力推進課】【各支
所】

E A B B

ふるさと・未来・絆
リーダー研修の参加
者の実施前と実施後
アンケートによる意
識変容度

地域力推進
課

屋部支所
久志支所

％
単
年

100.0 50.0 75.0 100.0 100.0 0.0 87.5 60.1 81.25 0.0% 100.0% 80.1% 81.3% E A B B

 研修事業の事後アンケートにおいて、本人と保護者からアンケートを実施していま
す。学校、家庭以外の新しい環境や年代の異なる子どもたちとの係わりの中で、自己
の成長を感じている傾向が高いです。

 引き続き、学校や家庭では体験できない経験を提供できるよう、研修内容のブラッ
シュアップを行いながら、より効果がある事業を実施していきたいです。

 令和３年度はコロナ感染症の影響で事業を実施出来ませんでしたが、令和４年度か
ら事業を再開し、毎年、良い反響を頂いています。ただし、事業の中で県外研修を実
施する年と実施しない年があり、県外研修を実施しない年の効果が低い傾向がありま
す。県外研修がない年においても、効果的な取り組みを行えるよう、事業の内容を検
討する必要があります。

沖縄県学力到達度調
査（中２）における
平均正答率（県と市
との差） 国語

学校教育課
ポイン

ト
単
年

0.0 1.8 0.9 0.0 0.0 3.0 2.4 0.7 3.4 16.7% 66.7% 100.0% 5.6% E C A E

 授業改善への取り組みや各種支援員の配置、特別支援教育の充実、GIGAスクール構
想やキャリア教育の取り組み、教職員の負担軽減等を行い、学校教育内容の充実に努
めてきましたが、目標値には達しませんでした。今後、子どもの学びの姿に基づく組織
的授業改善の推進に努めます。

 引き続き取組を進めていくことで目標の達成を目指します。  第２期において、各種支援員と連携を図った授業改善の推進、特別支援教育やGIGA
スクール構想の充実、教職員の校務等に係る負担軽減に取り組みました。ですが、ま
だ目標値に到達ができていません。引き続き、学校・家庭・地域と連携協力し、取り
組みを推進していきます。

沖縄県学力到達度調
査（中２）における
平均正答率（県と市
との差） 数学

学校教育課
ポイン

ト
単
年

0.0 2.1 1.0 0.0 0.0 5.0 6.4 3.4 3.1 -22.0% 0.0% 22.8% 24.4% E E E E

 授業改善への取り組みや各種支援員の配置、特別支援教育の充実、GIGAスクール構
想やキャリア教育の取り組み、教職員の負担軽減等を行い、学校教育内容の充実に努
めてきましたが、目標値には達しませんでした。今後、子どもの学びの姿に基づく組織
的授業改善の推進に努めます。

 引き続き取組を進めていくことで目標の達成を目指します。  第２期において、各種支援員と連携を図った授業改善の推進、特別支援教育やGIGA
スクール構想の充実、教職員の校務等に係る負担軽減に取り組みました。ですが、ま
だ目標値に到達ができていません。引き続き、学校・家庭・地域と連携協力し、取り
組みを推進していきます。

自分にはよいところ
があると答えた児童
生徒の割合（自己肯
定感）

学校教育課 ％
単
年

81.4 79.2 80.3 81.4 81.4 77.0 80.6 85 84.9 94.6% 100.0% 100.0% 100.0% B A A A

 今年度も生徒指導の４つのポイントを生かした授業づくりや地域・企業と連携した
キャリア教育の充実を図った結果、目標値を上回る結果となりました。

 引き続き取組を進めていくことで目標の達成を目指します。  令和４年度以降３年連続して、目標値の達成ができています。今後も引き続き子こ
ども自己肯定感を育む充実した取り組みを推進していきます。

将来の夢や目標を
もっていると答えた
児童生徒の割合

学校教育課 ％
単
年

80.0 77.5 78.7 80.0 80.0 76.0 73.9 72.2 75.9 95.0% 95.4% 91.7% 94.9% B B B B

 授業改善やキャリア教育の充実に努めてきた結果、目標値には達しなかったもの
の、前年度に比較して目標値に近づいています。今後、家庭、地域と連携協力を図り
児童生徒が夢や目標をもてる教育活動の充実に努めていきます。

 引き続き取組を進めていくことで目標の達成を目指します。  毎年、目標達成率が90％以上であるものの目標値の達成はあと一歩というところで
す。今後、学校、家庭、地域と連携協力を図り児童生徒が夢や目標をもてる教育活動
の充実に努めていきます。

授業で、課題の解決
に向けて、自分で考
え、自分から取り組
んでいたと答えた児
童生徒の割合（学習
意欲）

学校教育課 ％
単
年

83.0 81.6 82.3 83.0 83.0 80.0 79.5 75.4 79.5 96.4% 97.4% 91.6% 95.8% B B B B

 主体的に学習に取り組む態度の育成を図る授業改善に取り組み、目標値には到達で
きませんでしたが、昨年度から4.1％向上しています。引き続き生徒が授業で問いを持
ち、課題解決の場面がある授業改善を推進していきます。

 引き続き取組を進めていくことで目標の達成を目指します。  毎年、目標達成率が90％以上であるものの目標値の達成はあと一歩というところで
す。今後、主体的に学習に取り組む児童生徒の育成について、学校、家庭、地域と連
携協力を図り取り組みます。

支援員の配置や校務
支援システムの導入
により業務が軽減さ
れ児童生徒と向き合
う時間が増えた教員
の割合

学校教育課 ％
単
年

80.0 40.0 60.0 80.0 80.0 0.0 37.3 41.8 55.4 0.0% 93.3% 69.7% 69.3% E B C C

 支援員の配置や校務支援システムの導入により、教職員の負担軽減に取り組んでお
り、徐々に勤務時間が減少してきているものの、まだ目標値には届いていません。校
務支援システムの操作に慣れていくことで更なる軽減が図られると共に、これまで紙
文書での保存であったものの電子化を進め、引き続き支援員を配置し教職員の負担軽
減に取り組んでいきます。

 引き続き取組を進めていくことで目標の達成を目指します。  目標には達していませんが、教職員の働き方改革の推進については、支援員の配置
や校務支援システムの導入以外にも様々な要因があることから、これら以外の取組も
進めながら目標の達成に取り組みます。

「名護市教育情報化
推進計画」に基づく
整備の進捗率  

学校教育課 ％
総
計

94.0 90.0 92.0 94.0 94.0 91.0 91.0 93.0 94.0 62.5% 100.0% 100.0% 100.0% C A A A

 児童生徒の学習用端末を活用した学習活動を展開する個別事業の「GIGAスクール構
想推進事業」が効果的に機能しています。

 名護市教育情報化推進計画は国が定める「学校のICT環境整備計画」を参考にしてお
り、今後もその方針に沿った形で続伸させる必要があります。

 事業の効果的な展開は、教職員の資質向上のための研修や支援体制の充実が深く結
びついているものと考えます。

GIGAスクールの全国的な展開により、学校ICTに関する重要度、地域社会の理解度、
関心度が高まったことにより、効果的な推進ができました。今後の社会からの要請に
応えるべく、さらなる充実へ向かう必要があります。

市立小中学校コミュ
ニティ・スクール導
入率

学校教育課 ％
総
計

100.0 67.0 83.5 100.0 100.0 76.0 100.0 100 100 63.6% 100.0% 100.0% 100.0% C A A A

 計画的に各校へ導入し、令和４年度市立小中学校全校へ導入完了し、目標は達成し
ています。

 引き続き、関連施策と連携しコミュニティ・スクールの推進を図ります。  計画通り名護市立全小中学校において学校運営協議会（中校区）を設置でき目標を
達成できました。市民評価との差については、コミュニティ・スクールが沖縄県内設
置率が32％（R6）のため、毎年先生方の異動により学校での理解度が進まない傾向が
あり、合わせて保護者や地域への周知・理解促進に課題があることから低くなってい
ると考えられます。

地域や社会をよくす
るために何をすべき
か考えることがある
と答えた児童生徒の
割合 

学校教育課 ％
単
年

60.0 55.2 57.6 60.0 80.0 52.0 47.4 73 79.1 86.7% 85.9% 100.0% 100.0% B B A A

 コミュニティ・スクールの推進により、総合学習をはじめ各教科において児童生徒
が地域社会とかかわる機会が創出され地域への愛着や地域貢献意識が高まっており、
目標値を達成できました。

 引き続き取組を進めていくことで目標の達成を目指します。  年々、実績値が上がっており、学校の地域資源や人材活用の連携があると考えられ
ます。市民評価の差については、保護者や地域への取組周知が十分ではないことと、
保護者や地域が望む連携の在り方に差があることが考えられます。

「名護市学校施設長
寿命化計画」に基づ
く施設整備の進捗率
(R2～R6まで２棟の
長寿命化改良の実施)

教育施設課 ％
総
計

100.0 11.1 44.4 100.0 120.2 0.0 11.1 36.4 111.1 0.0% 100.0% 82.0% 100.0% E A B A

 令和６年度については、目標を達成できました。
 稲田小学校長寿命化改良事業において、令和５年度に実施した耐力度調査の結果、
評価点数が基準値を下回ったため、令和６年度に耐震診断を実施することになりまし
た。令和６年度の発注件数は５件→６件に増加したため、実績値が増加しました。

 計画どおり実施していきます。
 令和７年度についは、稲田小学校13号棟の改修設計を実施します。

 令和６年度に稲田小学校13号棟で耐震診断業務が追加となったことから、目標値と
実績値に差が生じました。事業は１年延長する形となりましたが、学校運営にも影響
はなく、計画どおりに進捗しています。

「名護市屋外教育環
境整備計画」に基づ
く施設整備の進捗率
(R2～R6まで４施設
のグラウンド整備の
実施)  

教育施設課 ％
総
計

100.0 71.5 85.8 100.0 100.0 0.0 71.5 85.8 100 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% E A A A

 事業は計画通り進捗しているため、今年度も目標値を達成できました。  計画どおり実施していきます。
 令和７年度についは、大宮小学校の屋外教育環境整備工事、瀬喜田小学校の測量設
計を実施します。

 特に遅れは無く、計画どおりに進捗しています。

「名護市学校施設ブ
ロック塀等安全対策
整備計画」に基づく
施設整備の進捗率(R2
～R6まで延長Ｌ＝
887.6ｍのブロック塀
等安全対策の実施)

教育施設課 ％
総
計

100.0 33.3 77.7 100 100.0 0.0 33.3 66.6 88.9 0.0% 100.0% 85.7% 88.9% E A B B

 令和６年度については、目標を達成できました。  計画の通り実施していきます。
 令和７年度は、羽地小学校の改修工事（その１）を実施します。

 特に遅れは無く、計画どおりに進捗しています。

教
育
と
幼
児
教
育
の
充
実

庭
教
育
と
幼
児
教
育
の
充
実

①
家庭や地域の教育力の向上
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②
地域とともにある学校づくり
【学校教育課】
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③
教育環境の充実
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①
学校教育内容の充実
【学校教育課】
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令和７年度（Ｒ６実績値）総合戦戦略・評価検証シート

取組・指標（PLAN）

R3
年度

R4
年度

R5
年度

R6
年度

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績（DO）ランク
総括 目標値 実績値 KPI・達成率 ＫＰＩ・ランク

基本
目標

基本
方針

総合計画
との対応

具体
的取
組

No.

具体的取組 KPI 担当課 関係課 単位 評価
R6年度

KPI・個別事業の関係性・妥当性
R6年度

今後の対応
R6年度

その他・特記事項
第２期総合戦略

全体評価

給付型奨学金給付人
数

教育委員会
総務課

人/年
単
年

5.0 4.5 4.8 5.0 5.0 4.0 5.0 2 2 80.0% 100.0% 42.1% 40.0% B A D D

 令和６年度は、5名の枠に対して2名の新規給付決定のため、前年度同様目標未達成
となっています。

 令和5年度中に取扱要綱改正により給付基準を引き下げたが、令和5年度は追加募集
を行っても枠が埋まりませんでした。令和6年度においても３名の内定後に１名辞退が
あり枠が埋まりませんでした。再度給付条件等を見直し、取扱要綱の改正が必要と考え
ます。併せて、周知広報の仕方を検討し、目標値を達成したいです。

 他給付型との併給ができないため他奨学金を利用するために申請数が減っているこ
とも考えられます。今後は、その研究も必要ではないかと思慮します。

 令和５・６年度の受給者は減っていますが、令和７年度の受給者数は４人に増加し
ている現状もあります。給付を受ける方からの評価の声も大きいため、事業の必要性
は大きいものと考えます。今後は事業を継続しつつ制度の見直しも検討し、受給希望者
を増やし、更なる充実を図っていきたいです。

学校給食施設の再整
備状況 

教育委員会
総務課

教育施設課 箇所
総
計

1.0 0.5 0.8 1.0 1.0 0.0 0.5 0.8 0.9 0.0% 100.0% 100.0% 90.0% E A A B

 令和６年度中の完成に向け取組んでいた名護第一学校給食センター整備について、
建築工事の進捗中に2階機械室へ設置予定の機器（外調機）の高さが納まらないことが
判明し、設計変更が必要となったため工事が一時中断し、令和６年度中に完了するこ
とができず、令和７年度へ繰越となっています。

 令和７年度の完成に向け整備を進めます。  長年の懸案事項であった学校給食施設整備について、令和３年度より第一学校給食
センターの整備事業が進捗し、同年に実施設計完了、令和４年度から令和５年度で造
成工事完了、令和６年２月より建設工事に着手することができました。
 令和６年度中の整備完了を計画していましたが、設計変更が生じた影響により令和
７年度へ繰越となっています。

市女性会会員数  
地域力推進
課

屋部支所
久志支所

人
総
計

136.0 136 136 136 136 136 128 90 45 100.0% 94.1% 66.2% 33.1% A B C D

 久志支部女性会の解散や単位女性会の解散等により、女性会の会員数の減少となっ
ている。研修会への講師の派遣や相談業務において組織の在り方について支援を行っ
ているが、会員数の減少を止めることが出来ていない。

 女性会の活動の在り方等、女性会に寄り添いながら共に考えていきたい。必要であ
れば、研修の実施やイベントの実施など、連携して取り組んでいく。

 女性会活動の活性化について効果的な取り組みを実施する事は出来ず、女性会会員
が減少する結果となっています。女性会の団体の在り方や活動内容について、共に考
えて支援する必要があります。

市子ども会育成連絡
協議会加盟団体数

地域力推進
課

屋部支所
久志支所

団体
総
計

4.0 4 4 4 4 3 1 2 2 75.0% 25.0% 50.0% 50.0% C E D D

 各区へのヒアリングや市子連の周知活動、市子連40周年事業での連携を図ったが、
加盟団体数の増加には至らなかった。まだまだジュニアリーダーの活動等の周知が効
果的に行われていないことが原因のひとつと考えられる。

 市子連として、加入している会員のニーズに沿った活動を実施していくとともに、
活動内容を広く周知するためにイベントへの参加や単位子ども会へジュニアリーダー
が共に活動を実施する場を作る等、市子連の活動の周知に取組み、加盟団体の増加を
目指す。

 市子連の活動として、ジュニアリーダーの育成は、メンバーも増え活動も充実して
きている状況があります。一方、加盟団体が、なかなか増えず２団体に留まっていま
す。ジュニアリーダーの活動を広く知ってもらうための取組みの必要性を感じていま
す。

市青年ネットワーク
連合会加盟団体数

地域力推進
課

屋部支所
久志支所

団体
総
計

9.0 9 9 9 9 9 9 9 9 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 加盟団体の減少は見られず、維持できている。ただし、団体の主要事業である名護
市青年エイサー祭りに注力するあまり、各地域の青年会活動については、実施できて
いない状況がある。

 名護市青年エイサー祭りについては、引き続き開催し、団体の周知活動や新たな青
年会の加入促進を支援する。また、地域の青年会活動についての取組みについては、
団体役員と協議しながら、取り組んでいけるように図りたい。

 加盟団体の減少は見られず、維持できています。ただし、団体の主要事業である名
護市青年エイサー祭りに注力するあまり、各地域の青年会活動については、実施でき
ていない状況があります。地域の青年会活動に関する取組みについて、団体役員と協
議しつつ支援する必要があります。

名護中央公民館講座 
参加者数

地域力推進
課

人/年
単
年

850.0 835.5 842.8 850.0 850.0 635.0 1,000.0 513 1,058 74.7% 100.0% 60.9% 100.0% C A C A

 天候不良等に左右されることもなく、ほぼ年間計画通りに講座を開催することがで
きました。老若男女問わずご参加いただき概ね好評でした。

 市民が要望する講座を把握するために、今回初めて名護市公式LINEを活用し、「公
民館講座に関するアンケート」を実施しました。今後はアンケート結果を参考にしな
がら講座計画の作成、実施を行っていきます。
 さらに、市内の生涯学習支援施設等との連携及び公民館講座の充実を目的に、他施
設が開講している講座を調査し、内容の重複がないか、共同開催が可能なのか等の精
査・検討を引き続き行っていきます。

 前年度と比較し講座参加者が増加した理由は、２月に実施した「素敵な明日を目指し
てスキンケア＆マナー講座」を市内３つの高等学校にて実施しており、参加者が563名
増となりました。

 令和４年度、令和６年度は目標値を達成しています。目標値を達成した理由は、達
成年度の講座に市内小学校、高等学校での実施が含まれており、必然的に児童・生徒
数が参加者数に反映されるからです。今後はこの状況を考慮した目標値設定がよいと
考えられます。
 講座内容については、参加者アンケートから概ね好評を得ており、今後も社会教育
指導員と連携し講座を提供していきます。しかしながら内容のマンネリ化も指摘されて
いるため、今年度実施したアンケート結果を基に、市民の意見を反映した講座企画や
新たな試みとして他部署・他施設との共同開催等を検討していく必要があります。

中央公民館サークル
団体数 

地域力推進
課

団体
総
計

50.0 49.0 49.5 50.0 50.0 50.0 37.0 39.0 34.0 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% A E E E

 公民館講座からサークル団体設立に繋がったサークルが１つあり、現在に至るまで
活動を行っています。ただし、退会した団体が５つあり、退会の理由としてはサーク
ル会員の高齢化、講師不在による活動休止、他施設への活動拠点の変更、他サークル
との統合が挙げられます。

 名護中央公民館の存在、活動内容を知らない方が多く、知名度向上を最優先に取り
組むように努めると同時に、サークル活動の広報支援とし、ホームページの整理、当
市オーロラビジョンでのサークル紹介を行うほか、名護市社会福祉協議会主催の「名
護福祉まつり」へ名護中央公民館紹介ブース出展等を行っていきます。

 初年度と比較し16団体の減少となっており、目標値の設定には至りませんでした。
要因としては、コロナ渦が明けサークル活動の再開となった令和３年度から令和４年
度にかけ、サークル会員の高齢化、コロナ渦による外出、集会控えが課題となり13団
体が退会となったためです。現在まで35団体前後を保っていますが、現時点でサーク
ル会員の平均年齢が、62 才となっているため、今後サークル会員の高齢化に伴う減少
が予想されます。高齢者のみならず、若年層や子育て世代、働き世代にも中央公民館
の存在、サークル活動の周知広報が必要です。目標値についても再度検討が必要とな
ります。
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コミュニティ活動の充実
【地域力推進課】【各支所】

B B B C
コミュニティ基盤強
化補助事業 補助団
体数 

地域力推進
課

久志支所 団体
単
年

10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 11.0 11.0 12 13 90.9% 90.9% 83.3% 76.9% B B B C

 これまで12区に対し補助金交付していましたが、区加入者の減少や物価高騰等の影
響を受け、区の運営費が逼迫している状況があり、令和6年度は、財政難を理由に助成
団体がさらに1区、増えたことにより目標未達成となりました。
 また、コミュニティ基盤強化補助事業の補助額確定については、申請団体より「助
成金の査定方法においてもっと各区の実情を反映してほしい」との声が上がってお
り、査定方法の見直しが課題となっています。

 助成団体へ補助金の目的を改めて認識させ自立化を目指した取り組みを支援しま
す。
 補助金助成区を対象に収入財源の増加や不用な事業の廃止など、時代のニーズに適
した体制づくりや事業の整理について支援を行い助成団体の財政運用の健全化を促し
ます。

これまで慣例的に助成を受けてきた団体については、補助金に頼らない自立した運営
に向け、財政健全化を促す必要がある。また、これまで助成の対象とならなかった団
体も収入減による財政難が課題となっており、助成を求める団体が増加する傾向にあ
ることから、並行して新たな団体への助成も検討する。

 初年度と比較して助成対象となる団体数が年々増加している傾向にあります。
 地域活動が停滞している理由としては、コロナ禍に伴う長期的な活動制限による住
民の地域離れが大きく影響しています。また、少子化や高齢化、過疎化の課題も要因
となっており、依然として伐根的な解決策が見いだせておらず、今後とも助成を継続
する必要があります。

①
生涯スポーツの充実
【文化スポーツ振興課】

E B B B
県民体育大会年間参
加者数

文化スポー
ツ振興課

人/年
単
年

400.0 390.5 395.3 400.0 400.0 0.0 350.0 378 376 0.0% 89.6% 95.6% 94.0% E B B B

 目標値の県民体育大会年間参加者数400名を超えることができませんでしたが、コロ
ナ禍を経て令和４年度から県民体育大会が再開し3年目にあたり、以前のように恒例行
事として大会参加者が戻りつつあります。

 コロナ化を経て、直近3年の参加者数については増加してきているので、更により多
くの市民が、大会の各種目にチャレンジしたり、気軽にスポーツに親しめる環境づく
りに取り組んでいきます。

 コロナ禍では各スポーツ大会が思うように実施できない状況にありました。コロナ
禍を経て、新たな価値観や生活スタイルへと変化が起きた中、スポーツへの市民の取
り組み方や意識の形が以前とは変化してきています。目標値には届いていませんが、
様々な変化があった間、後年３年間で参加者数が増えてきたのは、関係者との連携を
密にし、ニーズの把握と事業への反映ができた結果と考えます。

②
夢を育む競技スポーツの推進
【文化スポーツ振興課】

B A A A
トップアスリートに
よるスポーツ教室年
間開催件数

文化スポー
ツ振興課

回/年
単
年

12.0 8.0 10.0 12.0 12.0 10.0 10.0 11 12 83.3% 100.0% 100.0% 100.0% B A A A

 関係団体との連携により、順調に事業を実施しており、目標を達成しています。  開催後の参加者アンケートや関係団体等へのヒアリングを基に、当該事業へのニー
ズを把握し、様々な競技分野を取り入れながらスポーツ教室の充実を図ります。

 沖縄県という地理的な要因もあり、トップレベルの競技観戦やトップアスリートと
の接点が少ない状況にある市民に対して、トップアスリートと交流できる事業を実施
できました。年々、実施件数も増えてきており令和6年度実績では目標値を達成できま
した。

スポーツ施設の利用
者数（21世紀の森体
育館、名護市陸上競
技場、名護市Ｂ＆Ｇ
海洋センタープー
ル、真喜屋運動広
場、羽地ダム多目的
広場 ）

文化スポー
ツ振興課

人/年
単
年

132000.0 115,910.0 123,955.0 132,000.0 200,000.0 102,902.0 200,905.0 173,559 228,698 78.0% 100.0% 100.0% 100.0% C A A A

 前年度に施設（名護市Ｂ＆Ｇ海洋センタープール）の大型修繕も完了しており年間
を通じて閉館することなく営業できました。また、その他の施設も管理者と関係者の
連携により、利用者が順調に増え、目標値を達成しています。

 施設の適切な維持管理に努め、利用者が安全安心に使用できる環境づくりを指定管
理者と連携しながら進めていきます。

 コロナ禍では各スポーツ大会が思うように実施できない状況にありました。コロナ
禍を経て、新たな価値観や生活スタイルへと変化が起きた中、スポーツへの市民の取
り組み方や意識の形が以前とは変化してきています。様々な変化があった間、後年３
年間で施設利用者数が増えてきたのは、関係者との連携を密にし、ニーズの把握と事
業への反映ができた結果と考えます。

名護市営球場（タ
ピックスタジアム名
護）の利用者数  

維持課 人/年
単
年

31800.0 22,910.0 27,355.0 31,800.0 44,000.0 18,322.0 36,943.0 40,140 36,269 57.6% 100.0% 100.0% 100.0% D A A A

 スポーツ合宿が令和5年度より減少したことにより、利用人数が減少しましたが、目
標の利用者数は達成することができました。

 引き続き関係部署と連携し、施設の利用拡大を図ります。  新型コロナウイルス感染症の影響により、野球大会や大学合宿等の中止となったた
め、利用が減少した年度もありましたが、新規の団体等の利用が増加したことによ
り、全体的に目標の利用者数を大幅に超えることが出来ました。

①
①伝統文化の継承と歴史的資
料・文化財の保全・活用
【文化課】

C A A A
埋蔵文化財に関する
教育普及活動の実施
回数

文化課 回/年
単
年

5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 3.0 10.0 8 8 60.0% 100.0% 100.0% 100.0% C A A A

 埋蔵文化財に関わる教育普及活動を目的とする文化庁補助事業「埋蔵文化財活用事
業」を実施しており、その中で学校への出前授業や企画展（於：博物館・中央図書
館）、講演会を開催するなどの取り組みを行い、概ね好評を得ております。中央図書
館で開催した企画展については、開催期間終了後も展示を続けたい旨の要望があるな
ど、当該事業での取り組みが継続的な教育普及活動の実施にもつながっております。

 文化庁補助事業「埋蔵文化財活用事業」を今後も継続実施して教育普及活動に取り
組み、引き続き目標の達成に努めます。

 文化庁補助事業については、活用事業とあわせて「名護市内遺跡詳細分布調査」を
継続実施し、埋蔵文化財の保護に努めます。また、令和７年度には安和与那川原遺跡
及びキャンプ・シュワブ内の思原遺跡について記録保存調査を実施します。
 また、今後も埋蔵文化財のほか、指定文化財についても保護・活用を図るととも
に、文化財指定候補物件の調査を継続して実施し、地域の歴史的・文化的財産の保全
に努めるなど、市民の文化活動に資するよう取り組んでまいります。

 令和４～６年度を通じてKPIの目標値は達成できていますが、市民コメント欄にも指
摘があるとおり、対象が「埋蔵文化財に係る教育普及」というごく限られた範囲にと
どまることから、市民全体に対する満足度には現れにくい状況となっております。新
規計画策定の際には、「埋蔵文化財」に限らず広く文化財全般に係る教育普及活動を
対象にし、一般・児童生徒向けに名護市の歴史文化の普及啓発に努め、その保護にも
繋げていく取組みを実施します。

②
博物館運営の充実
【博物館】

E C A B
新名護博物館（令和
５年３月開館予定）
の利用者数

博物館 人/年
単
年

32,000 2,666 24,000 32,000 36,500 0 2,017 36489 27,274 0.0% 75.7% 100.0% 85.2% E C A B

 令和５年５月に新館がグランドオープンしてから運営２年目にあたるが開館直後の
話題性が落ち着き、R5年度よりは利用者数が減少しました。R5年度と比較して、一般
利用率を増加させるための広報周知が十分ではなかったと考えますが、学校関係者の
認知度は高まり教育・学習活用率が増加し、児童・生徒・学生の利用者数は増加した
ため、目標値に近い成果が得られました。

 魅力ある常設展示を展開し、企画展示室、体験学習室及びワークショップ棟を使用
し、企画展及び講座等の実施により利用者数の増加を図ります。
 ホームページやSNSなどのデジタルコンテンツ活用により、市内外へ広く当館の情
報提供を行い、利用者数の増加を図ります。
 施設利用を促進する広報周知にも力を入れ、利用率増加を図ります。
 常設展、企画展及び講座について、北部圏内の教育機関または関係団体と連携を図
りながら、地域住民に向けて情報提供するとともに、関係部署と意見交換し当該施設
について観光客への効果的な情報発信の仕組みを検討並びに修学旅行等誘致に努めて
いきます。

 新館がオープンしたR５年度からR６年度にかけて利用者数の減少は見られました
が、KPIの達成率は高い状況です。引き続き目標値の維持向上を目指して課題の整理と
対応策の実行を図っていきます。
 「利用者数」は興味・関心と関連性が高い要素であると捉えているため、博物館に
おけるKPIの継続設定は必要であると考えます。市民評価にある「利用満足度」をKPI
として設定することについては、指標の内容を今後検討していきたいです。

年間図書総貸出件数
（中央図書館、移動
図書館、羽地地区セ
ンター図書室の総
計）

中央図書館 件/年
単
年

280,000 251,692 265,846 280,000 280,000 234,685 252,744 251,877 252,783 83.8% 100.0% 94.7% 90.3% B A B B

 令和６年度は目標値には届きませんでしたが、前年度の貸出件数は906件上回りまし
た。また、電子図書館も本格的に稼働し、電子書籍の貸出回数は3259回ありました。
システム更新のために３週間ほど開館日が減ったにもかかわらず、それでも貸出が伸
びたのは、ブックスタート事業を羽地地区センターでも開催して図書館のPRに努めた
ことや移動図書館で積極的に予約やリクエストを受付し、本を提供したことなどによ
ると考えています。

 利用者から寄せられる「調べてほしい」、「調べ方を教えてほしい」という声に応
じるレファレンスサービス、所蔵検索や書架への案内をする「読書案内サービス」の
受付件数が増加しており、継続して幅広い分野の図書の選定、購入に努めることで
サービスの充実及び貸出の増加につなげ、目標の達成を目指します。

年間図書総貸出件数（中央図書館、移動図書館、羽地地区センター図書室の総計）
 内訳
（R６年）：本館 213,196件、羽地 7,649件、移動図書館 31,938件 総件数 252,783件 
（R５年）：本館 213,271件、羽地 8,701件、移動図書館 29,905件 総件数 251,877件
電子図書館利用統計
閲覧回数 9551回 貸出回数 3259回

 目標を達成することはできませんでしたが、継続して中央図書館、羽地地区セン
ター図書室、移動図書館の資料の充実に努めたこと、開催事業の充実に努めたことが
貸出の減少を食い止めていると考えています。
学校司書と連携して名護市子どもの読書活動推進計画の改定や名護市推薦図書100の改
定にも取り組み、公開の準備を進めています。
一定の水準の図書館サービスの提供はできていると考えます。

図書館年間来館者数
（中央図書館） 

中央図書館 人/年
単
年

160,000 120,602 140,301 160,000 160,000 71,537 118,170 135,334 140,222 44.7% 98.0% 96.5% 87.6% D B B B

 目標値には届いていませんが、来館者数は微増しています。ブックスタート事業や
おはなし会、講演会などの事業が図書館の良いPRとなっていると思われます。館内で
じっくりと読書をする利用者の姿も見受けられ、滞在型の図書館として認知されてい
ると考えています。

 ブックスタート事業による図書館利用促進PRや、開催事業の内容充実を図り、目標
達成を目指します。

 毎週のおはなし会、年３回の特別おはなし会、年１０回前後の講座等の開催、定例
の上映会、ブックスタート事業の実施など、利用促進につながる取り組みを継続して
行ってきたことが、来館者の増加につながっていると考えます。また、コロナ感染症
拡大防止のために制限していた公開書庫の利用も再開しており、一定の水準の図書館
サービスの提供はできていると考えます。

④
芸術文化の振興
【文化スポーツ振興課】

D A B A

自主芸術文化事業の
実施回数（自主事
業・子ども芸術支援
事業・アウトリーチ
事業含）

文化スポー
ツ振興課

年/回
単
年

40.0 32.5 36.3 40.0 40.0 14.0 50.0 33 43 35.0% 100.0% 91.0% 100.0% D A B A

 関係団体との連携により、順調に事業を実施しており、目標を達成しています。
 これまでは、小中学校を中心に自主事業（アウトリーチ事業）を行ってきました
が、令和6年度から地域住民や教育機関等新たな場所へ出向いたことが新規顧客獲得に
つながり、目標を上回る実績の要因となりました。
 令和6年度より「ダンスバトルin NAGO」を新規に開催し、ダンス愛好者の芸術作品
の発表の場を提供したこと、さらに多数の来場者が見込める「福祉祭り」を同時開催
することによる相乗効果が目標を上回る実績の要因となりました。

 地元アーティストを育成し、名護市芸術文化の振興につなげていきます。
 沖縄県唯一のプロオーケストラ「琉球交響楽団」等芸術関連団体と名護市との協力
体制を強化し、文化芸術の振興を促進していきます。

 コロナ禍では貸館業務や自主事業が思うように実施できない状況にありました。コ
ロナ禍を経て、新たな価値観や生活スタイルへと変化が起きた中、芸術活動への意欲
など市民の取り組み方や意識が以前より増しています。様々な変化があった中、施設
利用者数、自主事業数が増えてきたのは、関係者との連携を密にし、ニーズの把握と
事業への反映ができた結果と考えます。

⑤
生涯学習機会の情報提供と生
涯学習施設等の連携充実
【地域力推進課】

D D D D

名護市ホームページ
における生涯学習施
設等（中央公民館・
市民会館・文化課・
図書館・博物館）の
ページ閲覧数   

地域力推進
課

回/月
平均

単
年

9700.0 6,575.0 8,137.5 9,700.0 9,700.0 4,019.0 3,567.0 2986.0 4421.0 41.4% 54.3% 36.7% 45.6% D D D D

 名護市ホームページにおける生涯学習施設の閲覧数の割合が、中央公民館
（1.7％）、市民会館（8.1％）、中央図書館（36.8％）、博物館（51.8％）、文化課
（1.6％）となっており中央公民館及び文化課のホームページへのアクセスが極端に少
ない状況です。要因としては、ホームページが見づらく、更新頻度が乏しいことに加
え、他の生涯学習施設との連携が取れていない状況です。

 市民のひろばやホームページのみならず、市SNSを活用し、引き続き生涯学習に関
する情報を適宜提供していきます。

 閲覧件数については、すべての年度で目標値を達成することができませんでしし
た。要因としては、情報発信はツールがホームページのみならず、市SNSの活発な利
用が見受けられます。そのため、KPIの設定についても現状を考慮し、設定することが
必要と考えます。
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③
図書館機能の充実
【中央図書館】
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令和７年度（Ｒ６実績値）総合戦戦略・評価検証シート

取組・指標（PLAN）

R3
年度

R4
年度

R5
年度

R6
年度

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績（DO）ランク
総括 目標値 実績値 KPI・達成率 ＫＰＩ・ランク

基本
目標

基本
方針

総合計画
との対応

具体
的取
組

No.

具体的取組 KPI 担当課 関係課 単位 評価
R6年度

KPI・個別事業の関係性・妥当性
R6年度

今後の対応
R6年度

その他・特記事項
第２期総合戦略

全体評価

①
国際交流の促進
【企画政策課】

D C A B
名護市国際交流協会
の活性化（個人会員
数）

秘書交流課 人
単
年

150.0 133.5 141.8 150.0 150.0 53.0 104.0 144.0 147.0 35.3% 77.9% 100.0% 98.0% D C A B

 国際交流協会会員数は147名となり、目標値まで僅か3名及びませんでした。
国際交流協会主催の事業は技能実習生、地元学生などの参加を促すため、非会員でも
参加可能としている事から、潜在的にはもっと多い状況です。

 会員獲得に向けてSNS等での情報発信を強化します。  国際交流協会会員数のカウントは入会費年間（年度）2,000円を支払いしている会員
数を記載しています。学生会員（中学から専門学校・大学等）は無償としているため
12名は含まれません。

 協会の設立趣旨である「諸外国の人々との交流を促進し、国際性豊かな名護市のま
ちづくりに寄与する」に賛同し個人会費を支払い入会する方が少なく、個人会員は主
に語学教室受講が目的となっているため、KPIの会員数が国際交流推進に直結しませ
ん。海外友好都市やJICA草の根技術協力事業（タイ王国クラビ市）、海外移住者子弟
等研修生受入事業を秘書交流課では実施しており、今後KPIへ反映できるよう見直しを
図る必要があると感じます。

国内友好都市との交
流件数   

秘書交流課  回
単
年

6.0 5.0 5.5 6.0 7.0 4.0 7.0 7 8 66.7% 100.0% 100.0% 100.0% C A A A

 友好都市である滝川市、八幡平市、館林市、枚方市（友好都市サミット含む）で開
催される祭り、イベントにおける物産出展、本市さくら祭りへの参加（交流レセプ
ション、物産展）が計画どおり実施されました。

 国内友好都市との交流以外にも海外友好都市やJICA草の根技術協力事業（タイ王国
クラビ市）、海外移住者子弟等研修生受入事業を秘書交流課では実施しており、今後
KPIへ反映できるよう見直しを図る必要があると感じています。

 今後、KPIの設定自体を見直す必要があると感じます。
 秘書交流課、名護市国際交流協会が主催する交流促進を目的として実施しているイ
ベント等への「参加者数」、アンケート調査等の満足度」などへ見直した方がより説
得力があるKPIとなると考えています。

 国内姉妹都市交流として滝川市、八幡平市、館林市、枚方市（友好都市サミット含
む）で開催される祭りへの参加、イベントにおける物産出店、本市さくら祭りへの受
入（交流レセプション、物産展）等が開催されましたが、感染症拡大の影響により交
流が制限されたこともありました。

アンケートによる名
護市の認知度向上の
割合

観光課 ％
単
年

80.0 40.0 60.0 80.0 96.0 75.6 93.0 96 81.2 94.5% 100.0% 100.0% 100.0% B A A A

 令和６年度の目標値を上回ることはできましたが、令和５年度と比較し下がった要
因として、令和５年度はアンケート調査において認知度を図っていたが、令和６年度
においては、県外プロモーションイベント（３回）にて、ブースに来た方を対象に本
市に関するクイズを行い、クイズ結果より認知度の％を導き出したたため、調査方法
に相違があることも起因していると考えております。

 アンケートによる名護市の認知度調査について、経年で比較できるよう、調査方法
の統一化を図ってまいります。本市の認知度は比較的高いため、他の設問を検討し検
証することも必要であると考えております。

 令和４年度～令和６年度にかけて目標値を達成できましたが、令和６年度のみアン
ケート調査の手法に相違があるため、今後はアンケート調査方法を統一化し実施して
いく必要があると考えております。

①
男女共同参画に向けた意識・
環境づくり
【地域力推進課】

E A A A

受講者のアンケート
で「男女共同参画」
等について「理解や
関心が深まった」と
回答する方の割合

地域力推進
課

％
単
年

80.0 40.0 60.0 80.0 95.0 0.0 83.1 93.7 95.9 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% E A A A

 男女共同参画の意識啓発を図るため、9月に「アンコンシャス・バアイアスを知ろ
う！～無意識の思い込み・偏見～」、11月に「性暴力と言葉の暴力」、3月に「家庭
の中のジェンダー暴力の視点から考える」の男女共同参画講座を3回実施しました。
 6月の男女共同参画月間に男女共同参画社会の実現を目指し理解と関心を深めるた
め、名護市女性団体ネットワーク協議会とともに標語の募集やパネル展を実施しまし
た。
11月に広報誌「あい愛だより」を発刊し、男女共同参画や性の多様性等の啓発に取り
組んみました。
 性別役割分業の解消、社会における影響力の編偏解消、配偶者からの暴力の根絶に
ついて理解を深めるため市民のひろば6月号、12月号、3月号に男女共同参画に関する
特集記事を掲載しました。

 令和6年度は関係団体や一般市民を対象に講座を開催しました、アンケートの結果に
ついては、昨年度と比較して回答率が約2％向上しました。
 今後、さらなる理解促進を図るため、講演会や広報、パネル展等を継続して取り組
み、回答率を維持しながらイベント参加者数の増加を目指し、より多くの方に理解を
深めていただけるよう取り組みます。

 講演会の回数をできるだけ増やし、幅広い世代の参加促進を図り、パネル展、講演
会の参加者数や広報閲覧者数の増加に向けて周知方法を検討します。

 講演会のアンケート調査では毎年、好評価をいただいており、当初から比較すると
実績が年々上昇しているため、市民の意識改革が一定程度進んでいる状況にあると評
価しますが、熟年層や高齢世代への意識浸透が難しく、引き続き広報誌やホームペー
ジなどの広報活動、講演会や標語・写真コンテスト、パネル展の啓発活動などを積極
的に取り組んでいくとともに、熟年層や高齢世代も含め幅広い世代に意識啓発を図る
必要があります。

②

互いの性や人権、文化を尊重
しあうまちの実現
【地域力推進課】【総務部総
務課】

A A A E

受講者のアンケート
で「性の多様性」に
ついて「理解が深
まった」と回答する
方の割合

地域力推進
課

％
単
年

80.0 40.0 60.0 80.0 98.0 100.0 94.4 96.8 0 125.0% 100.0% 100.0% 0.0% A A A E

 多様な性について理解を深めるため、9月に「LGBTQ・性の多様性」についての男
女共同参画講座を開催する予定でしたが、講師の日程が取れず開催することができな
かったため未達成となりました。
 講座を開催することはできませんでしたが、6月の男女共同参画月間のパネル展や、
広報誌「あい愛だより」を活用し啓発活動に取り組みました。

 男女共同参画講座の開催については、市内に講師が少なく、講師派遣が課題となっ
ています。
 性の多様性の理解促進に関する講座については、市内を含め県内の関係団体と連携
を図りながら講師確保に努め、引き続き効果的な講演会の開催方法を検討します。
 また、併せて令和7年度より沖縄県が導入するパートナーシップ制度やファミリー
シップ制度の啓発に取り組みます。

 性の多様性に関する意識啓発と併せて、パートナーシップ制度やファミリーシップ
制度の浸透、有効活用に向けて啓発します。
 また、講座の開催については、幅広い世代を対象に実施し、できるだけ多くの参加
を目指し、開催方法を検討します。

 令和6年度については講演会の中止を余儀なくされたが、これまで取り組んできた各
講演会のアンケートでは好評をいただいており、目標値を達成しています。性の多様
性（ＬＧＢＴＱ等）の理解については、家庭環境や学校教育の場にも浸透しており定
着してきていますが、「性と生殖に関する健康と権利」についての講座開催が不十分
であったと評価します。
 人権に関する意識向上の取り組みについては、標語コンテスト等のイベントを実施
していますが、講座を開催するとさらなる効果が期待できます。

③
女性の能力発揮促進と人材活
用
【地域力推進課】

E E E D
各種審議会等の女性
登用率（規則に基づ
く審議会等）

地域力推進
課

％
総
計

40.0 35.0 37.5 40.0 40.0 30.5 27.5 28.5 34.6 5.9% 0.0% 0.0% 46.5% E E E D

 市の政策決定の場となる各種審議会等の女性委員の登用率 40％を目標とし、女性委
員の登用状況調査及び各課に審議会等の女性委員の登用推進について協力依頼を行い
ました。

 登用推進についての協力依頼を実施した結果、前年度と比較し登用率は増加してい
ますが、目標値を達成することができませんでした。引き続き関係者へ協力依頼して
いきます。
 また、広報誌「あい愛だより」の掲載など広報誌の活用も検討し登用率向上を目指
してさらなる啓発に取り組みます。

 女性が意思決定の場・過程に参画しやすい社会環境の構築に向け、啓発活動に取り
組みながら、引き続き関係団体へ女性登用の協力を依頼します。

 女性委員の登用については、これまで協力依頼を実施してきましたが、登用率はま
だまだ低く、女性委員就任のハードルとしては、知識や経験不足等による自信の無さ
や心理的負担だけでなく、家庭での家事・育児・介護等の負担の偏りに起因する時間
の無さがあると思われます。目標達成に向けては、女性が男性と平等に働ける職場環
境の改善や社会全体への役割分業の解消に関する理解の浸透が大きく影響すると考え
られます。登用率向上については関係団体へ協力を仰ぐことも必要ですが、女性が参
加しやすい社会環境の構築に向けて引き続き周知啓発を継続することが重要であると
評価します。

①
行政が担うべき役割の重点
化と民間活力の活用
【振興対策室】

E E E E 民間提案受付件数 政策推進課 件/年
単
年

20.0 10.0 15.0 20.0 20.0 0.0 0.0 3.0 2.0 0.0% 0.0% 20.0% 10.0% E E E E

 民間事業者からの提案は全体で７件でしたが、民間事業者等及び所管課等との協
議・調整を行い、２件の提案を受け付けました。
受付件数が減った要因としては、民間事業者等から提案をいただきましたが、所管課
等の抱える行政課題とのマッチングが図れない提案であったことや、所管課等から提
起された特定の行政課題が民間提案制度にそぐわない「テーマ」設定であったことが
大きな要因と考えます。

 所管課等及び民間事業者等に対して、民間提案制度の趣旨を理解してもらうこと
で、目標の達成に努めます。併せて、民間事業等に対して周知活動を行います。

 PPP／PFI推進事業について、PPP／PFIの専門家とアドバイザー業務を委託しまし
た。

 令和4年度から民間提案制度（マジュン・コラボ名護）の運用を開始していますが、
民間事業者からいただいた提案を事業化した実績がありません。
 民間事業者から提案いただき、民間のノウハウを活用する包括連携協定を締結しま
した。また、所管課等の事業実施に向けたサウンディング調査を行いました。
民間事業者からの意見聴取する窓口として、幅広に制度を活用することを検討してい
ます。

②
最新技術を活用した市民サー
ビスの向上と事務の効率化
【情報政策課】

B A A A

名護市超高速通信
サービス整備事業 
超高速ブロードバン
ド環境整備地域にお
ける世帯加入率

情報システ
ム課

業務改善推
進室
商工・企業
誘致課

％
総
計

20.0 10.0 15.0 20.0 36.0 19.0 41.0 36 41.3 95.0% 100.0% 100.0% 100.0% B A A A

 市内全域において民需系超高速ブロードバンドサービスの利用が可能となり、目標
は達成しています。

 目標を達成しているので、今後は現状維持に努めます。 【業務改善推進室】
 行政のデジタル化を推進する取組に係る実績について、R6年度は224件の手続きに
ついてオンライン化が実施されました。オンライン化の導入システム毎の内訳は次の
とおり。
・国のぴったりサービスによる手続きオンライン化手続き 11件
・その他システムによるオンライン化手続き 4件
・上記非該当による汎用的電子申請システム(Logoフォーム)によるオンライン化手続
き 213件（うち行政手続き60件）
【商工・企業誘致課】
 スマートシティについては、名護スマートシティ推進協議会と連携し、デジタル技
術を活用して地域課題の解決に向けて実証事業を実施しました。また、名護市LINE公
式アカウントをリニューアルし、より利便性が向上しました。

【業務改善推進室】
 行政のデジタル化の推進については、令和５年度、６年度においてデジタルツール
を導入し、各部署において当該ツールを活用した住民の利便性向上や業務効率化を推
進しています。今後もデジタルツール活用支援を実施することで各部署におけるデジ
タルツールを活用した住民の利便性向上や業務効率化の推進を図ります。

③
時代の変化に対応可能な人材
の育成
【人事行政課】

A A A A
職員研修計画による
研修受講率

人事行政課 ％
単
年

80.0 40.0 60.0 80.0 95.8 87.2 95.8 95.3 94.3 109.0% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 令和６年度の目標値80％を上回ってはいますが、令和５年度の実績値を１％下回る
結果となりました。要因としては、管理者向け「メンタルヘルス研修」及び令和６年
度から外部委託により導入している採用３年目及び５年目職員向け「人材育成研修」
の受講率が約50％だったことによるものです。開催時期及び開催周知方法に課題があ
ると考えます。今後は、研修受講の周知徹底に加え、開催時期や研修内容等を見直す
など、効果的な研修計画の確立に努めます。

 令和５年度までの実績を踏まえ設定した令和７年度目標値95.8％へ到達できるよう
研修内容の充実化を図り開催時期、時間及び開催案内についても適切かつ効果的に実
施するよう努めます。
 職員研修については、顕在化する職員の課題に対応できるよう、多様な視点からの
職員研修計画の構築を図ります。また、集合研修のみならず、動画研修やWEB研修な
ど、引き続き、柔軟な受講体制の構築に努めます。

 令和４年～６年の各年において、それぞれの目標値を達成することができました。
令和７年度目標値95.8％へ到達できるよう、引き続き、研修内容の充実化を図り、職
員の育成に努めてまいります。

④
簡素で効率的な組織体制の
構築
【人事行政課】

E E E E 職員の残業時間数 人事行政課
業務改善推
進室

時間
単
年

56981.0 60,146.5 58,563.8 56,981.0 56,981.0 62,300.0 76,144.0 84,173 77,738 16.0% 0.0% 0.0% 0.0% E E E E

 職員の残業時間数については、昨年度から減少となった一方で、目標値を下回る結
果となりました。減少した要因としまして、大雨による局地的な被災対応はあったもの
の、台風の襲来による職員の長期的（又は広域的）な被災対応がなかったことも一因
であると考えております。

 職員の残業時間数の増加については、慢性的な人手不足が要因と考えており、職員
の休職者数等（育休や病休等）の傾向を踏まえ、人員の適正配置に向けた方策を検討
するとともに、引き続き、業務改善推進室との連携によりDXの推進等、残業時間抑制
に向けた取り組みを進めていきたいと考えています。

【業務改善推進室】
 職員の残業時間数に関連して、行政のデジタル化を推進する取組として、R６年度
228件の手続きにおいてオンライン化が実施されました。またオンライン化に併せて業
務フローの見直し（BPR）の実施により、作業時間数の削減及び業務効率化に繋がっ
ています。
 実績1：児童扶養手当現況届業務 削減時間752.5ｈ
 実績２：入札参加者資格審査業務（定期申請） 削減時間233.0ｈ
 実績３：各部署議事録作成業務19件（トライアル） 削減時間63.0ｈ

【人事行政課】
 令和４年～６年の各年において、目標値を達成することが出来ませんでした。災害
等への対応による残業時間数の増減はあるものの、慢性的な人手不足が要因と考えて
おりますので、職員の採用手法や人員の適正配置に向けた方策を検討するとともに、
引き続き、業務改善推進室との連携によりDXの推進等、残業時間抑制に向けた取り組
みを進めていきたい考えです。
【業務改善推進室】
 令和５年度、６年度において住民の利便性向上に加え、業務効率化が図られるデジ
タルツール（オンライン化ツール・RPA・文字起こし等）を導入し、各部署において
当該ツールを活用し業務効率化を実施してきました。また、業務フロー等の見直し
（BPR）を実施し、オンライン化やRPAを導入している業務については、作業時間の
大幅な削減ができています。今後もBPRの実施を通したデジタルツールの活用支援を
実施することで、各部署における業務効率化支援を実施して参ります。

アンケートによる名
護市の認知度向上の
割合（再掲）

観光課 ％
単
年

80.0 40.0 60.0 80.0 96.0 75.6 93.0 96 81.2 94.5% 100.0% 100.0% 100.0% B A A A

 令和６年度の目標値を上回ることはできたが、令和５年度と比較し下がった要因と
して、令和５年度はアンケート調査において認知度を図っていたが、令和６年度にお
いては、県外プロモーションイベント（３回）にて、ブースに来た方を対象に本市に
関するクイズを行い、クイズ結果より認知度の％を導き出したたため、調査方法に相
違があることも起因していると考えております。

 アンケートによる名護市の認知度調査について、経年で比較できるように、調査方
法の統一化を図っていく。本市の認知度は比較的高いため、他の設問を検討し検証す
ることも必要であると考えております。

 令和４年度～令和６年度にかけて目標値を達成できましたが、令和６年度のみアン
ケート調査の手法に相違があるため、今後はアンケート調査方法を統一化し実施して
いく必要があると考えております。

市内観光施設入込客
数（国内客及び国外
客含む）（再掲）  

観光課 人/年
単
年

6025000.0 5,480,269 5,752,635 6,025,000 6,025,000 1,653,392 2,169,263 3,141,894 3,996,363 27.4% 39.6% 54.6% 66.3% E D D C

 令和６年度目標値には届きませんでしたが、観光産業の発展に資する取組みとし
て、観光協会、商工会、市内事業者等と連携し、名護市観光プロモーション推進事
業、スポーツコンベンションの推進等、また、観光協会主体による、観光客誘致プロ
モーション事業等を実施したことにより、年々、観光施設入込客数が増加していると
考えております。

 令和６年度に策定した第３次名護市観光振興基本計画に基づき、観光協会、市内観
光事業者、商工会、高等教育機関等、行政が地域一体となり、本計画に定めた各施策
を実施することで、観光施設入込客数増加に繋げてまいります。

 新型コロナウイルス感染症の影響も起因し、令和４年度～令和６年度にかけて目標
値を上回ることはできなかったが、年々、市内観光施設入込客数は増加している。
KPI・ランクについても、ランクが上昇していることもあり、令和７年度以降は更なる
市内観光施設入込客数が増加すると考えております。
 また、第３次名護市観光振興基本計画において、新たに目標値を設定したため、目
標達成に向けて各施策に取り組んでまいります。

市内宿泊施設入込客
数 （国内客及び国外
客含む）（再掲）

観光課 人/年 
単
年

1366000.0 1,323,542 1,344,771 1,366,000 1,366,000 440,926 537,068 815,493 1,017,039 32.3% 40.6% 60.6% 74.5% D D C C

 令和６年度目標値には届きませんでしたが、観光産業の発展に資する取組みとし
て、観光協会、商工会、市内事業者等と連携し、名護市観光プロモーション推進事
業、スポーツコンベンションの推進等、また、観光協会主体による、観光客誘致プロ
モーション事業等を実施したことにより、年々、宿泊施設入込客数が増加していると
考えております。

 令和６年度に策定した第３次名護市観光振興基本計画に基づき、観光協会、市内観
光事業者、商工会、高等教育機関等、行政が地域一体となり、本計画に定めた各施策
を実施することで、宿泊施設入込客数増加に繋げてまいります。

 新型コロナウイルス感染症の影響も起因し、令和４年度～令和６年度にかけて目標
値を上回ることはできなかったが、年々、市内宿泊施設入込客数は増加している。
KPI・ランクについても、ランクが上昇していることもあり、令和７年度以降は更なる
市内宿泊施設入込客数が増加すると考えております。
 また、第３次名護市観光振興基本計画において、新たに目標値を設定したため、目
標達成に向けて各施策に取り組んでまいります。

名護市デジタル情報
配信事業(QABデータ
放送)における年間あ
たりの掲載記事数

秘書交流課 件/年
単
年

80.0 40.0 60.0 0.0 0.0 82.0 38.0 60 - 102.5% 95.0% 100.0% - A B A -

 広報誌（全戸配布）において掲載されている内容も多い。名護市ホームページ、各
種SNSに比べ情報発信件数が少ない。視聴率のデータ収集ができず、検証ができない
などの理由から、令和６年度は事業の継続なし。

 パソコンやスマートフォンの操作が苦手な高齢者等への情報発信の検討が必要であ
ると考えます。

市公式YouTube登録
者数、SNS等のフォ
ロワー数の総計

秘書交流課 人/年
単
年

2550.0 2,125.0 2,337.5 2,550.0 8,000.0 2,518.0 4,675.0 7167 15,561 98.7% 100.0% 100.0% 100.0% B A A A

 SNSは随時情報発信が可能であり、月１回発行の広報誌（紙媒体）の情報発信を
補っています。LINEを中心に各課からの情報発信や登録者も増えています。

総数  15,561人、Youtube 934人、フェイスブック 1,080人、Instagram（オフィ
シャル）2,052人、インスタグラム（りっか名護）1,552人、LINE 9，943人

 一部のＳＮＳにおいて情報発信が少ないことから見直しも必要です。登録者数以外
に情報発信件数もKPIへ反映させる必要があると考えます。

 LINEについて、名護市スマートシティの一環で契約関係を商工・企業誘致課に移管
しています。同課においてLINE社との連携協定も締結しています。

 利用者の多いLINEを中心に登録者が増加しており、各課からの情報配信も増えつつ
あります。情報配信が多くなる分、頻繁な受信を不快に思う人ブロック数も増えるこ
とが予想されることから、配信方法の工夫が必要と考えます。

名護市ホームページ
の閲覧数

秘書交流課
回/月
平均

単
年

21,680 18,940 20,310 21,680 99,000 31,184 248,200 98730 124,001 143.8% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 広報誌へのQRコード掲載、各SNSにURLを記載するなどしホームページへ誘導する
など、各媒体で連携を図っていることから閲覧数にもつながっているものと思われま
す。

閲覧数124,001

ランクはAとなっているが閲覧数での評価です。ホームページの見やすさを考えると今
後リニューアルの検討が必要と考えます。
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②
地域間交流の促進
【企画政策課】
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⑤
シティプロモーションの推進
【企画政策課】

D D C C

⑥
"伝わる"情報発信
【企画政策課】

A B A A
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令和７年度（Ｒ６実績値）総合戦戦略・評価検証シート

取組・指標（PLAN）

R3
年度

R4
年度

R5
年度

R6
年度

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績（DO）ランク
総括 目標値 実績値 KPI・達成率 ＫＰＩ・ランク

基本
目標

基本
方針

総合計画
との対応

具体
的取
組

No.

具体的取組 KPI 担当課 関係課 単位 評価
R6年度

KPI・個別事業の関係性・妥当性
R6年度

今後の対応
R6年度

その他・特記事項
第２期総合戦略

全体評価

⑦
名桜大学との連携
【企画政策課】【人事行政
課】

A A B B
名護市が名桜大学に
委託している職員研
修受講率 

人事行政課 ％
単
年

80.0 75.0 77.5 80.0 80.0 92.3 78.2 70.7 74.5 115.4% 100.0% 91.2% 93.1% A A B B

 名桜大学へ研修を委託しているメンタルヘルス研修の実施時期が年明けとなり、繁
忙期と重なったことからR６年度は目標値80％を達成することができませんでした。し
かし、実績値は前年度から3.8％上昇しています。庁内においてもメンタル疾患による
休職者が多く職員１人当たりの業務負担も増えている状況があることから、メンタル
ヘルス研修の重要性を発信し、開催時期について適切な時期を見極めて実施すること
が重要だと考えます。

 研修内容の充実化を図り開催時期、時間及び開催案内についても適切かつ効果的に
実施するよう努めます。
 名桜大学の特色を生かした研修が実施できるよう、引き続き、名桜大学との調整を
図りながら研修内容を確立していきたいと考えます。

 令和４年度は目標値75％を達成することができましたが、令和５年度、令和６年度
の２年間においては、各年70％を超えているものの、目標値を下回った結果となりま
した。その一因と考えております研修の開催時期の見直しに加え、引き続き、名桜大
学との調整を図りながら研修内容を確立してまいります。

①
財政運営の健全性の確保
【財政課】

A A B B 将来負担比率 財政課 ％
単
年

29.6 29.6 29.6 29.6 29.6 21.9 17.8 32.1 35.0 135.2% 100.0% 92.2% 84.6% A A B B

 算定の結果、早期健全化基準である350％を下回っています。分子の要因として将来
負担額で大きく占めているのは地方債残高、公営企業債等繰入見込額です。充当可能
財源等については、令和５年度の財政調整基金及び公共施設整備積立基金の取り崩し
が大きくなっているため、将来負担比率が増加することとなりました。今後市庁舎及
び市民会館の建替えも検討されていることから、既存の公共施設の廃止・統合、現事
業の見直しなどにより、経常経費の抑制に取り組み、基金の残高を増やす取組みが必
要です。

令和７年度の一般会計の当初予算は、約４９７億８千万円と令和６年度当初予算と比
べ約８億１千万円増となっています。人件費や扶助費等の増による予算増となってお
り、財政調整基金から約１８億５千万円、公共施設整備基金から約４億６千万円を取
り崩すこととなったことから、今後将来負担比率割合を増加させる要因となっていま
す。また、市庁舎及び市民会館の建替えも検討されていることから、既存の公共施設
の廃止・統合、現事業の見直しなどにより、経常経費の抑制に取り組み、公共施設整
備基金の残高を増やす取組みが必要です。

算定の結果、早期健全化基準である350％を下回っています。分子の要因として将来負
担額で大きく占めているのは地方債残高、公営企業債等繰入見込額です。充当可能財
源等については、令和５年度の財政調整基金及び公共施設整備積立基金の取り崩しが
大きくなっているため、将来負担比率が増加することとなりました。今後市庁舎及び
市民会館の建替えも検討されていることから、既存の公共施設の廃止・統合、現事業
の見直しなどにより、経常経費の抑制に取り組み、基金の残高を増やす取組みが必要
です。

②
歳出削減への取組
【財政課】

A B B B 経常収支比率 財政課 ％
単
年

92.7 92.7 92.7 92.7 92.7 88.7 94.2 98.1 95.6 104.5% 98.4% 94.5% 97.0% A B B B

 算定の結果、目標値を上回ることとなりました。主な要因としては、人件費と扶助
費の経常経費の増となっており、人件費については、人事院勧告に伴う職員及び会計
年度任用職員の給与改正（引き上げ）を行ったことが要因であると考えられます。今
後も組織機構等の見直しや業務の外部委託等を推進し、定員適正化に努める必要があ
ります。扶助費については、生活保護費・援護事業支給費、施設型給付費・地域型保
育等給付費の増等が挙げられます。今後もこの傾向は続くことが想定されますが、制
度の適正運用と負担の増大に備える必要があります。

令和７年度当初予算では、歳入の市債が約１９億円と前年度と比べ約３億８千万円減
となっています。大型公共施設等（学校給食施設整備）の市債額の減が要因となって
おり、歳出の公債費として減となっていく見込みですが、今後市庁舎等の建替えも検
討されていることから、これらの市債額の減は、一時的なものだと考えられます。ま
た、大型公共施設の整備等により維持費等の増加も見込まれ、経常収支比率割合を増
加させる要因となるため、既存の公共施設の廃止・統合、現事業の見直しなどによ
り、経常経費の抑制に取り組む必要があります。

算定の結果、目標値を上回ることとなりました。主な要因としては、人件費と扶助費
の経常経費の増となっており、人件費については、人事院勧告に伴う職員及び会計年
度任用職員の給与改正（引き上げ）を行ったことが要因であると考えられます。今後
も組織機構等の見直しや業務の外部委託等を推進し、定員適正化に努める。扶助費に
ついては、生活保護費・援護事業支給費、施設型給付費・地域型保育等給付費の増等
が挙げられます。今後もこの傾向は続くことが想定されますが、制度の適正運用と負
担の増大に備える必要があります。

ふるさとまちづくり
寄附金額

商工・企業
誘致課

千円/
年

単
年

200000.0 171,968.5 185,984.3 200,000.0 653,134.0 197,540.0 362,944.0 533,251 810,406 98.8% 100.0% 100.0% 100.0% B A A A

 令和４年度より商工会や観光協会等と連携し、ふるさと納税のシェア拡大に向けて
取り組んでおり、返礼品の見直しや県内外でプロモーション活動を実施し、寄付額は
昨年度より約1.5倍増となり、地域事業者の販路拡大にも繋がりました。

 引き続き、商工会等の関係機関と連携し、新たな返礼品の企画や人気のある返礼品
等の分析・検証を行いながら効果的なPR活動を実施し、寄附額の増加を図るります。

 令和４年度より、商工会等の関係機関で構成されたふるさと納税のシェア拡大チー
ムを発足し、寄付額増に向けて取り組んでおり、年々寄付額が増となっております。
引き続き、ふるさと納税の更なるシェア拡大を目指すための取り組みを推進していき
ます。

企業版ふるさと納税
寄付金額（3年平均）
 

企画政策課
千円/

年
単
年

5,000.0 2,500.0 3,750.0 5,000.0 - 12,200.0 2,500.0 7,000.0 5,033 244.0% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 令和6年度、令和5年度の実績値はＫＰＩの設定のとおり３年平均額を記載していま
すが、令和3年度、令和4年度は、事業を開始して3年に満たないため、単年度実績値を
記載しています。
 令和３年度単年度実績12,200千円
 令和４年度単年度実績2,500千円
 令和５年度単年度実績6,300千円
 令和６年度単年度実績6,300千円

 引き続き、寄付をいただいた企業の広報誌への掲載等、周知を図り、寄付の申し出
があった際には、受領できるよう庁内各課と連携の上、寄付を活用した取組の実施を
進めます。

 全体として、計画期間の目標値を達成していますが、地域再生計画に位置付けられ
た事業に対して企業から寄附を受けるもの（使途を決めた上で寄附を受けるもの）で
あることを踏まえると、他の取組との比較も踏まえて、次期計画では、具体的取組の
【歳入確保の取組】に位置づけるかどうか、検討が必要と考えています。

徴収率（市税等） 税務課 ％
単
年

98.8 98.6 98.7 98.8 99.1 99.3 98.9 99.2 99.2 100.5% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 市税等お知らせセンター（電話催告センター）を活用した早期催告の実施（架電、
文書催告）、現年度滞納税に対する滞納処分早期着手を実施したことにより目標値を
上回る結果となった。

 引き続き、現課と市税等お知らせセンターが連携して催告等を実施し、併せて滞納
処分早期着手を行い収納率増を図ります。

 電話催告センターを活用し現年度滞納者に対する早期催告を実施したことにより、
センター導入前（R1年度以前）より徴収率0.5％～0.8％の増となりました。取組に対
する結果としては良い結果であると思われるため、今後も継続し徴収率の維持向上に
努めていきたいです。

徴収率（国民健康保
険税）

国民健康保
険課

％
単
年

95.2 94.8 95.0 95.2 95.2 95.16 94.0 94.38 93.38 100.0% 99.2% 99.3% 98.1% B B B B

 徴収率について、電話催告センターへの業務委託による新規・少額滞納者への催告
を集中的に行ってきましたが、R5と比べ下がりました。Bランクですが目標達成とな
りました。

 コンビニ収納やキャッシュレス決済の周知及び、電話催告センターを活用し早期催
告の実施を継続し、分納不履行者に対しても早期催告を行うことにより、分納計画の
管理、滞納処分を徹底し、目標達成を目指します。

 電話催告センターを活用することで、現年度分の早期催告を実施しました。目標の
期間中に新型コロナウイスやマイナ保険証への変更に伴う徴収機会の減少がありまし
たが、期間をとおしてBランクですが目標達成となりました。

徴収率（介護保険
料）

介護長寿課 ％
単
年

96.7 95.3 96.0 96.7 96.7 94.0 94.4 97.9 97.9 97.2% 99.1% 100.0% 100.0% B B A A

 令和６年度は、納付相談、電話催告を行うことで目標を達成することができまし
た。

 引き続き、納付相談や電話催告の件数及び催告状発送回数を増やし納付を促してい
きます。

 給付制限（滞納した場合のペナルティ）のチラシ配布を当初決定通知時に行ったこ
とや納付相談及び電話催告の対象者を増やすことで目標を達成することが出来まし
た。

④
公共施設等の適切な管理
【財政課】

－ － － － KPIの設定なし 財政課 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

①
環境意識の普及・啓発
【環境対策課】

E E D D
ごみ減量・３Ｒ推進
に向けた講座等の継
続的な実施

環境対策課 件/年
単
年

50.0 41.0 45.5 50.0 50.0 11.0 11.0 19.0 26.0 22.0% 26.8% 41.8% 52.0% E E D D

 コロナウィルス感染症やインフルエンザの流行など講座開催への影響はあるもの
の、前年度から開催回数を増加することができました。現時点では目標に届いていな
いが、改善傾向がみられます。

 令和６年度に引き続き、講座等の開催回数の増加を図ります。
 本市が開催するイベント等と連携して講座開催ができないか検討し対応したいで
す。

 コロナウィルス感染症の流行以降、講座開催数を増やしているが目標達成は困難な
状況です。長期にわたる感染症の流行により、生活スタイルの変化もあることから今
後の対応、目標設定について再考が必要と思われます。
 インターネット等を利用した環境意識の普及啓発について検討が必要と思われま
す。

②
循環型社会の構築に資する人
材の育成
【環境対策課】

E A A A
環境フェアの来場者
数

環境対策課 人/年
単
年

1,000 1,000 1,000 1,000 1,600 0 1,270 1,515 5,665 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% E A A A

 会場を名護市立中央図書館へ変更したことと、市民の広場及び名護市ホームページ
へ開催の周知をしたことにより、目標値を大幅に上回ったことから目標達成となりま
す。

 令和７年度からは、名護市一般廃棄物処理施設において実施予定です。  R４～６年度において、全て目標値を上回っていることから目標達成となります。

③
ごみの発生抑制・再資源化
の促進と廃棄物の適正処理
【環境対策課】

E E E E
ゴミ（一般廃棄物）
総排出量の抑制  

環境対策課 t/年
単
年

19508.0 19,697.0 19,602.5 19,508.0 19,332.0 20,337.0 20,534.6 20382.0 21101.3 -119.3% 0.0% 0.0% 0.0% E E E E

 ごみ排出量について、人口及び世帯数が増加しており、それに応じてごみ排出量も
増加が続いている状況です。生ごみ処理機購入補助などごみ減量の取組を行っていま
すが、ごみ排出量は増加を続けており、目標未達成となりました。

 ごみ減量につながる情報発信を市民及び事業者に行いごみ減量を図る必要がありま
す。環境フェア等のイベント等も活用しごみ減量の取組を周知します。生ごみ処理機
購入補助について周知の取組を行います。また、指定ごみ袋をレジ袋の代替品として
扱う取組を行い、目標達成を目指します。

 本市の人口及び世帯数が増加している状況にあり、市全体のごみ排出量抑制を目標
としているため、達成が困難となっています。
 今後の目標として、一人当たりの排出量や再資源化（リサイクル）量などを目標数
値として設定することを検討したいです。

④

循環型エネルギーの導入・普
及促進
【環境対策課】 【企画政策
課】 

A A A A
住宅用太陽光発電シ
ステム設置補助件数

環境対策課 件/年
単
年

18.0 16.0 17.0 18.0 30.0 25.0 35.0 27 28 138.9% 100.0% 100.0% 100.0% A A A A

 市民の広場及び名護市ホームページへ開催の周知を実施したことにより、目標値を
大幅に上回ったと考えられることから目標達成となります。

 特に実施方法等の変更はありません。  R４～６年度において、全て目標値を上回っていることから目標達成となります。
今後も需要はあるものと考えております。

市外からの転入者数 企画政策課 人/年
単
年

3670.0 3,468.5 3,569.3 3,670.0 3,670.0 3,335.0 3,355.0 3,275 3,321 90.9% 96.7% 91.8% 90.5% B B B B

 令和５年度から令和６年度にかけて市外からの転入者が46人増加しています。内訳
を見ると沖縄県内からの転入者は、30人減少しているものの、県外からの転入者が76
人増加しています。

 市外からの転入者数の増加に向けて、各基本目標に掲げる具体的施策の総合的な推
進を更に図る必要があります。

 計画期間の目標値には届いていないものの、達成率は常に90％を超えており、ラン
クではＢ（達成）となっています。総合戦略や総合計画に掲げるすべての基本方針や
具体的取組の推進の結果が反映されたものと考えています。
 一方で我が国全体で人口減少が進んでいる中、転入者数を増加させ続けること（社
会増による人口増・維持）は困難になるものと思料しており、今後の目標値設定の考
え方、あるいは具体的な取組の位置づけ等も検討する必要があるものと考えていま
す。

住みよさランキング
（沖縄県内順位）出
典：都市データパッ
ク（東洋経済 新報
社）

企画政策課 位
単
年

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 2.0 3.0 4.0 4 90.0% 80.0% 70.0% 70.0% B B C C

 本市の住みよさランキングは、前年度と同じ順位になっており、偏差値は微減と
なっています。本市より県内上位の市の偏差値も同様の傾向になっており、大きな影
響はないものと認識しています。

 総合戦略や総合計画に掲げるすべての基本方針や具体的取組の推進の結果が「移
住・定住」や「住みよさ」に繋がると考えられるため、引き続き住みやすいまちづく
りを目指し、総合計画、総合戦略の推進を図ります。

 計画期間中は、2位から4位の間で推移しており、ランクではＢ（達成）又はＣ（未
達成）となっています。引き続き住みやすいまちづくりを目指し、総合計画、総合戦
略の推進を図る必要があります。
 なお、住みよさランキングは、「安心度」、「利便度」、「快適度」、「富裕度」
の4 つの視点から、20 のデータを用いて算出されており、今回実施したWell-Beingア
ンケートの客観指標と考え方に通じるものがありますが、移住と定住のどちらに重点
を置くかによって、ＫＰＩの置き換えを検討する必要があると考えています。

③

歳入確保への取組
【財政課】【企画政策課】
【税務課】【介護長寿課】
【国民健康保険課】

A B B B
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①
移住・定住の促進
【企画政策課】

B B B B
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